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本市では令和３年３月に策定した「川越市障害者支援計

画」を基に、地域共生社会、保健・医療、教育、雇用・就労、

福祉のまちづくり、福祉サービスの充実等、各分野にわたる

障害者施策を推進してまいりました。 

この間、障害者施策の分野では、2020 年東京オリンピ

ック・パラリンピック競技大会の開催、「障害を理由とする

差別の解消の推進に関する法律」や「障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律」の改正等の大きな動きが見られました。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行により、障害のある人に限らず、社会的

な行動が制限され、医療・福祉サービスの提供に制約が生じるほか、就労機会の減

少にもつながり、本市の障害福祉施策にも多大な影響を及ぼしました。令和５年５

月８日、新型コロナウイルス感染症が 5類感染症に移行され、少しずつ人々の日常

も取り戻されつつあります。 

こうした中、障害のある人をはじめ、すべての人が積極的に社会参加し、互いに

人格と個性を尊重して支え合う「地域共生社会」の実現には、事業者や市民の幅広

い理解のもとで、環境整備に係る取組を含め、地域住民や多様な主体が自らのこと

として考え、参画することが必要であり、人と人、人や資源が世代を超えてつなが

ることで、豊かな社会へとつながっていくものと考えております。 

本計画では、基本理念を「自分らしく、よりよく生きる 自立と共生のまちをめ

ざして」とし、基本理念を実現するために、「誰もが安全・安心に暮らせるまち」 

「自立を尊重し、総合的な支援が受けられるまち」「一人ひとりに配慮した支援が

受けられるまち」といった目標を掲げ、まちづくりを進めていきます。 

今後、計画の推進にあたりましては、地域の特性を生かし、地域にある資源を活

用して、市民の皆様や関係者の皆様と行政が協働するための取り組みが必要不可欠

です。引き続き、皆様のご支援とご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定に当たり、川越市障害者施策審議会委員の皆様をはじめ、

貴重なご意見をいただきました市民の皆様、関係機関及び関係団体の皆様に心から

感謝を申し上げます。 

 

令和６年 3月 

  

ご あ い さ つ 
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第１章 計画策定にあたって 
 

第１節 計画の概要 
 

１ 計画策定の背景と趣旨 

ノーマライゼーションの理念のもと、障害の有無にかかわらず、住み慣れた地域で、共に暮らしてい

く社会づくりを目指し、わが国では、これまで様々な障害者施策を推進してきました。そして、近年、

社会を取り巻く状況は大きく変わり、国の法制度も著しく変化をし、障害のある人を取り巻く状況も

大きく変わりつつあります。 

国では、障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進

することを目的として、障害者の権利の実現のための措置等について定める「障害者権利条約」に

ついて、平成 26 年１月 20 日に、批准書を国際連合に寄託し、同年２月 19 日に同条約は我

が国について効力を発生しました。 

障害者権利条約の締結に向けた国内法制度の整備の一環として、全ての国民が、障害の有

無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に

向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として、平成 25 年６月、「障害を理由

とする差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障害者差別解消法」）が制定され、平成

28 年４月１日から施行されました。 

また、平成 30 年には「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成 25 年施行）（以下、「障害者総合支援法」という。）」と「児童福祉法」が改正され、障害者

が自ら望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や、高

齢障害者による介護保険サービスの円滑な利用の促進、障害児支援のニーズの多様化に伴う障

害児への支援の拡充等の取組が図られ、令和２年には「障害者雇用促進法」の改正による障害

者の雇用の一層の推進と、バリアフリー法の改正による「共生社会の実現」及び「社会的障壁の除

去」に向けた、更なる取組の強化が図られることとなりました。 

さらに、令和５年３月には、「共生社会の実現に向け、障害者が、自らの決定に基づき社会の

あらゆる活動に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現できるよう支援するとともに、障害者

の社会参加を制約する社会的障壁を除去するため、施策の基本的な方向を定める。」ことを基本

理念とし、「地域社会における共生等、差別の禁止、国際的協調」を基本原則とた「第５次障害

者基本計画」を策定されました。 

こうした近年の障害者福祉を取り巻く状況をみると、障害の種類や範囲は増加・拡大し、それに

伴い障害福祉サービスへのニーズも多様化・増加しており、特に、「親亡き後」問題など、新たな課

題への対応や複合的な支援体制の構築などが必要となってきています。 
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本市では、令和３年３月に「川越市障害者支援計画（第六次川越市障害者計画・第六期

川越市障害福祉計画、第二期川越市障害児福祉計画）」を作成し、障害者施策を推進して

きました。この度、現計画の計画期間が満了を迎えることから、新たな「川越市障害者支援計画

（第七次川越市障害者計画・第七期川越市障害福祉計画・第三期川越市障害児福祉計画」

を策定することといたしました。 

 

【近年の障害者施策をめぐる動向】 

年 関連法令等 

平成 26 年 障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）を批准 

平成 28 年 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）の施行 

・不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など  

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の施行 

・不当な差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供義務など 

 

平成 30 年 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法

の一部を改正する法律」の施行 

・障害者の望む地域生活の支援、障害児支援のニーズの多様化への 

 きめ細かな対応、サービスの質の確保・向上に向けた環境整備  

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）の施行 

・障害者により文化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡大、文化芸術の作 

 品等の発表の機会の確保など 

 

令和元年 視覚障害者等の読書環境の整備に関する法律（読書バリアフリー法）の施行 

・視覚障害者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進 

令和２年 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部改正 

・地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対

応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、社会福祉法等の一部

改正 

令和 3 年 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（医療的ケア児支援法）の

施行 

・国・地方公共団体や保育所・学校の設置者等の責務の明文化、医療的ケア児 

 支援センターの指定など 

 

令和 4 年 障害者による情報の取得及び利用並びに意志疎通に係る施策の推進に関する法律

（障害者情報アクセシビリティリティ・コミュニケーション施策推進法）の施行 

・障害者の情報の取得利用・意思疎通に係る施策の総合的な推進 



第１章 計画策定にあたって 第１節 計画の概要 ２ 計画の性格と位置付け 

3 

 

２ 計画の性格と位置付け 

・この計画は、障害者基本法第 11 条第３項に基づく「第七次川越市障害者計画」と、障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 88 条第１項に基づく「第七期川越市障

害福祉計画」、児童福祉法第 33 条の 20 第１項に基づく「第三期障害児福祉計画」の３つの性

格を併せ持ち、市における障害者（児）施策を総合的かつ計画的に推進するための計画として位

置付けられるものです。 

・本計画は、国の「障害者基本計画」及び埼玉県の「障害者支援計画」の内容を踏まえて策定されて

います。 

・本計画は、上位計画である「第四次川越市総合計画」をはじめ、福祉分野の共通事項を記載する

「地域福祉計画」、将来にわたる安定的な行政サービスを提供するため、令和３年度に策定した「川

越市行財政改革推進計画」など、市の他の関連計画との整合性を図りながら策定されています。 

・本計画は、川越市障害者施策審議会、意見公募手続（パブリック・コメント）やアンケート調査結

果等による市民意見を反映して策定されています。 

 

【「川越市障害者支援計画」の位置付け】 
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川越市障害者支援計画 

第七次川越市障害者計画 

第七期川越市障害福祉計画 

第三期川越市障害児福祉計画 

すこやかプラン・川越 

・川越市高齢者保健福祉計画 

・第 8期川越市介護保険事業計画 

第 2期川越市子ども・子育て支援事業計画 

第四次川越市総合計画 

第５次障害者基本計画 

第７期埼玉県障害者支援計画 

 
○ 川越市行財政改革推進計画 
○ 川越市保健医療計画 
○ 健康かわごえ推進プラン 
○ 川越市新型インフルエンザ等 

対策行動計画 
○ 川越市地域防災計画 
○ 川越市都市計画マスタープラン 
○ 川越市立地適正化計画 
○ 川越市都市・地域総合交通戦略 
○ 川越市生涯学習基本計画 
○ 川越市教育振興基本計画 
○ 川越市生涯スポーツ振興計画 

 
…など 

関連計画 

                ※略称 
 
障害者基本法 
障害者総合支援法 
児童福祉法 
障害者差別解消法 
読書バリアフリー法 
交通バリアフリー法 

…など 

関係法令 

整合 
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３ 計画の期間 

この計画の計画期間は、「障害者計画」、「障害福祉計画」、「障害児福祉計画」を一体的に策定す

ることから、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。 

また、国の障害者施策の動向や社会情勢の変化等に対応するため、必要に応じて計画の見直しを

行います。 

 

 

【他の計画との比較】 

 

 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

国             

県             

市             

 

 

 

 

 

 

第４次障害者基本計画 第５次障害者基本計画 

第５期埼玉県障害者支援計画 第６期埼玉県障害者支援計画 

第四次川越市総合計画（H28-R7） 

第三次川越市地域福祉 

計画（H28-R2） 

第四次川越市地域福祉計画 

(R3-R8) 

川越市障害者支援計画 

・第五次障害者計画 

・第五期障害福祉計画 

・第一期障害児福祉計画 

川越市障害者支援計画 

・第六次障害者計画 

・第六期障害福祉計画 

・第二期障害児福祉計画 

川越市障害者支援計画 

・第七次障害者計画 

・第七期障害福祉計画 

・第三期障害児福祉計画 

第７期埼玉県障害者支援計画 

川越市高齢者保健福祉計

画・第 6期川越市介護保

険事業計画 

(H30-R2) 

川越市高齢者保健福祉計

画・第 7期川越市介護保

険事業計画 

(R3-R5) 

川越市高齢者保健福祉計

画・第 8期川越市介護保

険事業計画 

(R6-R8) 

第 2期川越市子ども・子育て 

支援事業計画(R2-R6) 

第 3期川越市子ども・子育て 

支援事業計画(R7-R11) 
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第２章 障害のある人をめぐる状況 
 

１ 障害者数の推移等 
 

（１）全 国 ・県 の状 況  

 令 和 ５年 版 障 害 者 白 書 （令 和 ４年 度 障 害 者 施 策 の概 況 ）によると、全 国 の障 害

のある人 の数 は、身 体 障 害 者 （身 体 障 害 児 を含 む。）436万 人 、知 的 障 害 者 （知

的 障 害 児 を含 む。）109万 ４千 人 、精 神 障 害 者 614万 ８千 人 となっています。これを

人 口 千 人 あたりの人 数 でみると、身 体 障 害 者 は34人 、知 的 障 害 者 は９人 、精 神 障 害

者 は49人 となっています。複 数 の障 害 を併 せ持 つ者 もいるため、単 純 な合 計 にはならない

ものの、国 民 のおよそ9.2％が何 らかの障 害 を有 していることになります。 

 埼 玉 県 では、令 和 ４年 ３月 末 現 在 、身 体 障 害 者 手 帳 所 持 者 数 が203,883人 、

療 育 手 帳 所 持 者 数 が54,520人 、精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 所 持 者 数 が70,310

人 となっています。なお、平 成 31年 ３月 末 からの３年 間 で、身 体 障 害 者 は1,591人 減

少 、知 的 障 害 者 は4,962人 、精 神 障 害 者 は13,146人 増 加 しています。県 の総 人 口

に占 める割 合 をみると、身 体 障 害 者 は2.8％、知 的 障 害 者 は0.7％、精 神 障 害 者 は

1.0％となっています。 

※ 総人口に占める割合は、令和４年１月１日現在 埼玉県 7,385,848 人（住民基本台帳年報）を基に算出。 

 

＜全国の障害者数（推計）＞ 

 18 歳未満 18 歳以上 年齢不詳 合計 

身体障害児・者 7.2 万人 419.5万人 9.3万人 436.0 万人 

知的障害児・者 22.5 万人 85.1 万人 1.8万人 109.4 万人 

 20 歳未満 20 歳以上 年齢不詳 合計 

精神障害者    59.9 万人      554.6万人      0.3万人     614.8 万人 

※ 身体障害児・者数及び知的障害児・者数は、「生活のしづらさなどに関する調査」に基づき推計。 

 精神障害者数は、医療機関を利用した精神疾患のある患者数を精神障害者数としている。（令和 5 年版障害者白書より） 

 

＜埼玉県の障害者数（障害者手帳所持者数）＞ 

 平成４年３月末 

身体障害者（身体障害者手帳所持者数） 203,883人 

知的障害者（療育手帳所持者数） 54,520 人 

精神障害者（精神障害者保健福祉手帳所持者数） 70,310 人 
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（２）市の状況 

 市 の障 害 のある人 の数 （令 和 ４年 度 末 現 在 、障 害 者 手 帳 所 持 者 数 ）は、身 体 障

害 者 が9,710人 、知 的 障 害 者 が2,931人 、精 神 障 害 者 が3,761人 です。また、令 和

４年 度 末 現 在 、精 神 障 害 者 の自 立 医 療 支 援 制 度 利 用 者 数 は5,847人 、指 定 難 病

等 医 療 給 付 対 象 者 数 は2,695人 、小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療 給 付 対 象 者 数 は376

人 です。 

 総 人 口 に占 める割 合 をみると、身 体 障 害 者 は2.8％、知 的 障 害 者 は0.8％、精 神 障

害 者 は1.1％、難 病 患 者 （指 定 難 病 等 医 療 給 付 対 象 者 、小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療

給 付 対 象 者 ）は0.9％となっています。 

※ 総人口に占める割合は、令和５年４月１日現在 352,986人を基に算出。 

 

（３）身体障害者の状況 

 身 体 障 害 者 手 帳 所 持 者 数 は平 成 26年 度 までは増 加 傾 向 でしたが、平 成 27年 度

以 降 はやや減 少 傾 向 となっています。 

 障 害 の程 度 別 の状 況 は、１級 と２級 を合 わせた重 度 の人 が約 半 数 で推 移 しています。 

 令 和 ４年 度 末 の状 況 を障 害 の種 類 別 にみると、肢 体 不 自 由 の占 める割 合 が47.2%

と最 も大 きく、次 いで、内 部 障 害 36.0% 、聴 覚 ・平 衡 機 能 障 害 8.6% 、視 覚 障 害

7.1%、音 声 ・言 語 ・そしゃく機 能 障 害 1.2%と続 いています。平 成 27年 度 からの伸 び率

が最 も大 きいのは聴 覚 ・平 衡 機 能 障 害 で、７年 間 で約 1.23倍 、次 いで、内 部 障 害 で

約 1.17倍 に増 加 しています。 

 年 齢 別 にみると、平 成 27年 度 と比 べて18歳 未 満 は18人 減 少 しています。 

 

＜身体障害者手帳所持者数の推移（等級別）＞ 

 
（各年度末）  

3,577 3,643 3,644 3,617 3,631 3,715 3,082 3,583

1,526 1,520 1,491 1,493 1,465 1,458
1,674

1,390

1,548 1,530 1,516 1,509 1,521 1,513 1,710 1,471

2,378 2,353 2,338 2,339 2,331 2,338 2,414 2,310

459 459 461 463 461 461 445 427

432 459 480 499 510 521 488 527

9,920 9,964 9,930 9,920 9,919 10,006 9,813 9,710

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

（人）
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＜身体障害者手帳所持者数の推移（年齢別）＞ 
 

 
（各年度末） 

 

 

 

＜身体障害者手帳所持者数の推移（障害種類別）＞ 

 
 

（各年度末） 

   

236 237 232 229 236 234 232 218

2,912 2,871 2,841 2,803 2,804

0 0 0

6,772 6,856 6,857 6,888 6,879

0 0 0

9,920 9,964 9,930 9,920 9,919 10,006 9,813 9,710

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

18歳未満 18歳～64歳 65歳以上

（人）

673 678 684 673 673 674 688 694
675 711 731 754 780 812 820 833

116 118 123 126 118 120 120 112

5,460 5,368 5,230 5,159 5,042 4,940 4,687 4,580

2,996 3,089 3,162 3,208 3,306 3,460 3,498 3,491

9,920 9,964 9,930 9,920 9,919 10,006 9,813 9,710

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

視覚障害 聴覚・平衡機能障害
音声・言語・そしゃく機能障害 肢体不自由

（人）

（現在とりまとめ中） 

18 歳～64 歳 /65 歳以上 
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（４）知的障害者の状況 

 療 育 手 帳 所 持 者 数 は年 々増 加 しており、令 和 ４年 度 は2,931人 となっています。平

成 27年 度 と比 較 すると７年 間 で659人 増 加 と約 1.3倍 となっています。 

 障 害 の程 度 別 にみると、Ｃ（軽 度 ）が最 も多 く、Ｂ（中 度 ）、Ａ（重 度 ）、○Ａ （最

重 度 ）の順 となっています。 

 

＜療育手帳所持者数の推移（等級別）＞ 

 
（各年度末） 

 

＜療育手帳所持者数の推移（年齢別）＞ 

 
（各年度末） 

  

474 491 496 508 527 535 545 557

559 558 569 583 581 598 608 624

641 672 703 725 736 754 782 805

598 646 684 727 793 838 895 945
2,272 2,367 2,452 2,543 2,637 2,725

2,830
2,931

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

A(最重度) A (重度) B (中度) C (軽度) 合計

（人）

632 663 687 700 770 789 828 849

1,536 1,591 1,647 1,720

0 0 0 0

104 113 118 123

0 0 0 0

2,272 2,367 2,452 2,543 2,637 2,725
2,830

2,931

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

18歳未満 18歳～64歳 65歳以上

（人）

（現在とりまとめ中） 

18 歳～64 歳 /65 歳以上 
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（５）精神障害者の状況 

 精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 所 持 者 数 は年 々増 加 しており、令 和 4年 度 は3,761人

となっています。平 成 27年 度 と比 較 すると、７年 間 で1,558人 増 加 と約 1.7倍 となってい

ます。 

 自立支援医療制度利用者数も年々増加しており、令和４年度は5,847人となっています。平成

27年度からの７年間で1,926人増加と約1.5倍となっています。 
 

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別）＞ 

 
（各年度末） 

 

＜自立支援医療制度利用者数の推移＞ 

 
（各年度末） 

 

  

186 192 226 238 246 264 286 315

1,372 1,483 1,571 1,667 1,805 1,923 2,073
2,257

645
687

772
870

926
983

1,066
1,189

2,203
2,362

2,569
2,775

2,977
3,170

3,425

3,761

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

A(最重度) A (重度) B (中度) 合計

（人）

3,921
4,177

4,427
4,697

4,912

5,564 5,601
5,847

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

自立支援医療制度利用者数 合計

（人）
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（６）難病患者の状況 

 指 定 難 病 等 医 療 給 付 対 象 者 数 は指 定 難 病 の対 象 疾 病 数 の増 加 に伴 い増 加 して

おり、令 和 ４年 度 は2,695人 となっています。また、令 和 ４年 度 の小 児 慢 性 特 定 疾 病

医 療 給 付 対 象 者 数 は376人 となっています。 
 

＜指定難病等医療給付対象者数の推移＞ 

 
（各年度末） 

 

 

＜小児慢性特定疾病医療給付対象者数の推移＞ 

 
（各年度末） 

 

 

2,424 2,490

2,236 2,294
2,409

2,638 2,631 2,695

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

指定難病等医療給付対象者数 合計

（人）

287
310

324
344

371 372
394

376

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

小児慢性特定疾病医療給付対象者数

（人）
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（７）児 童 生 徒 の状 況  

 令 和 年 ５月 １日 現 在 、特 別 支 援 学 校 に通 う川 越 市 在 住 の児 童 生 徒 数 は  人 、

市 内 特 別 支 援 学 級 の児 童 生 徒 数 は、小 学 校 511人 、中 学 校 182人 です。 

＜特別支援学校の児童生徒数＞                     （令和 5 年５月１日現在 単位：人） 

 小学部 中学部 高等部 合計 

特別支援学校 55 51   

※ 川越市立特別支援学校、県立川越特別支援学校及び同校たかしな分校、県立特別支援学校塙保己一学園、県立川島ひばりが

丘特別支援学校、県立坂戸ろう学園、県立大宮ろう学園、埼玉大学教育学部附属特別支援学校、富士見市立富士見特別支援

学校、筑波大学附属桐が丘特別支援学校の各校川越市在住者の合計 

 

＜特別支援学級児童生徒数（学年別）＞         （令和 5 年５月１日現在 単位：人） 

 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 

特別支援学級 
小学校 57 80 113 87 89 85 511 
中学校 76 61 45  182 

 

（８）施 設 入 所 者 、グループホーム入 居 者 の状 況  

 令 和 ４年 度 の施 設 入 所 者 数 は人 （市 内 人 、市 外 人 ）です。 

 また、令 和 ４年 度 のグループホーム入 居 者 数 は人 （市 内 人 、市 外 人 ）です。 

＜施設入所者数の推移＞                              （各年度末 単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

合計 309 299 301 303 293 261 259 257 

市内 138 136 133 133 131 135 135 135 
市外 171 163 168 170 162 126 124 122 

＜施設入所者の障害支援区分別＞                       （令和 4 年度 単位：人） 

 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 

市内 0 0 0 1 11 123 135 
市外 0 0 0 3 22 97 122 

※区分６の方が必要とされる支援の度合いが高い 

＜グループホーム入居者数の推移＞                         （各年度末 単位：人） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

合計 136 147 164 172 208    

市内 65 72 83 84 95    
市外 71 75 81 88 113    

＜グループホーム入居者の障害支援区分別＞                  （令和 4 年度 単位：人） 

 区分なし 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 

市内         
市外         
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２ アンケート調査結果の概要 

 計画策定にあたり、障害のある人の生活実態やニーズ等を把握することを目的に、「川越市障害者

福祉に関するアンケート調査」を実施しました。その主な結果は、以下のとおりです。 
 

（１）調 査 実 施 概 要  

１．調査目的 

川越市障害者支援計画（令和３年度～令和５年度）の次期計画を策定するにあたり、障害のある方等へのアン

ケート調査を行い、その分析データを活用することにより、障害者の生活上の課題やニーズを明らかにするものです。 

 

２．調査対象・回収状況 

「障害者手帳所持者等」（身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者、発達障害者、高次脳機能障害

者）、「特別支援学校高等部３年生」、「障害者支援施設利用者」及び「グループホーム利用者」を対象に調査を実

施しました。 

 

調査対象 抽出者数 
調査票 

回収数 
回収率 

障害種別 

回答者数 

障害者手帳所持者等 3,303 1,754 53.1％ - 

 

１．身体障害者 1,400 778 55.6％ 895 

２．知的障害者 650 305 46.9％ 329 

３．精神障害者 650 342 52.6％ 380 

４．難病患者 400 217 54.3％ 280 

５．発達障害者 181 103 56.9％ 186 

６．高次脳機能障害者 22 9 40.9％ 43 

７.特別支援学校高等部３年生 52 23 44.2％ - 

８.障害者支援施設利用者 85 50 58.8％ - 

９.グループホーム利用者 60 35 58.3％ - 

合計 3,500 1,862 53.2％ - 

 

 ※ 「障害種別回答者数」は、「障害者手帳所持者等」の調査で回答があった障害種別ごとの回答者数としていま

す。（重複して障害がある方は、それぞれに回答者数として計上しています） 

    

３．調査時期 

令和４年 10 月 

 

４．調査方法 

対象者を無作為抽出し、調査票を郵送により配布・回収 
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５．調査項目 

・基本的な属性 

・障害・介助等の状況 

・健康状態や医療 

・外出や余暇の過ごし方 

・幼稚園・保育園、学校等 

・雇用・就労 

・今後の希望 

・相談や情報入手 

・福祉サービス 

・災害時の支援等 

・障害者への理解や権利擁護 

・新型コロナウイルス感染症の影響 

・市の取り組み等 

・学校卒業後の日中の過ごし方 ※特別支援学校高等部３年生調査のみ 

・入所施設での生活 ※障害者支援施設利用者及びグループホーム利用者のみ 

・介助者向けアンケート 
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（２）アンケート調査結果の概要 

 

１ 障害の状況（介助・援助の状況含む） 

《現在の生活で困っていることや悩んでいること》 

〇「外出がしにくい」、「家族などの介助者の健康状態」及び「生活費が足りない」が全ての種別で上位を占めてい

ます。 

〇また、「話し相手や相談相手がいない」が精神障害者で２位、発達障害者で３位、知的障害者で４位となっ

ています。 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 外出がしにくい 生活費が足りない 家族などの介助者の
健康状態 

趣味や生きがいが持
てない 

医療費の負担が重い 

n=895 24.5  19.6  19.3  13.5  13.4  

知的障害者 家族などの介助者の
健康状態 

外出がしにくい 生活費が足りない 話し相手や相談相
手がいない 

必要な保健・福祉・
医療サービスが不足
している/趣味や生き
がいが持てない 

n=329 25.2  21.3  15.8 14.6  11.2  

精神障害者 生活費が足りない 話し相手や相談相
手がいない 

趣味や生きがいが持
てない 

外出がしにくい 医療費の負担が重い 

n=380 42.4  31.8  30.5  27.6 23.2  

難病患者 外出がしにくい 医療費の負担が重い/家族などの介助者の健
康状態 

生活費が足りない 趣味や生きがいが持
てない 

n=280 22.1  19.3 17.5  13.2 

発達障害者 生活費が足りない 家族などの介助者の
健康状態 

話し相手や相談相
手がいない 

外出がしにくい 趣味や生きがいが持
てない 

n=186 26.9  23.1 21.0  18.8  15.6  

《介助・援助を受けている相手》 

〇最も多い回答が「特に介助等は受けていない」ですが、比較的若年層が多い知的障害者と発達障害者では、

主な介助者として「父母」と回答した人が６割を超えています。 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 特に介助等は受けて
いない 

配偶者（夫または
妻） 

子ども（子どもの配
偶者も含む） 

父母 ホームヘルパー 

n=895 31.1  26.0  12.0  8.7  3.1  

知的障害者 父母 特に介助等は受けて
いない 

兄弟姉妹 配偶者（夫または
妻） 

ホームヘルパー 

n=329 67.8  10.9  2.7  2.1  0.6  

精神障害者 特に介助・援助は受
けていない 

父母 配偶者（夫または
妻） 

兄弟姉妹 子ども（子どもの配
偶者も含む）/ホー
ムヘルパー 

n=380 40.0  22.4  15.3  2.9  1.8  

難病患者 特に介助・援助は受
けていない 

配偶者（夫または
妻） 

父母 子ども（子どもの配
偶者も含む） 

兄弟姉妹/ホームヘ
ルパー 

n=280 42.5  18.2  13.2  4.3  1.1  

高次脳機能
障害者 

配偶者（夫または
妻） 

特に介助等は受けて
いない 

父母 子ども（子どもの配
偶者も含む） 

ホームヘルパー 

n=43 25.6 20.9 18.6 7.0 3.1 

発達障害者 父母 特に介助等は受けて
いない 

配偶者（夫または
妻） 

祖父母 兄弟姉妹 

n=186 61.8  22.0  3.2  2.2  1.1 
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２ 健康状態や医療 

 

《健康管理や医療について困ったり不便に思うこと》 

〇健康管理や医療について困ったり不便を感じている方は全体で５割台となっています。 

  内訳をみると、上位の回答「障害のために症状が正確に伝わらない」、「医療費の負担が大きい」、「通院のため

の交通手段が確保・利用しにくい」はいずれも１割半ばとなっています。 

  障害種別でみると、「障害のために症状が正確に伝わらない」は知的障害者、発達障害者、高次脳機能障害

者がいずれも４割近く、その他は約１割となっています。 

 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 
 
 

n=895 

通院のための交通手
段が確保・利用しにく
い 

18.7 

医療費の負担が大き
い 
 

14.7 

障害のために症状が
正確に伝わらない 
 

11.3 

近所に診てくれる医
師や病院等がない 
 

10.8 

往診を頼める医師が
いない 
 

10.2 
知的障害者 

 
 
 

n=329 

障害のために症状が
正確に伝わらない 
 
 

39.8 

病院等での手続きや
案内など、障害のあ
る人への配慮が足り
ない 

21.0 

近所に診てくれる医
師や病院等がない 
 
 

17.6 

通院のための交通手
段が確保・利用しにく
い 
 

15.2 

往診を頼める医師が
いない 
 
 

11.9 
精神障害者 

 
 
 

n=380 

障害のために症状が正確に伝わらない/医療
費の負担が大きい 
 
 

25.8 

通院のための交通手
段が確保・利用しにく
い 
 

19.7 

近所に診てくれる医
師や病院等がない 
 
 

18.9 

病院等での手続きや
案内など、障害のあ
る人への配慮が足り
ない 

13.7 

難病患者 
 
 

n=280 

医療費の負担が大き
い 
 

22.1 

近所に診てくれる医
師や病院等がない 
 

14.6 

通院のための交通手
段が確保・利用しにく
い 

14.3 

障害のために症状が正確に伝わらない/病院
等での手続きや案内など、障害のある人への
配慮が足りない 

9.6 

発達障害者 
 
 
 

n=186 

障害のために症状が
正確に伝わらない 
 
 

38.7 

近所に診てくれる医
師や病院等がない 
 
 

24.7 

病院等での手続きや
案内など、障害のあ
る人への配慮が足り
ない 

23.1 

医療費の負担が大き
い 
 
 

17.2 

通院のための交通手
段が確保・利用しにく
い 
 

15.6 

 

《医療的ケア》 

〇医療的ケアを行っている方は、すべての障害種別で「家族」が 1 位となっていることから、家族の負担が大きいも

のと推察されます。 

 
(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 
 

n=111 

家族 
 

45.0 

看護師 
 

44.1 

医師 
 

37.8 

本人 
 

18.1 

介護福祉士（ヘルパ
ー） 

12.8 

知的障害者 
 

n=23 

家族 
 

60.9 

看護師 
 

34.8 

医師 
 

21.7 

福祉サービス事業所
の職員 

17.4 

本人 
 

8.7 

精神障害者 
 

n=19 

家族 
 
 

47.4 

医師 
 
 

36.8 

本人 
 
 

26.3 

看護師 
 
 

21.1 

介護福祉士（ヘルパ
ー）/福祉サービス事
業所の職員 

5.3 
難病患者 
 

n=36 

家族 
 

58.3 

看護師 
 

55.6 

医師 
 

33.3 

介護福祉士（ヘルパ
ー） 

13.9 

本人 
 

11.1 

発達障害者 
 

n=10 

家族 
 

70.0 

医師 
 

33.3 

看護師 
 

20.0 

本人 
 

10.0 
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３ 外出や余暇の過ごし方 
 
《外出の際に困っていること》 

〇外出の際に困っていると回答された方は、全体で６割近くとなっています。 

〇内訳では、「家族に負担がかかる」が最多となっています。特に、外出の手段が「車いす」と「車（乗せてもらう）」

と回答された４割以上の方が回答されています。 
 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 第６位 

身体障害者 
 
 
 

n=895 

家族に負担が
かかる 
 
 

25.0 

道路や建物・
駅に階段や段
差が多い 
 

23.2 

歩道が少ない・
狭い 
 
 

14.9 

交通費や利用
料がかかる 
 
 

13.5 

障害者用の駐
車スペースが少
ない 
 

13.0 

バスや鉄道などが利用し
にくい（乗り降りが難し
い、案内表示がわかりにく
いなど） 

11.4 

知的障害者 
 
 
 

n=329 

家族に負担が
かかる 
 
 

30.4 

困ったときに周
囲の人の手助
けや理解を得ら
れない 

16.7 

交通費や利用
料がかかる 
 
 

13.1 

周囲の視線が
気になる 
 
 

12.8 

歩道が少ない・
狭い 
 
 

10.0 

バスや鉄道などが利用し
にくい（乗り降りが難し
い、案内表示がわかりにく
いなど） 

9.4 
精神障害者 
 
 
 

n=380 

交通費や利用
料がかかる 
 
 

25.8 

家族に負担が
かかる 
 
 

20.5 

周囲の視線が
気になる 
 
 

19.5 

困ったときに周
囲の人の手助
けや理解を得ら
れない 

11.8 

歩道が少ない・
狭い 
 
 

11.1 

バスや鉄道などが利用し
にくい（乗り降りが難し
い、案内表示がわかりにく
いなど） 

7.4 
難病患者 
 
 

 

 
n=280 

家族に負担が
かかる 
 
 
 

20.4 

道路や建物・
駅に階段や段
差が多い 
 
 

15.4 

交通費や利用
料がかかる 
 
 
 

12.9 

歩道が少ない・
狭い 
 
 
 

11.8 

多機能トイレが
少ない 
 
 
 

10.4 

バスや鉄道などが利用し
にくい（乗り降りが難し
い、案内表示がわかりにく
いなど）/障害者用の駐
車スペースが少ない 

9.3 
発達障害者 
 

 
 

 

n=186 

家族に負担が
かかる 
 
 
 

26.3 

困ったときに周
囲の人の手助
けや理解を得ら
れない 
 

22.6 

周囲の視線が
気になる 
 
 
 

21.0 

交通費や利用
料がかかる 
 
 
 

18.3 

歩道が少ない・
狭い 
 
 
 

14.0 

バスや鉄道などが利用し
にくい（乗り降りが難し
い、案内表示がわかりにく
いなど）/障害者用の駐
車スペースが少ない 

10.8 

 

４ 幼稚園・保育園・学校 
 
《学校で勉強する場合に希望する学習形態》 

〇幼稚園や保育所、学校などに通っている人が、学校で勉強する場合に希望する学習形態について、「障害のあ

る仲間のクラスで勉強しながら、障害のない仲間とも勉強したい」が発達障害者と知的障害者でいずれも５割

超え、また「障害のあるなしにかかわらず、一緒のクラスで勉強したい」では難病患者が４割半ばとなっており、障

害の種別により明確な特徴が表れています。 
 

(%) 第１位 第２位 第３位 

身体障害者 同じような障害のある仲間たちのクラスで勉強したい／障害のある仲間のクラス
で勉強しながら、障害のない仲間とも勉強したい 

障害のあるなしにかかわらず、一緒の
クラスで勉強したい 

n=31 29.0 25.8 

知的障害者 障害のある仲間のクラスで勉強しなが
ら、障害のない仲間とも勉強したい 

同じような障害のある仲間たちのクラ
スで勉強したい 

障害のあるなしにかかわらず、一緒の
クラスで勉強したい 

n=86 52.3 27.9 1.2 

精神障害者 障害のある仲間のクラスで勉強しなが
ら、障害のない仲間とも勉強したい 

同じような障害のある仲間たちのクラ
スで勉強したい 

 

n=12 41.7 25.0  

難病患者 障害のあるなしにかかわらず、一緒の
クラスで勉強したい 

障害のある仲間のクラスで勉強しなが
ら、障害のない仲間とも勉強したい 

同じような障害のある仲間たちのクラ
スで勉強したい 

n=32 46.9 15.6 12.5 

発達障害者 障害のある仲間のクラスで勉強しなが
ら、障害のない仲間とも勉強したい 

同じような障害のある仲間たちのクラ
スで勉強したい 

障害のあるなしにかかわらず、一緒の
クラスで勉強したい 

n=62 53.2 24.2 6.5 
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５ 雇用・就労 
 

《就労状況・就労意向》 

〇仕事の形態については「非正規雇用（契約社員・アルバイト等）」の割合が最も多く、精神障害者で 51.7％

となっています。 

〇「正規雇用（正社員等）職員」の割合が最も多いのは難病患者で 39.1％、次いで、身体障害者で 23.3％

となっています。 

 

(%) 

正
規
雇
用
（
正
社
員
等
）

職
員 

非
正
規
雇
用
（
契
約
社

員
・
ア
ル
バ
イ
ト
等
） 

自
営
業 

自
営
業
の
手
伝
い 

家
庭
内
職 

就
労
継
続
支
援
等
で
の
福

祉
的
就
労 

そ
の
他 

無
回
答 

身体障害者 
 

n=120 
 23.3   48.3   15.8   3.3   1.7   5.0   0.8   1.7  

知的障害者 
 

n=80 
 20.0   42.5   -  -  -  30.0   3.8   3.8  

精神障害者 
 

n=89 
 19.1   51.7   6.7   -  -  20.2   2.2   - 

難病患者 
 

n=64 
 39.1   40.6   10.9   1.6   1.6   3.1   1.6   1.6  

 

《仕事をする上で困ったり辛いこと》 

〇「収入が少ない」、「体調のコントロールが難しい」、「体調のコントロールが難しい」が多くあげられています。このほ

か、知的障害者では及び精神障害者では「職場の人間関係」も多くなっています。 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 収入が少ない 体調のコントロールが
難しい 

通勤が大変 職場の人間関係 職場の設備が不足
（トイレ、休憩室な
ど） 

n=120 33.3  23.3  18.3  15.0 9.2  

知的障害者 収入が少ない 職場の人間関係 通勤が大変 コミュニケーションがで
きない 

体調のコントロールが
難しい 

n=80 35.0  21.3  18.8  17.5  8.8  

精神障害者 収入が少ない 体調のコントロールが
難しい 

職場の人間関係 通勤が大変 コミュニケーションがで
きない 

n=89 53.9  51.7  29.2  24.7  23.6  

難病患者 収入が少ない 体調のコントロールが
難しい 

通勤が大変／仕事がきつい 能力を発揮できない 

n=64 42.2 32.8  14.1  9.4  
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６ 相談・情報入手 
 

《相談先》 

〇相談先としては、全ての種別で「家族や親せき」が最も多く、高次脳機能障害以外の種別で６割から７割台と

なっています。２位以下では「近所の人、知人・友人」、「障害者施設や事業所の職員」、「病院・医師・看護

師」などの回答が多くなっています。 

 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 家族や親せき 近所の人、知人・友
人 

病院・医師・看護師 障害者施設や事業
所の職員 

相談支援事業所 

n=895 65.4  18.2 17.1 6.9 3.6 

知的障害者 家族や親せき 障害者施設や事業
所の職員 

相談支援事業所 病院・医師・看護師／通園施設や保育所、
幼稚園、学校の先生 

n=329 70.2  24.6 14.9 11.6 

精神障害者 家族や親せき 病院・医師・看護師 近所の人、知人・友
人 

障害者施設や事業
所の職員 

インターネット上のコミ
ュニティ 

n=380 60.3  37.4 21.8 13.7  7.6 

難病患者 家族や親せき 近所の人、知人・友
人 

病院・医師・看護師 職場の仲間 障害者施設や事業
所の職員 

n=280 75.4  20.4 20.0 6.4  6.1 

高次脳機能
障害 

家族や親せき 障害者施設や事業
所の職員 

病院・医師・看護師 近所の人、知人・友
人 

職場の仲間／相談
支援事業所 

n=43 39.5 25.6 23.3 11.6 4.7 

発達障害者 家族や親せき 障害者施設や事業
所の職員 

病院・医師・看護師 近所の人、知人・友
人 

通園施設や保育
所、幼稚園、学校の
先生 

n=186 69.9 24.2 21.0 14.5 13.4 
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７ 災害対策 

 

《災害時に必要とする支援》 

〇災害時にあるとよいと思う支援・援助として、身体障害者、精神障害者、難病患者、高次脳機能障害者では

「必要な医療的ケアを受けられる」が最も多く、知的障害者と難病患者では「障害者や高齢者が優先的に避難

できる避難所がある」、発達障害者では「避難所でプライバシーが守られる」が最も多くなっています。 

〇「避難所の設備（トイレ等）を充実させる」、「避難を手助けしてくれる」、「障害者や高齢者が優先的に避難

できる避難所がある」も全ての種別で上位にあげられています。 

 

(%) 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位 

身体障害者 必要な医療的ケアを受
けられる 

避難所の設備（トイレ
等）を充実させる 

障害者や高齢者が優
先的に避難できる避難
所がある 

避難を手助けしてくれる 避難できないので自宅
に支援物資などを届け
てくれる 

n=895 32.2 26.1 22.3 20.2 17.9 

知的障害者 障害者や高齢者が優
先的に避難できる避難
所がある 

避難を手助けしてくれる 避難所でプライバシーが
守られる 

救助や避難時に声かけ
をしてくれる 

避難所の設備（トイレ
等）を充実させる 

n=329 29.8 26.1 23.4 21.9 20.4 

精神障害者 必要な医療的ケアを受
けられる 

避難所でプライバシーが
守られる 

避難所の設備（トイレ
等）を充実させる 

被害状況、避難所の場
所、物資の入手方法等
の情報を知らせてくれる 

避難できないので自宅
に支援物資などを届け
てくれる 

n=380 35.3 28.4 22.6 20.3 18.7 

難病患者 必要な医療的ケアを受
けられる 

避難所の設備（トイレ
等）を充実させる 

障害者や高齢者が優
先的に避難できる避難
所がある 

避難所でプライバシーが
守られる 

避難を手助けしてくれる 

n=280 41.4 29.3 19.3 18.9 17.1 

高次脳機能障
害 

必要な医療的ケアを受けられる／避難を手助けし
てくれる 

障害者や高齢者が優先的に避難できる避難所が
ある／避難できないので自宅に支援物資などを届
けてくれる 

避難所でプライバシーが
守られる 

n=43 34.9 20.9 18.6 

発達障害者 避難所でプライバシーが
守られる 

避難できないので自宅
に支援物資などを届け
てくれる 

障害者や高齢者が優
先的に避難できる避難
所がある 

周囲の人とのコミュニケ
ーションを手助けしてくれ
る 

被害状況、避難所の場
所、物資の入手方法等
の情報を知らせてくれる 

n=186 30.6 26.3. 25.3 24.2 22.6 
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３ 市内障害者団体ヒアリング結果の概要 

 

（１）調査概要 

①調査の目的 

計画策定にあたり、障害者団体の方々に意見を聴くことで、障害者団体を取り巻く環境やニーズ等

を把握することを目的に、ヒアリング調査を実施しました。 

②調査対象 

ヒアリング調査は、川越市障害者団体連絡協議会の構成団体に意見を伺いました。 

〔川越市障害者団体連絡協議会構成団体〕 

・川越市腎臓病患者友の会  

・障害者の生活と権利を守る川越市民の会  

・川越市身体障害者福祉会連合会 

・川越失語症友の会  

・川越在宅障害者問題研究会  

・川越市障害者福祉施設連絡協議会 

・川越市視覚障害者福祉協会  

・川越市聴覚障害者協会  

・川越市やまぶき会 

・川越手をつなぐ育成会   
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（２）ヒアリング結果 

以下に、頂いたご意見・ご要望等について、ポイントとなる部分をまとめました。 

 

１ 地域共生社会について 

【差別解消に向けた啓発を】 

・「障害者差別解消法」や「合理的配慮」について、市民に十分浸透していないため、基本的人権

の尊重や障害者権利条約等と併せて、学校教育の場で学べる機会が必要。 

・広報を通じて、川越市で行われている地域共生社会についての取り組みを紹介して欲しい。 

・民生委員や市議会議員等、地域に密着している方へ精神障害者の実情を理解する機会を設け

て欲しい。 

【障害特性に配慮した社会参加の方法がもっと必要】 

・高齢化が進み人が少なくなり、行事の開催が困難な状態となっていることから、地域以外の方も参

加できるようにしたい。 

・手話を学ぶ場は増えたものの、ろう者が手話で情報取得できるための必要な支援や手話言語で

生きるための環境の整備によって、誰もが取り残されることがない社会にしていくことが必要。 

・外見上、障害者と分からない方が優先席・駐車場の障害者スペースなどを気兼ねなく利用できる

ようにすることが課題。ヘルプマークの装着、車への障害者マークの貼付など対外者に通知する対

策をとっているが、こういった対策が必要とならない世の中が理想。 

 

２ 保健・医療サービスについて 

【保健・医療との連携強化が必要】 

・診療を拒否したり渋る医療機関があり、障害の重い人も医療に安心してアプローチできるようにして

欲しい。 

・受診時の手話通訳派遣利用は進んできているが、要約筆記はまだ普及していない。 

・手話言語をコミュニケーション手段とする高齢聴覚障害者について、何のための検査か、どんな処置

をされるのか、の説明を通じて入院時の情報を保障して欲しい。 

【具体的な問題】 

・川越市行財政改革推進計画アクションプランで追加された「重度心身障害者医療費支給事業」

における医療機関等で受診した際の医療費の一部負担金等の助成を削減しないで欲しい。 

・医療費の負担が大きく、他科への診療をあきらめる場合がある。医療費助成を精神障害者手帳

2 級まで及び入院費も対象にして欲しい。 

・65 歳での障害者認定において医療費が無料と有料とに分かれる事で一部の方から差別ととらえら

れることが有り、制度を改正出来ないのかと質問や意見がある。 
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３ 早期療育及び学習機会の充実について 

【個々の特性に合わせた教育、進路の不足】 

・市内すべての小学校、中学校に特別支援学級と通級指導教室の設置をして欲しい。 

・早期療育、発達支援、保育、相談含めネットワークを強固にし、困難事例に早期に対応し、成人

期までつなげていかれるような療育体制にして欲しい。 

・専門学校や資格取得のための養成施設に対し、情報保障についての理解を広まることが必要。 

【教育面にでの合理的配慮の不足】 

・障害のある子どもたちが増えており、それにあわせ特別支援学校等の対応も進められていると思うが、

世の中の状況から、人材不足や交通インフラ等の対応など、周辺環境の悪化がある。 

・精神疾患は 10 代半ばまでに多くの人に症状が現れることから、義務教育において精神疾患に関

する教育と、指導する教師への知識向上の研修が必要。 

・高齢者では透析医療の導入が体力・気力面で弱くなる傾向があることから、透析医療の知識を豊

かにするため、透析患者・透析導入前の方だけで無く、広く透析医療やその他の医療対応の知識

の普及・啓発が必要。 

 

４ 雇用・就労について 

【周囲の理解促進を】 

・一般就労で、事業所の障害者への理解が進み長期定着が出来るような施策が必要。 

・障害者就業・生活支援センターに対して、手話通訳、要約筆記などの派遣制度の利用を勧めて

欲しい。 

・「口話」だけのやりとりではズレが生じ、作業に齟齬が生じることから、障害者を雇用する事業所向

けの研修で、聴覚障害の特性と手話言語についての研修を行って欲しい。 

・短時間での働き方が可能になるよう事業所での工夫がなされるよう、障害や障害者に対する理解

を深めるために、一般の方々に向けた周知・啓発に取組んでほしい。 

【様々な就労を促進するために】 

・人手不足が倒産の要因にもなっている状況もあることから、障害者の雇用にもっと目を向けてほしい。 

・就労支援センターの機能を高め、川越市内の法人企業や特別支援学校の教員、就労移行支

援事業所などが入った障碍者の雇用促進のためのネットワーク会議を作って欲しい。 

・行動障害の重い人や、重症心身障害児は学校卒業後の行き場が限られ、また生活保護等が加

わると生活介護や就労 B の利用ができる場所はほとんどない。行き場に困難を抱えている障害支

援区分５，６の人の生活介護事業所や就労Ｂを増やす調整を行政で行って欲しい。 

・按摩師、鍼師、灸師の免許を取得しても働く場がない。障害者雇用枠の拡大と充実を望む。 
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５ 社会参加について 

【社会の理解、当事者の参加意欲】 

・職場での朝礼や会議の内容がわからない、学校でも孤立しやすく、家族の中で一人だけ聞こえな

いと家族関係も薄くなってしまう。 

・「会話ができない」ということは、「人と人を切り離してしまう」ということに繋がってしまう。 

【参加を支援するために】 

・入所施設利用者は移動支援を利用できず、文化活動や余暇活動への参加が大きく制限されて

しまうため、入所施設利用者の移動支援利用を認めて欲しい。 

・障害のある人が気軽にパソコンを使って会議ができたり、交流したり、相談したりできることを率先し

ている施設に対し、端末の助成をして、情報アクセシビリティの向上を図ってください。 

・社会参加がしやすくなるように、外出時の足となる交通手段により良い割引等の支援の充実を図

って欲しい。また、福祉バスの利便性向上を図って欲しい。 

 

６ 住みよい福祉のまちづくりについて 

【道路や公共施設、駅等のバリアフリーの推進】 

・公共施設のバリアフリー化は進んでいるので民間施設も改善する方向に進んでほしい。 

・障害の重い人の暮らしの場の充実を図るとともに、地域や社会と隔絶することのない入所支援施

設やグループホームの整備を促進して欲しい。 

・老朽化した点字ブロックや物が置かれている箇所の調査とともに、誘導音響信号機やエスコートゾ

ーンの設置、踏み切りへの点字ブロックの敷設をして欲しい。 

・警笛ブザーを持たせるなど対策により、踏切事故を起こさない取り組みをして欲しい。 

【防災、災害時の課題】 

・災害時における避難通路や避難所に指定されている学校などのバリアフリー化や支援（聞こえや

すい防災無線、避難行動について周囲の理解、災害時に個々の障害状況に合わせた支援）を

行って欲しい。 

・水害ハザードマップに福祉避難所を記載して欲しい。また、非常時に障害のある人とその家族が福

祉避難所を安心して利用できるように、具体的にわかりやすい防災計画づくりや、非常時における

福祉避難所利用のための防災訓練等の実施を検討して欲しい。 

・災害時の避難場所における障害者利用について、（いつから開所されるか、直接行ってよいのか、

前もって利用者の氏名の申請が必要か、同行者について）など、説明が欲しい。 

・個人情報保護など、関わり合いを持つため高いハードルがある。安否の確認など相互援助活動が

（共助）できる範囲が狭い。 

・自助・共助・公助の観点から、個人で生活すべての対応は大変なことです。地域との連携強化や

地区福祉会との繋がりが重要になると考えます。地区福祉会を中心とした活動や支援等の連携

強化が必要と思う。 
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・公共施設や病院等の連絡先が電話番号のみで、FAX 番号やＥメールの明記がまだまだ少ない。 

・一般の避難所開設訓練の際、各種障害を持つ人、乳幼児のいる保護者、ペットを飼っている人、

外国人等も一緒になって、一般の避難所をどのような方も安心して利用できるようにするためにどの

ように開設するか、レイアウトを考えるような訓練をお互いの理解も深めるためにも取り入れて欲しい。 

・避難所において、障害の特性から他人の視線が気になったり、他人との会話が困難である等に配

慮してほしい。また、災害時に服薬や医療支援が途切れないような支援体制作りをして欲しい。 

 

７ 福祉サービスについて 

【個別サービスへの要望】 

・重度障害者は生活のために多くの支援が必要であることから、職員人数が少ないグループホームで

は支援の手が行き届かないため、重度障害者が地域で当たり前に生活するために必要な入所施

設整備をして欲しい。 

・川越市行財政改革「アクションプランに」に削減項目としてあげられている、「紙おむつ支給」「障害

者共同生活援助事業所重度加算等補助金」「知的障害者福祉サービス事業所重度加算補助

金」「難病者見舞金」「重度心身障害者医療費支給事業」の５つの項目を削減しないで欲しい。 

・緊急時にも利用できる、医療行為の必要な重度障害者を受け入られる事業所の整備。 

・視覚障害者専用のデイサービス施設や老人ホームの建設。 

・社協事業の盲人ガイドヘルパーの使用に制限が多く使用が困難になっている。 

・障害者が出来るスポーツ（ボッチャ・卓球バレー）を活用して、障害者並びに高齢者のためにリフレ

ッシュできるよう、みんなで協力していきたい。 

・川越市の人口や手話通訳派遣実績、障害者福祉課の役割、川越市手話言語条例の施策展

開を考慮し、手話通訳のできる職員を現在の 2 名から増員して欲しい。 

・透析患者の高齢化などで、一人での住宅生活確保と一般的な痴呆症者の対策・対応の問題

（一人で入居可能な透析所・病院の併設を）高齢化・孤立化などに相談支援、特に自身の現

在の体調・これから先の事などが多い相談や雑談などで、相手とする方が必要なのでは。（病院な

どにはケースワーカーなど居りますが、同じ状態の方などとの話し合いなど） 

・福祉、保育の職業について広報等を利用して広く市民に周知を図り、人材不足の改善に取り組

んでほしい。 

 

８ その他 

・シャトルバスの相互乗り入れのバス停で乗り間違えることがある。新河岸駅や高階市民センターの

バス停では運転手からの行き先案内を望む。 

・オアシス内の照明が暗くエレベターまでたどり着くのが困難。また椅子が沢山置かれているためぶつか

ることがある。弱視にも見えやすいように明るい照明を望む。 
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・現在、「身体に関する症状」・「精神障害の症状」を有する者は障害者として認定されますが、「失

語症」の場合認定されません。今後、高齢者が多くなることは間違いなく、脳障害も多く発症するも

のと思われることから、認定がなされることにより、福祉・保健・医療サービス等、色々な面において、

より良い生活ができるようになるものと思います。 

・AI など、さまざまな IT 関連が進歩しており、障害者にとって活用できればもっと障害者環境がかわ

るのではないかと思う。携帯電話やパソコンの操作など学習できる機会を作ってほしい。 

・小・中・高生に対し、福祉教育の一層の充実、障害者スポーツ大会、障害者週間のつどい、福祉

大会など交流の場を広く周知し、障害や障害者に対する理解を深める取り組みが必要。また、障

害者自身についても、自らの障害を正しく理解することで障害者施策に関心を持ち、正しい治療を

受けられるように環境の整備をして欲しい。 

・障害者の相談窓口として、公的な障害者総合相談支援センターがあるが、各地区福祉会には、

経験豊富な研修を受けた任命された相談員がいることから、社会貢献や助け合いの観点で、身近

な相談員として活用してはどうか。 
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４ 事業進捗状況調査結果の概要 

令 和 ４年 度 の各 事 業 の取 り組 み状 況 は、「施 策 内 容 を上 回 って取 り組 めた（Ａ）」

及 び「施 策 内 容 をほぼ取 り組 めた（Ｂ）」となっている項 目 が全 体 に占 める割 合 は、

76.4％（123／161項 目 ）となっています。 

基 本 目 標 ごとの各 事 業 の評 価 結 果 は以 下 のとおりです。 

 

基本目標 
事業評価結果 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

基本目標１ 

地域共生社会の実現 
3 11 1 0 0 15 

基本目標２  

保健・医療サービスの充実 
7 7 4 0 0 18 

基本目標 3  

早期療育及び学習機会の充実 
4 20 3 0 0 27 

基本目標 4  

雇用•就労の促進 
0 6 5 0 0 11 

基本目標 5  

社会参加の拡充 
6 11 5 2 0 24 

基本目標 6  

住みよい福祉のまちづくり 
4 17 10 0 1 32 

基本目標 7  

福祉サービスの充実 
6 21 6 1 0 34 

合 計 30 93 34 3 1 161 

 

注）事業数は、異なる目標に重複して記載するもの（※再掲のもの）をすべてカウントしています。 

 

＜進捗状況評価基準＞※括弧内の数値は新型コロナウイルス感染症の影響がある施策数 

A 
施策内容を上回って取り組めた 
（指標が設定されている施策は目標値（令和５年度末）に対して100％を超えたもの） 

B 
施策内容をほぼ取り組めた 
（指標が設定されている施策は目標値（令和５年度末）に対して80～100％のもの） 

C 
施策内容を一部取り組めた 
（指標が設定されている施策は目標値（令和５年度末）に対して80％未満のもの） 

Ｄ 施策内容を全く取り組めなかった 

Ｅ 施策の見直しを行った 

― 施策が完了、または廃止 
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令 和 ２年 以 降 、新 型 コロナウィルス感 染 症 の感 染 拡 大 の影 響 により、様 々な事 業 が

中 止 や規 模 の縮 小 、感 染 拡 大 防 止 に配 慮 しながらの実 施 となるなど、影 響 を受 けてきま

した。そのなかで、多 くの事 業 が施 策 通 りに実 施 されてきましたが、期 待 通 りに行 われなかっ

た施 策 について整 理 すると、以 下 のとおりです。  

 

新 型 コロナウイルス感 染 症 の影 響 により、文 化 活 動 ・余 暇 活 動 の充 実 を目 的 とした

「障 害 者 スポーツ大 会 の参 加 促 進 」及 び保 護 者 または家 族 の冠 婚 葬 祭 等 により、緊 急

に保 護 を必 要 とする障 害 のある人 を保 護 する「緊 急 一 時 保 護 の推 進 」が実 施 できません

でした。ただし、いずれの事 業 も、次 期 計 画 においては、施 策 を継 続 していく予 定 となってい

ます。 

また、障 害 者 の余 暇 活 動 支 援 の充 実 に向 けて課 題 及 び先 進 事 例 等 の情 報 収 集 を

行 ってきた「障 害 者 の余 暇 活 動 支 援 の検 討 」についても、具 体 的 な検 討 までには至 りま

せんでした。次 期 計 画 においては、現 計 画 で収 集 した課 題 及 び先 進 事 例 等 を活 用 し、

障 害 者 の余 暇 活 動 支 援 の充 実 に向 けた検 討 を行 います。 

さらには、車 両 のバリアフリー化 促 進 を目 的 とし、新 規 で購 入 するノンステップバスに対 し

てバス事 業 者 に補 助 を行 う「バスの整 備 促 進 」については、令 和 4年 度 には路 線 バス事

業 者 の要 望 がなかったため、補 助 を行 いませんでしたが、次 期 計 画 では、施 策 を継 続 する

予 定 です。 

一 方 、地 域 の集 いや社 会 福 祉 施 設 などへの空 家 の活 用 に向 けた民 間 事 業 者 などと

の連 携 を検 討 してきた「空 家 等 の活 用 の促 進 」については、民 間 事 業 者 等 と意 見 交 換

などを行 ってきましたが、今 後 、施 策 の見 直 しを行 い、地 域 の集 いの場 や社 会 福 祉 施 設

など、用 途 地 域 に応 じた空 き家 の有 効 活 用 に向 け、関 係 部 署 や専 門 家 団 体 等 との連

携 を図 りながら、実 施 方 策 を検 討 していくこととしました。 
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５ 現状の整理と課題 

 

１ 差 別 のない社 会 に向 けた課 題  

障 害 の有 無 にかかわらず、誰 もが安 心 して暮 らせる地 域 社 会 を形 成 するためには、あ

らゆる場 面 で、障 害 を理 由 とする差 別 がなくなることや、障 害 者 本 人 が自 らの生 活 のあ

り方 を選 択 し、行 動 できる環 境 が整 うことが重 要 です。 

本 市 では、差 別 の解 消 に向 けた取 り組 みとして、障 害 に関 する正 しい知 識 の普 及 ・

啓 発 や虐 待 の防 止 、早 期 発 見 ・対 応 の推 進 等 、様 々な取 組 を推 進 してきました。 

しかしながら、アンケート調 査 では、障 害 があることにより、差 別 を受 けていると感 じたり

嫌 な思 いをしたことがあると回 答 した人 は４割 以 上 と、依 然 、社 会 には障 害 者 に対 する

差 別 や偏 見 は残 った状 態 であると考 えられ、一 方 で、「障 害 者 差 別 解 消 法 」や「合 理

的 配 慮 」については市 民 に十 分 浸 透 していないことが分 かります。 

そのため、基 本 的 人 権 の尊 重 や障 害 者 権 利 条 約 等 と併 せて、学 校 教 育 の場 で学

べる機 会 の充 実 が必 要 です。 

また、市 の取 り組 みにおいて権 利 擁 護 制 度 の利 用 者 が少 なかったことなどから、引 き

続 き、障 害 及 び障 害 者 に対 する理 解 促 進 ・啓 発 事 業 を強 化 するとともに、成 年 後 見

制 度 や市 民 後 見 人 の仕 組 みに関 する更 なる周 知 ・強 化 に努 めていくことが必 要 です。 

 

 

２ 保 健 ・医 療 に関 する課 題  

障 害 者 が住 み慣 れた地 域 の中 で安 心 して暮 らしていくためには、生 活 の基 礎 となる

健 康 の保 持 ・増 進 が図 られるとともに、地 域 社 会 に適 切 な医 療 体 制 が整 っていることが

重 要 です。また、自 立 支 援 医 療 等 の様 々な医 療 費 助 成 制 度 を通 じて、障 がい者 が

適 切 な医 療 を受 け続 けられることが必 要 です。 

本 市 では、障 害 者 が住 み慣 れた地 域 で安 心 ・安 全 な生 活 を送 れるために、障 害 の

種 類 やライフステージに応 じた保 健 サービスの充 実 や障 害 者 医 療 等 の充 実 に取 り組 ん

できました。 

今 後 も、こうした各 種 保 健 事 業 を通 じて、障 がい者 の健 康 の保 持 ・増 進 を図 り、障

がい者 が住 み慣 れた地 域 の中 で安 心 して暮 らせる地 域 社 会 を形 成 していくことが必 要

です。 

また、市 で取 り組 んできた一 部 施 策 については、新 型 コロナウイルス感 染 症 の影 響 に

より、感 染 予 防 対 策 を実 施 しながら事 業 を行 った結 果 、利 用 者 数 や相 談 者 数 が減 少
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したものの、個 別 の相 談 に対 してより重 点 的 な支 援 を行 うことができた側 面 もありました。 

今 後 は、感 染 症 への対 応 も含 めた市 や保 健 所 、医 療 機 関 等 の連 携 体 制 のさらな

る強 化 が必 要 となります。 

 

 

３ 障 がい児 支 援 の充 実 に向 けた課 題  

障 がい児 一 人 一 人 が個 性 や可 能 性 を最 大 限 に伸 ばしていくためには、障 害 の状 況

や特 性 に応 じて、乳 幼 児 期 から成 長 の段 階 に応 じた切 れ目 のない支 援 を受 けながら、

障 害 の軽 減 や基 本 的 な生 活 能 力 ・機 能 の向 上 を図 ることが必 要 です。また、適 切 な

支 援 につなげるためには、障 害 や疾 病 の早 期 発 見 と適 切 な医 療 、訓 練 を受 ける体 制

が整 備 されていることが重 要 です。 

本 市 では、保 育 所 や幼 稚 園 等 関 係 機 関 との連 携 を密 にし、相 談 指 導 体 制 の充

実 を図 るとともに、障 害 児 の受 け入 れ体 制 の整 備 や学 習 の機 会 の確 保 に努 めてきまし

た。また、学 校 卒 業 後 においても様 々なことを学 ぶ機 会 を充 実 させるため、地 域 において

気 軽 に生 涯 学 習 に親 しむことができる環 境 の整 備 や機 会 の拡 充 とともに、関 係 機 関 と

連 携 して、活 動 をサポートする人 材 の養 成 等 に取 り組 んできました。 

しかしながら、現 状 では特 別 な支 援 を必 要 とする児 童 ・生 徒 が増 加 し、また、障 害 の

程 度 ・状 況 は一 人 一 人 で異 なることから、個 々の障 害 や発 達 の状 況 に合 わせた多 種

多 様 な教 育 内 容 が求 められます。 

障 がい児 の支 援 に当 たっては、その家 族 に対 する相 談 支 援 も欠 かせないことから、支

援 者 である家 族 が気 軽 に相 談 できるよう、引 き続 き、相 談 支 援 体 制 の充 実 ・強 化 に

取 り組 んでいき、支 援 者 として家 族 も一 緒 に成 長 していくことも必 要 です。 

 

 

４ 就 労 ・社 会 参 加 に向 けた課 題  

障 害 者 が働 くことを通 して生 きがいを感 じ、社 会 の一 員 として自 己 肯 定 感 を持 って社

会 生 活 を送 ることは、障 害 者 の自 立 と共 生 社 会 の実 現 に向 けて必 要 なものです。 

現 計 画 では、雇 用 ・就 労 の促 進 に向 けて雇 用 ・就 労 環 境 の充 実 や就 労 施 設 での

就 労 の充 実 など、様 々な取 組 を推 進 してきました。 

しかしながら、アンケート調 査 では、今 後 、市 が充 実 させていけばよい障 害 者 施 策 につ

いては、「経 済 的 な援 助 」に次 いで「就 労 支 援 の充 実 」が約 20％と多 く、就 労 の希 望

も20％以 上 となっています。また、障 害 者 の就 労 促 進 のためには、「障 害 に配 慮 した柔
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軟 な勤 務 形 態 や勤 務 体 制 の整 備 」や「経 営 者 の理 解 」を期 待 する回 答 がいずれも

30％以 上 となっています。 

令 和 ５年 度 から法 定 雇 用 率 の引 き上 げがなされ、障 害 者 雇 用 の需 要 が高 まってい

ることから、関 係 機 関 との連 携 により、障 がいの特 性 に応 じた就 労 機 会 の拡 大 や定 着

への支 援 を一 層 強 化 して行 う必 要 があります。  

また、文 化 活 動 ・余 暇 活 動 の面 では、市 では様 々な交 流 を図 る施 策 に取 り組 んで

きましたが、新 型 コロナウイルス感 染 症 拡 大 の影 響 で、一 部 思 うように活 動 ができません

でした。次 期 計 画 では、交 流 を通 して、より一 層 障 害 への理 解 の促 進 につなげるととも

に、障 害 者 スポーツの普 及 に向 け、障 害 のある方 の運 動 機 会 の創 出 や周 知 を行 うこと

が必 要 と考 えられます。 

 

 

５ 障 害 者 が安 心 して暮 らせる社 会 に向 けた課 題  

現 計 画 では、様 々な機 会 を活 用 して情 報 アクセシビリティの向 上 に努 めてきましたが、

アンケート調 査 では、情 報 を入 手 したり、コミュニケーションをとる上 で困 ることが「特 にない」

と回 答 した人 は約 30％にとどまっており、「難 しい言 葉 や早 口 で話 されるとわかりにくい」、

「どこを調 べればよいかわからない」という回 答 が多 くなっています。 

意 思 疎 通 に齟 齬 が生 じることから適 切 な医 療 が受 けられなかったり、情 報 を取 得 する

ことができずに災 害 発 生 時 に避 難 が遅 れてしまったりする事 態 が懸 念 されるなど、判 断 の

材 料 となる正 確 な情 報 の取 得 は障 害 者 が自 らの選 択 により自 立 した生 活 を送 るため

に欠 かせないものです。 

令 和 ４年 ５月 には障 害 者 の方 が情 報 の取 得 や利 用 、意 思 疎 通 に関 する施 策 を

総 合 的 に推 進 する旨 が明 記 された「障 害 者 情 報 アクセシビリティリティ・コミュニケーション

施 策 推 進 法 」が成 立 し、障 害 者 がスムーズで十 分 な情 報 取 得 が出 来 るよう、支 援 の

強 化 が図 られています。 

本 市 でも引 き続 き、障 害 者 の情 報 の取 得 利 用 ・意 思 疎 通 の推 進 の観 点 から、引

き続 き、情 報 アクセシビリティの向 上 を図 るとともに、障 害 特 性 に配 慮 した意 思 疎 通 支

援 を促 進 することが必 要 と考 えられます。
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第 3 章 計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

 

障害があってもなくても、また、どのように障害が重くとも、一人ひとりが自分らしく生きていくことができる。 

誰もが主体性、自立性を持って積極的に社会に参加し、誇りを持って暮らしていくことができる。 

そして、自分らしく生きていくために必要な支援を、地域全体の理解・協力のもとで受けることができる。 

 

 

『自分らしく、よりよく生きる 自立と共生のまちをめざして』 

  

 

川越市は、「自立と共生」をキーワードに、すべての人が生き生きと安心して暮らせる川越らしいまちづく

りを推進していきます。 

 

 

市では、これまでも、障害のあるなしによって分け隔てられることなく、すべての人が、等しく基本的人権

を享有する個人として尊重される「自分らしく、よりよく生きる 自立と共生のまちをめざして」を基本理念に

掲げ、さまざまな障害者施策の充実に取り組んできました。 

本計画においてもこの基本理念を継承し、上位計画である川越市地域福祉計画の基本理念「笑顔

で迎え 出会いがつながり 絆が深まるまち 川越」を踏まえた上で、ノーマライゼーションの理念の根付い

たインクルーシブな地域社会の構築を目指します。 

 

 

《ノーマライゼーション》 

障害のある人を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、

共に生きる社会こそノーマルであるという考え。 

 

《インクルーシブ》 

すべての人々を援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合うとい

う理念のこと。 
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２ 基本目標 
 

 計画の基本理念を実現するため、３つの基本目標を定めます。 

 

基本目標１ 誰もが安全・安心に暮らせるまち 

障害は障害のある人ではなく社会が作り出しているという「社会モデル」の考え方に照らして、障害のあ

る人への合理的配慮や、施設やサービスの利用のバリアをなくしていくことを進め、まちのあらゆる場面にお

けるアクセシビリティ向上に努めます。 

また、障害のある人が地域社会において安全に安心して生活することができるよう、災害に強い地域づ

くりを推進するとともに、災害発生時における障害特性に配慮した適切な情報保障や避難支援、避難

所や応急仮設住宅の確保、福祉・医療サービスの継続等を行うことができるよう、防災や復興に向けた

取組を推進します。 

さらに、障害のある人がその権利を円滑に行使できるよう、司法手続や選挙等において必要な環境の

整備や障害特性に応じた合理的配慮の提供を行うとともに、市窓口等における障害のある人への配慮

を徹底します。そのほか、障害のある人を犯罪被害や消費者被害から守るため、防犯対策や消費者トラ

ブルの防止に向けた取組を推進します。 

 

基本目標２ 自立を尊重し、総合的な支援が受けられるまち 

障害のある人の尊厳や自律（自ら選択する自由を含む。）、自立を目指す障害者権利条約及び

本市のこれまでの計画における基本的視点を踏まえ、障害のある人の各ライフステージに応じた、総合的

かつ分野横断的な切れ目のない支援を行います。 

生まれてから、保育所・幼稚園、小学校、中学校、高等学校、大学、そして成人と、ライフステージが

移動しても、切れ目のない支援を引き継げるような体制が構築できるよう努めます。 

また、障害のある人が適性に応じて働けるように、多様な就労機会の拡充に努めます。 

 

基本目標３ 一人ひとりに配慮した支援が受けられるまち 

身体障害や知的障害、精神障害のほか、難病や発達障害、高次脳機能障害等、様々な障害の特

性や障害の状態、生活実態等に配慮し、個別的なきめ細やかな支援を行います。 

また、住まいや相談、日中活動の場等の一体的な支援で、障害のある人が地域で安心して暮らせ、

必要な支援をいつでも受けられるよう、体制を整えるとともに、「共生型サービス」に対応するための取組を

推進します。 

行政情報の提供等にあたっては、ＩＣＴ等の利活用も検討し、可能なものは積極的に導入するな

ど、アクセシビリティへの配慮に努めます。 
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また、計画の達成度を測るため、基本目標ごとに成果指標を設定します。 

 

基本目標１ 誰もが安全・安心に暮らせるまち 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 市民の障害者差別解消法の認知度 - 40.0%  

２ 障害のある人が差別や偏見を感じたことがある割合 42.0% 30.0%  

3 個別避難計画作成数 - 400  

4 福祉避難所設置数 29 32  

5 健康管理や医療について困ったり不便に思うことが「特に

ない」障害のある人の割合 
40.5% 50.0%  

 

 

基本目標２ 自立を尊重し、総合的な支援が受けられるまち 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 重症心身障害児を主たる対象とする事業所数 2 3  

2 特別支援学級設置率 87.0% 100%  

3 保護者アンケートで「入学させて（かなり）よかった」と答

えた割合 
95.8% 100%  

4 市職員における障害者雇用率 2.37% 3.00%  

5 一般就労への移行者数 21 人 27 人  

 

 

基本目標３ 一人ひとりに配慮した支援が受けられるまち 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 施設入所者の地域移行希望割合 6.8％ 15.0%  

２ 地域移行者数 0 人 18 人  

３ 川越市総合福祉センターの障害のある人の延利用者

数（人） 
9,083 20,000  

４ 外出の際に困っていることが「特にない」障害のある人の

割合 
30.6% 25.0%  
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３ 施策分野 

 

 基 本 理 念 ・基 本 目 標 を実 現 するため、計 画 期 間 に取 り組 むべき施 策 を次 の７つの分

野 に分 類 し、推 進 します。 

 

施策分野１ 差別解消・相互理解・権利擁護 

施策分野２ 住みよい福祉のまちづくり 

施策分野３ 保健・医療サービスの充実 

施策分野４ 療育体制及び学習機会の充実 

施策分野５ 雇用・就労の促進 

施策分野６ 福祉サービスの充実・向上 

施策分野７ 社会参加の拡充 

 

施策分野１ 差別解消・相互理解・権利擁護 

社会のあらゆる場面において障害を理由とする差別の解消を進めるため、福祉分野の計画との連

携及び社会福祉協議会や障害者団体等の様々な主体の取組との連携を図りつつ、事業者や市民

一般の幅広い理解のもと、環境の整備に係る取組を含め、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』

として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、市民一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」を目指します。 

また、障害者虐待防止法に基づき、障害者虐待を防止するとともに、障害のある人の権利侵害の

防止や被害の救済を図るため、相談・紛争解決体制の充実等に取り組むことにより、障害のある人の

権利擁護のための取組を推進します。 

 

 

施策分野２ 住みよい福祉のまちづくり 

誰もが地域で自立した生活を送り、積極的に社会参加していくためには、道路、建物、公共交通

機関等をバリアフリーの視点から改善していく必要があります。居住する全員が不便を感じることなく外

出や活動を行い、障害のある人が社会の一員としての生活を可能にする環境の整備を推進します。 

また、災害等の緊急時にも支援体制が整っている、安心して生活のできるまちを目指し、各施策・

事業を推進します。 

 

 



第 3 章 計画の基本的な考え方   

 

36 

 

施策分野３ 保健・医療サービスの充実 

疾病の予防や早期発見、早期治療は、障害の軽減及び自立の促進等、地域で安心して暮らして

いく上でとても重要なことであり、特に乳幼児期の発達の遅れや偏りを早期に発見し、適切な療育支

援を行うことで生活能力の向上を図ります。 

住み慣れた地域で安心・安全な生活を送るためには、乳幼児期、学齢期、成人期、高齢期など、

それぞれのライフステージに応じた障害原因の予防や早期発見と早期対応体制の充実が必要です。ま

た、一人ひとりの生活状況を踏まえた適切なリハビリテーションの機会を提供していくことが重要です。 

保健・医療・福祉等の連携により、適切な保健医療サービスが受けられるような体制の整備を図り、

障害のある人が安心して生活していけるように努めます。 

 

 

施策分野４ 療育体制及び学習機会の充実 

一人ひとりの障害の状況に応じ、家庭や専門機関等との連携を図りながら、適切な環境の中で保

育が受けられるよう、より一層の早期療育を推進します。そのために、保育所や幼稚園等関係機関と

の連携を密にし、相談指導体制の充実を図るとともに、障害児の受入れ体制の整備や学習の機会の

確保に努めます。 

また、学校卒業後も引き続き、様々なことを学ぶ機会を充実させることは、障害のある人の生活の

充実にもつながります。地域において気軽に生涯学習に親しむことができる環境の整備、機会の拡充を

進めるとともに、活動をサポートする人材の養成等に取り組むため、関係機関と連携して事業を推進し

ます。 

 

 

施策分野５ 雇用・就労の促進 

障害のある人が地域で質の高い自立した生活を営むためには就労が重要であるため、働く意欲のあ

る障害のある人がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、一般就労を希望する方に

対しては多様な就業の機会を確保するとともに、一般就労が困難な方に対しては福祉的就労につな

がるよう、総合的な支援を推進します。 

障害のある人の就労には、事業所の理解・協力が不可欠であるため、受け入れる職場の環境整備

や障害のある人の雇用に関する制度の普及・啓発を図ります。 

また、雇用・就業の促進に関する施策との適切な組み合わせにより、年金や諸手当の支給、経済

的負担の軽減等により障害のある人の経済的自立を支援します。 
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施策分野６ 福祉サービスの充実・向上 

障害のある人が住みなれた地域で生活していく権利を守るには、一人ひとりの多様なニーズに応えら

れるサービスの量的・質的な充実が欠かせません。 

障害のある人の基本的人権を守り、自立と社会参加を進め、生活の安定を図るための基盤として、

行政・事業者・市民による多様な福祉サービスを必要な時に利用できるよう、障害福祉サービスの充

実に努めるとともに、必要な情報提供のための相談支援体制の更なる充実を推進します。 

また、障害のある人の地域での暮らしを支えるために、緊急時の受入れ体制等をはじめとする地域

生活支援拠点等の体制整備を推進します。 

 

 

施策分野７ 社会参加の拡充 

障害のある人がスポーツや文化活動を含めた様々な社会活動に参加することは、人生を豊かで潤

いのあるものとし、日々の生活の中に喜びや生きがいを見出すなど、生活の質を高めることにつながりま

す。 

スポーツ・レクリエーション、文化活動は、生きがいのある充実した生活を送る上で重要であり、障害

のある人の社会参加の促進や地域の人々との交流の場づくりに努めていきます。 

また、障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスすることができるよう様々な取組を通じて情報ア

クセシビリティの向上を推進します。あわせて、障害のある人が円滑に意思表示やコミュニケーションを行

うことができるよう、意思疎通支援を担う人材の育成・確保やサービスの円滑な利用の促進、支援機

器の開発・提供等の取組を通じて意思疎通支援の充実を図ります。 
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４ 施策の体系 

・本計画期間内において、特に重点的に取り組む施策を「重点施策」、その他の施策を「基本施策」とし

て施策体系上に位置づけています。 

基本理念 基本目標 施策分野 

 

自
分
ら
し
く
、
よ
り
よ
く
生
き
る 

 
 

 
 

 

自
立
と
共
生
の
ま
ち
を
め
ざ
し
て 

１ 

誰もが安全・安心に

暮らせるまち 

 

1 差別解消・相互理解・権利擁護 

2 住みよい福祉のまちづくり 

3 保健･医療サービスの充実 

２ 

自立を尊重し、 

総合的な支援が 

受けられるまち 

4 療育体制及び学習機会の充実 

5 雇用・就労の促進 

３ 

一人ひとりに配慮した 

支援が受けられるま

ち 

6 福祉サービスの充実・向上 

7 社会参加の拡充 
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施策 事業 

◉1 差別の解消及び相互理解の促進  

◉2 権利擁護の推進、虐待の防止 

○1 生活環境の整備  

◉2 防災対策の推進 

○3 防犯対策の推進 

○1 保健サービスの充実  

○2 障害者医療等の推進 

○1 療育体制の充実  

○2 学校教育の充実 

◉1 雇用・就労環境の充実  

○2 就労施設での就労の充実 

◉1 地域生活支援体制の充実  

○2 日中活動の場の充実 

○3 相談支援体制の充実 

○4 サービスの質の維持・向上 

○1 文化活動・余暇活動の充実  

◉2 外出や移動の支援 

○3 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援 

◉:重点施策 
○:基本施策 
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第４章 施策の展開 
 

差別解消・相互理解・権利擁護 

 

◆目的 

☑障害に対する適切な理解と差別の解消 

☑障害のある人とない人との相互理解 

☑障害のある人に対する権利侵害や虐待の防止 

 

 

◆本市の現状 

 全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現を目指し、平成 25 年に「障害を理由とする差別の解消

の推進に関する法律」（以下、障害者差別解消法という。）が施行され、障害のある人

への差別の禁止や、合理的配慮の提供が求められるようになりました。本市においても障

害者差別解消法の周知・啓発に取り組んでまいりました。 

一方で、令和４年度に市内の障害のある人を対象に実施したアンケート調査（以

下、アンケート調査という。）によると、４割を超える方が、「差別・嫌な思いを感じた場面

がある」と回答しています。依然として社会には障害のある人に対する差別や偏見は残った

状態であり、「障害者差別解消法」や「合理的配慮」について、市民に十分な理解が得ら

れていないと考えられます。障害に関する正しい知識の普及や相互理解の促進を図るた

め、市民や事業者に対して、継続的に「障害者差別解消法」等の周知・啓発に取り組む

必要があります。 

 また、障害のある人に対する虐待の防止、早期発見、その後の適切な支援を行うため、

関係機関等と連携し、効果的な支援体制を整備する必要があります。 

  

１ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ◉差別の解消及び相互理解の促進 

障害に対する理解を深め、障害を理由とする差別の解消を図るとともに、障害のある人とない人との相

互理解の促進に努めます。 

 

２ ◉権利擁護の推進、虐待の防止 

障害のある人に対する虐待の防止、早期発見及び迅速な対応に努めます。また、障害のある人の権

利侵害の防止や被害の救済を図るため、成年後見制度の周知や利用促進に向けた啓発に努めます。 

 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 市民の障害者差別解消法の認知度 -1 40.0%  

２ 障害のある人が差別や偏見を感じたことがある割

合 
42.0% 30.0%  

主な

事業 

No.1 広報・啓発活動の推進 

No.10 障害者週間記念事業の充実 

※現状値は令和４年度の実績値です。 

※No.１は市民を対象とした市民意識調査などのアンケート調査によって把握。 

※No.2 は障害のある人を対象とした川越市障害者福祉に関するアンケート調査によって把握。 

 

  

 

1 ≪参考≫障害者差別解消法の認知度:24.0% 

出典：「障害者に関する世論調査（令和４年 11 月調査）」,内閣府,https://survey.gov-

online.go.jp/r04/r04-shougai/index.html,（参照 2023-08-04） 
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住みよい福祉のまちづくり 

 

◆目的 

☑安心して日常生活を営める生活環境の整備 

☑災害時に必要な支援・援助が受けられる環境の整備 

☑障害のある人の犯罪被害の防止 

 

 

◆本市の現状 

障害のある人が安心して地域で暮らしていくためには、生活環境の整備、防災や防犯

対策に取り組んでいく必要があります。 

住み慣れた地域や家庭で生活が続けられるよう、生活環境の整備に努め、公共施設

等のバリアフリー化を推進していく必要があります。 

災害時、障害のある人を含む、自力で避難することが困難な方への円滑な避難支援

や安否確認の実施には、地域住民、自治会、自主防災組織など、地域の幅広い協力

が不可欠です。避難行動に支援が必要な人の災害時の安全を確保するため、多くの人

の参加を促すとともに、障害特性に配慮した情報伝達手法についての検討や、避難所で

の障害のある人への配慮が求められています。 

また、障害のある人の犯罪被害を防止し、犯罪被害を早期発見するため、関係機関と

連携した地域の防犯体制の構築、犯罪情報等の提供を行うほか、消費生活相談体制

を充実させることも重要です。 

 

  

２ 



第４章 施策の展開   

 

44 

 

 

 

◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ○生活環境の整備 

市内のバリアフリー化を推進し、障害のある人が快適に生活できる環境を整備することで、障害のある

人の社会参加の促進を図ります。 

 

２ ◉防災対策の推進 

災害時に障害のある人が必要な支援・援助が受けられるよう、障害特性に配慮した情報伝達、避難

誘導体制の整備、福祉避難所の充実、自主防災組織の育成など、避難行動要支援者対策の拡充に

努めます。 

 

３ ○防犯対策の推進 

障害のある人が犯罪被害に遭うことのないよう、関係機関と連携し、地域の防犯体制の構築、犯罪情

報等の提供に努めます。また、消費者被害の未然防止・早期発見のため、消費生活相談体制の充実を

図ります。 

 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 個別避難計画作成数 - 400  

２ 福祉避難所設置数 29 32  

主な

事業 

No. 25 避難行動要支援者の避難支援体制の充実 

No. 27 福祉避難所運営体制の整備 

※現状値は令和４年度の実績値です。 
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保健･医療サービスの充実 

 

◆目的 

☑心身の健康の増進  

☑適切な医療の受診促進 

 

 

◆本市の現状 

障害のある人の健康への不安や、心身の健康づくりに応えるため、健康診査や各種の

相談事業を実施するとともに、多職種の連携による訪問型の支援なども必要とされていま

す。特に、医療的ケアの必要な障害児（者）や難病、高次脳機能障害、精神障害の

ある人への支援に関しては、それぞれの特性に応じた支援や家族を含めた支援が必要な

場合も多く、行政機関や医療機関、当事者団体等が連携して取り組むことが求められて

います。 

アンケート調査では、障害のある人の半数以上が健康管理や医療について、困りごと

や、不便を感じており、「障害のために症状が正確に伝わらない」、「医療費の負担が大き

い」といった回答が多くみられました。 

障害のある人が適切な医療を受けられるよう、医療機関等に関する情報提供を行うと

ともに、医療費の負担軽減を図る必要があります。 

 

  

３ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ○保健サービスの充実 

障害のある人とその家族が健康で充実した生活を送れるよう、各種健康診査や相談支援の充実を図

るとともに、訪問指導や情報交換の機会の提供に努めます。 

 

２ ○障害者医療等の推進 

障害のある人が適切な医療を受けることができるよう、医療機関に関する情報提供や医療費の負担軽

減に努めます。 

 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 健康管理や医療について困ったり不便に思うことが

「特にない」障害のある人の割合 
40.5% 50.0%  

主な

事業 

No. 47 障害者医療に関する情報収集・情報提供 

 

※現状値は令和４年度の実績値です。 

※No.1 は障害のある人を対象とした川越市障害者福祉に関するアンケート調査で「健康管理や医療

について困ったり不便に思うこと」について「特にない」と答えた障害のある人の割合。 
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療育体制及び学習機会の充実 

 

◆目的 

☑未就学児の療育体制の充実 

☑障害のある子どもに対応した、教育環境の整備 

 

 

◆本市の現状 

障害のある子どもの保護者が教育相談や指導を受けられるよう支援体制の充実が求

められているため、障害のある子どもや保護者に対する乳幼児期からの相談体制の充実

に努めます。 

アンケート調査では、学校で勉強する場合に希望する学習形態について、「障害のある

仲間のクラスで勉強しながら、障害のない仲間とも勉強したい」が４割半ばとなっており、

障害のある子もない子も地域で共に育む環境を整備するとともに、一人ひとりの個性やニ

ーズに応じた教育を受けられることができる環境づくりが求められています。 

また、障害のある子どもへの支援には、就学前の療育から就学後の教育へのスムーズな

移行、さらに学校卒業後の社会参加も視野に入れた、ライフステージに対応した切れ目の

ない継続的な支援が求められています。 

 

 

  

４ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ○療育体制の充実 

 関係機関との連携により，総合的な観点から、障害のある未就学児一人ひとりの状態にあった支援の

場を提供できるよう、療育体制の充実に努めます。 

 

２ ○学校教育の充実 

一人ひとりの特性や実態、本人・保護者の希望を踏まえ、障害のある子どもが学校教育を受けられるよ

う、ニーズに対応した学習機会の充実を図るとともに、支障なく学校生活を送れるよう、教育環境の充実

に努めます。 

 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 重症心身障害児を主たる対象とする事業所数 2 3  

2 特別支援学級設置率 87.0% 100%  

3 保護者アンケートで「入学させて（かなり）よかっ

た」と答えた割合 
95.8% 100%  

主な

事業 

No.50 障害児通所支援事業の充実 

No.58 特別支援教育の充実 

No.62 特別支援学校の整備・充実 

※現状値は令和４年度の実績値です。 

※No.3 の保護者アンケートは川越市立特別支援学校に通う子どもの保護者に対するアンケート調査に

より把握。 
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雇用・就労の促進 

 

◆目的 

☑障害のある人の能力に応じた雇用・就労の充実 

☑障害のある人の就労機会の充実 

 

 

◆本市の現状 

 アンケート調査では、就労を促進するために希望することについて、「障害に配慮した柔

軟な勤務形態や勤務体制の整備」が３割となっており、障害のある人にとって働きやすく、

長期的に働ける環境整備がされるよう、企業等の理解・サポートが求められています。その

ため、受け入れる職場の環境整備や障害のある人の雇用に関する制度の普及・啓発を

図っていく必要があります。 

障害のある人の一般就労に向けては、就労移行支援の充実や就労に関する情報提

供、就労後の定着支援など総合的な支援体制が重要です。就労をする上での必要な知

識や能力の向上のための機会を提供するとともに、その知識及び能力の向上のために必

要な訓練の場や福祉的就労の場を確保することにより、就労に向けた活動を支援するこ

とが必要です。 

また、令和４年の障害者雇用促進法の改正により、障害者雇用の一層の促進に向

け、法定雇用率の引上げや障害のある人の職業能力の開発及び向上の明確化など、雇

用と就労環境の両面からの取組が求められています。 

  

５ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ◉雇用・就労環境の充実 

障害のある人が能力に応じて就労できるよう、関係機関と連携し、雇用・就労環境の充実に努めます 

 

２ ○就労施設での就労の充実 

障害者の自立と社会参加を促進するため、一般就労が困難な障害のある人が福祉施設を利用しな

がら柔軟に様々な職場を経験できるよう、障害のある人の多種多様な就労の機会の拡充に努めます。 

また、優先調達等の取組により販路の拡大に努め、工賃の向上を図ります。 

 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 市職員における障害者雇用率2 2.37% 3.00%  

２ 一般就労への移行者数 21 人 27 人  

主な

事業 

No. 67 市職員への障害のある人の雇用促進 

No. 68 就労支援事業の充実 

※現状値は基本的に令和４年度の実績値ですが、「一般就労への移行者数」の現状値は国の基本

指針に基づき、令和３年度の実績値としています。 

 

  

 

2 ≪参考≫川越市内の障害者雇用率：2.26%（令和 4 年 6 月 1 日現在） 

※上記の数字は、埼玉労働局から提供のあった「障害者雇用状況報告企業一覧」から、川越市に所

在地がある企業を抽出し、算出しています。 
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福祉サービスの充実・向上 

 

◆目的 

☑一人ひとりのニーズに対応した地域生活支援体制の充実 

☑ライフステージに応じた身近な相談支援体制の構築 

☑障害特性に対応した各種福祉サービスの充実 

 

 

◆本市の現状 

発達障害や高次脳機能障害、難病や医療的ケアの必要な障害児（者）など、専門

的かつ多様な支援が求められており、引きこもり、8050 問題など、障害のある人をとりまく

環境は複雑化、多様化してきています。本市では、障害のある人の重度化・高齢化や

「親亡き後」を見据えた居住支援のため、地域生活支援拠点等の取組を推進していま

す。 

アンケート調査によると、サービス利用で困っていることでは、「どのようなサービスが利用

できるかわからない」が 2 割半ばで最も多くなっており、障害のある人の自己決定を尊重

し、適切なサービスメニューを提供するため、包括的な相談支援体制を構築していく必要

があります。 

また、ライフステージに応じた身近な相談支援体制の構築を図るとともに、個々の障害

のある人のニーズの把握に努めそれぞれの障害特性に対応した各種福祉サービスの充実

が求められています。 

 

 

  

６ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ◉地域生活支援体制の充実 

介助や介護する家族等の負担を軽減し、障害のある人とその家族が地域で安心して暮らせるよう、各

種取組の推進に努めます。 

 

２ ○日中活動の場の充実 

障害のある人が、その人らしい生活を送るためには、地域の中の様々な場面に参加していくことが重要

であり、各施設等の充実を図り、障害のある人の日中活動の場の充実に努めます。 

 

３ ○相談支援体制の充実 

障害のある人やその家族の日常生活や今後のことについての不安を軽減していくため、一人ひとりの悩

みや不安について話を聞き、その人にあった支援について相談できる体制の充実に努めます。 

 

４ ○サービスの質の維持・向上 

障害の多様化、重度化、高齢化など、求められる支援の質や内容も高度化しています。一人ひとりの

ニーズに的確に対応するため、サービスの質の向上に努めます。 

 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

１ 施設入所者の地域移行希望割合 6.8％ 15.0%  

２ 地域移行者数 0 人 18 人  

主な

事業 

No.73 地域生活支援拠点等の充実 

No.97 相談支援事業の充実        

No.98 計画相談・地域相談支援の充実 

※現状値は令和 4 年度の実績値です。 
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社会参加の拡充 

 

◆目的 

☑文化活動・余暇活動の充実に向けた社会環境の整備 

☑情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

☑障害のある人の社会参加の促進 

 

 

◆本市の現状 

 文化芸術活動、スポーツ等の社会参加は生活を豊かにするものであり、積極的に促進

していく必要があります。アンケート調査によると、文化芸術活動、スポーツ等をするために

効果的なことについて、「一緒に活動する仲間がいること」が３割を超えて最も多く、次いで

「活動する場所が近くにあること」が 3 割近くとなっています。こうした活動を広げるには、障

害のある人自身が参加への意欲を持つとともに、参加しやすい環境づくりを進めることが重

要です。 

また、誰もがそれぞれの障害特性にあった方法で情報を受け取れるよう、「川越市手話

言語条例」に基づき手話に関する施策を推進するなど、情報アクセシビリティの向上が求

められています。 

障害のある人がその興味と適性に応じて様々な社会活動に参加し、生きがいをもって

生活していくための施策の充実を図っていく必要があります。 

  

７ 
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◆施策                ◉・・・重点施策  ○・・・基本施策 

１ ○文化活動・余暇活動の充実 

障害のある人が、生きがいをもって、自分らしくいきいきとした生活を実現するために、スポーツやレクリエ

ーション、文化芸術活動が楽しめるよう、様々な配慮や環境整備、情報や活動機会の積極的な提供に

努めます。 

２ ◉外出や移動の支援 

すべての市民が社会参加や快適で安心して日常生活を営める環境を整備するため、道路や公共施

設等生活環境のバリアフリー化、障害のある人への理解に関する啓発を行い、福祉のまちづくりの推進に

努めます。 

３ ○情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援 

聴覚障害や視覚障害等により、情報の入手が困難な方やコミュニケーションが困難な方について、障害

特性に応じた ICT 等を活用し、情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実に努めます。 

 

◆成果指標 

No. 成果指標 現状値 目標値 方向性 

1 川越市総合福祉センターの障害のある人の延利

用者数（人） 
9,0833 20,000  

2 外出の際に困っていることが「特にない」障害のある

人の割合 
30.6% 25.0%  

主な

事業 

No.104 川越市総合福祉センターの充実、No.109 障害者の余暇活動支援の検討 

No.110 移動支援事業の充実 

※現状値は令和４年度の実績値です。 

※No.1 は障害のある人を対象とした川越市障害者福祉に関するアンケート調査で「健康管理や医療

について困ったり不便に思うこと」について「特にない」と答えた障害のある人の割合。 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数が大きく落ち込んでいるため、目標値は新型コロナ

ウイルス感染症が流行する以前の実績値を踏まえ設定しています。  

 

3 ≪参考≫令和元年度実績値：19,424 人 
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第 5 章 事業の展開 
 

施策分野１ 差別解消・相互理解・権利擁護 

◉1 差別の解消及び相互理解の促進 

No. 事業名 概要 担当課 

１ 行政サービスの提供における障

害のある人への配慮 

障害者差別解消法等に関する職員研修を

行い、川越市が行政サービスの提供にあた

り、障害者差別解消法に基づく必要かつ合

理的な配慮を行うとともに、サービスの質の向

上に努めます。 

職員課 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

職員研修実施回数 ３ ３ 

2 

 

行政サービスの提供における障

害のある人への配慮 

 

障害者差別解消法等に関する職員研修を

行い、川越市が行政サービスの提供にあた

り、障害者差別解消法に基づく必要かつ合

理的な配慮を行うとともに、サービスの質の向

上に努めます。 

障害者福祉課 

職員課 

 

活動指標 実績値 目標値 

職員研修実施回数 3 ３ 

３ 手話に対する理解の促進及び

手話の普及 

聴覚障害者や手話に対する理解を促進し、

手話の普及を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

市長メッセージへの手話通訳

者の配置件数 

１ １ 

４ 選挙における配慮 障害特性に応じた選挙に関する情報の提供

に努めます。また、移動に困難を抱える障害

者に配慮した投票所のバリアフリー化を進める

とともに、知的障害を抱える方がスムーズに投

票を行える環境を整えるなど、投票所での投

票が困難な障害者に対する投票機会の確

保に努めます。 

選挙管理委員会

事務局 

活動指標 実績値 目標値 

投票所及び出入口の階段の

解消・車いす用の記載台・点

字器等の設置割合 

100% 100% 
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No. 事業名 概要 担当課 

５ 広聴活動の充実 障害のある人のニーズを把握し、施策への反

映を図ります。 

広聴課 

活動指標 実績値 目標値 

団体・個人からの陳情・要望

等件数 

団体：11 件 

個人：29 件 

－ 

６ 障害者団体・家族会等への支

援 

障害者団体、家族会等が行う自主的な活

動を支援し、障害のある人の自立を促進しま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

補助金交付件数 13 - 

７ 障害当事者の参加の促進 市が計画する様々な施策について、関係部

署と連携し、その意思形成過程である附属

機関等へ様々な障害種別の人が参加する

機会が増えるよう努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

附属機関の委員のうち障害当

事者の割合(%) 

2.3% 3.0% 

８ 障害者交流事業等（参加型

啓発事業）の充実 

子どもや高齢者、障害のある人もない人も、

みんなが参加できるように工夫した各種の催

し物や体験、スポーツ等を通して、相互理解

を深めることを目的に「福祉の市」や「スポー

ツ・レクリエーションのつどい」を実施します。ま

た、高齢者や障害のある人たちの創作品の

展示や販売を行う「障害者週間のつどい事

業」を充実します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

事業開催回数 2 3 

９ 地域施設交流事業の支援 障害者福祉施設利用者交流会を通じて施

設利用者の権利と福祉の向上及び地域福

祉の促進を目指し、後援等の支援を実施し

ます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

補助金交付件数 1 - 
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No. 事業名 概要 担当課 

１０ 障害者週間記念事業の充実 障害者週間（12 月３日～12 月９日）に

ついて、広報等により周知を図るほか、「障害

者週間の集い」を開催し、障害者週間記念

事業の充実に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

実施回数 0 1 

１１ 総合的な福祉教育の推進 教育機関等と協力し、子どもたちがさまざまな

人と継続的に関わり合う中で、「福祉の心」を

育むことを目的とした子ども向け福祉啓発活

動を充実させるとともに、地域住民を対象に、

福祉に関する理解と関心を高めるための講演

会や講座等を開催します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

ボランティア講座開催数 5 5 

 

◉2 権利擁護の推進、虐待の防止 

No. 事業名 概要 担当課 

12 福祉サービス利用援助事業及

び法人後見事業の推進 

判断能力が不十分な障害のある人などが安

心して暮らせるよう福祉サービス利用援助事

業及び法人後見事業を促進し、関係機関と

連携を図りながら、権利擁護の推進に努めま

す。 

川越市社会福祉

協議会 

活動指標 実績値 目標値 

福祉ｻｰﾋﾞｽ利用援助事業実

施回数 

684 750 
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No. 事業名 概要 担当課 

13 成年後見等制度利用支援事

業の充実 

 

判断能力の十分でない認知症の高齢者や

障害のある人が地域で安心して暮らしていけ

るよう、川越市成年後見制度利用促進計

画（令和３年度から令和８年度）に基づ

き、後見人等に対する報酬の助成を継続し

て実施するとともに、本人及び親族による後

見等開始の申立てが難しい方に対し、市長

申立てを行います。 

また、成年後見制度の利用を希望する市民

が身近な地域で相談でき、権利擁護が必要

な方を早期に発見・支援するため、中核機

関を設置し、広報、相談、成年後見制度利

用促進、後見人等支援といった各機能を順

次、整備・拡充します。 

高齢者いきがい課 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

市長申立て件数  高齢者いきがい課         32 

障害者総合相談支援センター 8 

30 

10 

14 虐待の防止及び早期発見・早

期対応の推進 

 

 

関係機関との連携のもと、児童や高齢者、

障害のある人等に対する虐待の防止及び早

期発見・早期対応に努めます。 

こども家庭課 

障害者総合相談

支援センター 

福祉相談センター 

活動指標 実績値 目標値 

相談件数 

障害者の虐待防止等に関す

る相談・通報窓口の設置 

通報件数 

491 

 

設置（1 箇所） 

 

- 

 

設置（1 箇所） 

- 
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施策分野２ すみよい福祉のまちづくり 

○1 生活環境の整備 

No. 事業名 概要 担当課 

15 歩道のバリアフリー化の推進 市道 0016 号線歩道整備工事を推進し、

車両乗入れ部や横断歩道との接続部におけ

る波打ち歩道を解消することにより、高齢

者、障害者等の異動上の利便性及び安全

性の向上を図ります。 

道路環境整備課 

 

活動指標 実績値 目標値 

歩道整備工事（市道 0016

号線 施工延長） 

※R6 年度全線完了予定 

 

408.8ｍ 

 

- 

16 路上放置物等の撤去・啓発・

指導の推進 

 

安全な通行を確保するため、路上などにある

放置物等の撤去・啓発・指導を行い、障害

のある人が利用しやすい交通環境の整備を

進めます。 

道路環境整備課 

防犯・交通安全

課 

活動指標 実績値 目標値 

是正割合 

（是正件数/要望件数） 

撤去台数 

88.0% 

 

246 

90.0% 

 

246 

17 市営住宅の整備 障害のある人に配慮した市営住宅の整備を

推進します。 

建築住宅課 

活動指標 実績値 目標値 

設置件数 2 件（累計 318 件） － 

18 住宅改造費助成の利用促進 重度身体障害者居宅改善整備費補助制

度等の住宅改造費の利用促進に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

補助金交付件数 2  
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No. 事業名 概要 担当課 

19 公共的建築物等のバリアフリー

化の推進 

「埼玉県福祉のまちづくり条例」に基づき、多く

の市民が利用する公共的建築物及び民間

建築物について、障害のある人の利用に配

慮した施設・設備となるよう事業者に対して

指導を行い、バリアフリー化を推進します。 

建築指導課 

活動指標 実績値 目標値 

適合割合（適合件数/届出

件数) 

27.0% 

(13/48) 

- 

20 公園施設の整備 障害のある人が安全で快適な公園の利用が

できるよう「埼玉県福祉のまちづくり条例」に基

づき、公園施設の整備に努めます。 

公園整備課 

活動指標 実績値 目標値 

バリアフリー化された都市公園

数割合 

72.3% 

(235/325) 

73.5% 

(239/325) 

21 まちづくりにおけるユニバーサル

デザインの推進 

景観計画区域内における届出ガイドラインや

ホームページの中で、建築計画やまちづくりの

際の配慮事項の一つとしてユニバーサルデザイ

ンを紹介し、普及啓発に努めます。 

都市景観課 

活動指標 実績値 目標値 

ガイドライン配付数 50 冊以上／月 50 冊以上／月 

 

◉2 防災対策の推進 

No. 事業名 概要 担当課 

22 防災意識の啓発 防災講話、防災訓練の機会を通じて、防災

知識の普及・啓発に努めます。 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

広報・防災講話等による防災

意識の啓発 

実施（広報・防災講話等を通して、防災知

識の普及・啓発を行った。） 

防災意識の啓発

件数 30 回 
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No. 事業名 概要 担当課 

23 自主防災組織の育成指導 住民による自主的な防災活動を促進し、地

域の災害対応力を高めるため自主防災組

織や防災に関するボランティアの育成を図り、

障害のある人への理解促進や避難支援、情

報連絡体制の確立を図ります。自主防災組

織の結成率の向上を図ります。 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

自主防災組織結成率 81.9% 88.0% 

24 施設における防災体制づくりの

推進 

必要に応じて障害者施設における災害時の

避難計画策定に関し助言を行うなど、施設

における防災体制づくりを推進します。 

障害者福祉課 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

避難確保計画未作成施設へ

の助言・指導件数 

 

- 

避難確保計画未

作成の施設の作

成率 100％ 

25 避難行動要支援者の避難支

援体制の充実 

災害時に自力で避難することが困難な高齢

者や障害のある人（避難行動要支援者）

の情報を地域の支援者等（自治会、民生

委員児童委員）に提供し、避難行動要支

援者が必要な支援を受けられる体制の充実

を図ります。 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

個別避難計画作成数 - 400 

26 防災情報メール配信サービス

の推進 

聴覚障害者や防災行政無線を聞き取りにく

い方のために、より確実に災害情報を提供で

きるようにするため、メール配信サービスを充

実します。 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

登録者数 13,823 15,000 

27 福祉避難所運営体制の整備 福祉避難所に円滑な避難ができるよう福祉

避難所運営体制の整備を図ります。 

防災危機管理室 

活動指標 実績値 目標値 

協定締結数 29 32 
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○3 防犯対策の推進 

No. 事業名 概要 担当課 

28 緊急通報システムの促進 ひとり暮らしの重度身体障害者の緊急時にお

ける安全を確保するため、緊急通報システム

の普及を促進します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

設置件数 10 - 

29 地域における防犯推進体制の

整備 

防犯に配慮したまちづくりの研究に努めるとと

もに、自治会等の各種団体を中心に「地域

の安全は地域で守る」という意識にたち、防

犯推進体制の整備に努めます。 

防犯・交通安全

課 

活動指標 実績値 目標値 

自主防犯パトロール活動の団

体数 

337 337 

30 犯罪情報・防犯情報の収集と

提供 

警察等関係機関との緊密な連携のもと、犯

罪情報や防犯等に関する情報を収集し、効

果的な情報提供に努めます。 

防犯・交通安全

課 

活動指標 実績値 目標値 

メール配信サービスの登録件

数 

9,773 14,000 

31 消費生活トラブルに関する相

談の充実 

契約に関わる被害の未然防止につながる情

報提供の充実と消費生活相談を行い、日常

生活における損害を防ぎます。また、福祉総

合相談窓口との連携により、消費生活トラブ

ルの早期発見・早期対応に努めます。 

広聴課 

活動指標 実績値 目標値 

出前講座等実施回数 0 5 
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施策分野３ 保健・医療サービスの充実 

○1 保健サービスの充実 

No. 事業名 概要 担当課 

32 乳幼児相談の推進 育児不安の解消及び保護者同士の情報交

換の場の提供により、乳幼児の健全な育成

を図ります。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

実施回数 49 - 

33 難病対策の充実 講演会の開催や患者会の支援、個別相談

等を通し、難病患者及び家族の生活の質の

向上を図ります。また、保健指導が必要な者

及び家族に対して、保健師等が訪問して必

要な指導を行います。 

健康管理課 

活動指標 実績値 目標値 

訪問指導延べ人数 9 15 

34 発育発達相談の推進 心身の発育・発達に不安や心配がある乳幼

児の診察・相談等を実施し、健やかな育成と

育児についての支援を行います。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

相談者数（組） 55 - 

35 長期療養児支援の推進 ダウン症などがある子どもの保護者が情報交

換を通じ、互いに助け合えるよう支援します。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

実施回数 10 11 

36 妊産婦健康診査の推進 妊婦健康診査費用の一部を助成し、定期

的な受診を勧奨することで、妊婦や胎児の健

康管理等に努めます。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

定期的な健診受診の勧奨 - - 
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No. 事業名 概要 担当課 

37 乳幼児健康診査の推進 乳幼児を対象に身体発育・精神発達の両

面から健診を行い、子どもの健全育成を図る

とともに、保護者の育児不安の解消を図りま

す。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

受診率 

4 か月児健診 

1 歳 6 か月児健診  

3 歳児健診  

 

93.6％ 

97.5％ 

94.8％ 

 

96.0％ 

97.0％ 

95.0％ 

38 身体障害者健康診査事業の

実施 

日常生活において、常時車いすを使用してい

る在宅の障害のある人に対し、広報等を通じ

て健康診査の実施及び周知を行い、床ず

れ、変形、膀胱機能障害等の二次障害の

予防を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

受診人数 2 - 

39 精神保健福祉相談の充実 精神障害（発達障害及び高次脳機能障

害を含む。）のある人やその家族などからの

精神保健に関する相談を受け、問題解決に

向けた支援を行います。 

保健予防課 

活動指標 実績値 目標値 

相談者数 4,082 5,000 

40 精神保健福祉家族教室の充

実 

精神障害のある人の家族に必要な知識や情

報を提供します。また、同じ悩みを抱える参

加家族の交流を図ります。 

保健予防課 

活動指標 実績値 目標値 

参加者数 38 40 

41 ひきこもり公開講座の充実 ひきこもりに関する正しい理解と知識の普及を

図るための講座を実施。 

保健予防課 

活動指標 実績値 目標値 

参加者数 30 30 
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○2 障害者医療等の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

42 重度心身障害者医療費支給

制度の推進 

医療保険制度が適用される医療費の一部

負担金を助成する重度心身障害者医療費

支給制度の安定的な運営を行い、重度心

身障害のある人への福祉の増進を図ります。 

高齢・障害医療

課 

活動指標 実績値 目標値 

資格登録者数 6,274 - 

43 自立支援医療制度の推進

（更生・育成） 

 

心身の障害を除去、軽減するための医療に

ついて、医療費の自己負担額の一部を給付

する自立支援医療制度を推進します。 

健康管理課 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

受給者数（育成） 

受給者数（更生） 

46 

769 

- 

- 

44 小児慢性特定疾病医療給付

の推進 

小児の慢性疾病のうち、国が指定した特定

疾病について病気の治療研究を推進し、家

族の経済的負担を軽減するため必要な医療

の給付を行っていきます。 

健康管理課 

活動指標 実績値 目標値 

受給者数 374 - 

45 自立支援医療制度の推進

（精神通院） 

精神通院に係る医療費の自己負担額の一

部を給付する自立支援医療制度を推進しま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

受給者数 5,847 - 

46 障害者歯科診療の充実 川越市ふれあい歯科診療所において障害者

歯科診療を行っていきます。また、障害者歯

科相談医との連携を図ります。 

ふれあい歯科診

療所 

活動指標 実績値 目標値 

利用者数 1,972 - 
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No. 事業名 概要 担当課 

47 障害者医療に関する情報収

集・情報提供 

障害がある人に必要な医療等が提供される

よう、障害者医療に関する具体的な事例等

の情報収集に努め、医療機関等への情報の

提供を図ります。また、身近な地域の医療機

関に関する情報提供に努めます。 

保健医療推進課 

活動指標 実績値 目標値 

市内医療機関等を地図上に

表示した冊子の作成・配布及

びホームページの更新 

1 1 

48 障害者（児）の歯科保健事

業の推進 

社会福祉施設等における歯科健診及び在

宅も含めた歯科保健指導の推進を図りま

す。ニーズ調査等を行い、小児期からの歯と

口の健康づくりを推進します。 

健康づくり支援課 

活動指標 実績値 目標値 

①研修会の回数 

②会議の回数 

①1 回 

②10 回 

①1 回 

②10 回 

49 ひとり親家庭等医療費支給制

度の推進 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し

経済的負担を軽減するため、医療機関など

にかかったときの保険診療による一部負担金

について助成を行っていきます。 

こども政策課 

活動指標 実績値 目標値 

受給者数（人） 5,659 - 
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施策分野４ 療育体制及び学習機会の充実 

○1 療育体制の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

50 障害児通所支援事業の充実 児童発達支援、放課後等デイサービス、保

育所等訪問支援等の障害児通所支援事

業について、提供体制の確保及び安定に努

めるとともに、その質の向上を促進します。 

療育支援課 

活動指標 実績値 目標値 

重症心身障害児を主たる対

象とする事業所数 
2 3 

51 保育所、幼稚園等への訪問

支援の充実 

発育・発達に不安や心配のある子どもが通う

保育所、幼稚園等に専門スタッフが訪問し、

必要な支援を行います。 

児童発達支援セ

ンター 

活動指標 実績値 目標値 

訪問支援件数 10 60 

52 障害児保育の充実 成長の過程で発達に課題のある子どもが集

団生活の中で健やかな発達が可能となるよ

う、障害児保育の充実に努めます。 

保育課 

活動指標 実績値 目標値 

公立保育園における加配保

育士配置人数 
79 - 

53 保育士研修の充実 保育士の資質の向上を図るために、市内の

保育施設の職員を対象に、障害児保育に関

連した研修会等を実施します。また、保育所

においては、学習会等を行ってよりよい保育を

目指します。 

保育課 

活動指標 実績値 目標値 

実施回数 1 1 
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No. 事業名 概要 担当課 

54 児童発達支援センターの充実 発育・発達に不安や心配のある子どもの特性

に応じた療育支援及び保護者への相談支援

を実施します。また、関係機関との連携を強

化する等、地域における療育支援体制を推

進します。 

児童発達支援セ

ンター 

活動指標 実績値 目標値 

①通園延べ人数 

②一般相談人数 

③専門相談人数 

①9,981 人 

②2,473 人（計画相談含む） 

③3,116 人 

①9,780 人 

②2,650 人 

③4,450 人 

55 家庭児童相談体制の充実 障害のある子どもの保護者に対する面接、電

話、家庭訪問等による相談の充実を図りま

す。また、他機関との連携を図りながら、乳幼

児健診後の相談・支援の充実に努めます。 

こども家庭課 

活動指標 実績値 目標値 

相談件数 10,878 - 

56 親子教室の充実 発育・発達に不安や心配のある子どもとその

保護者に対し、親子や同年代の子どもとの

様々な遊びや活動を通して、子どもの言葉や

心身の発達支援および保護者支援を目的と

する親子教室の充実を図ります。 

児童発達支援セ

ンター 

活動指標 実績値 目標値 

開催回数 275 295 

57 就学相談の充実 幼児や児童生徒のよりよい学びの場の提供

のため、各関係機関と情報交換を行い、就

学支援委員会の意見をもとに、本人及び保

護者との就学相談を一層充実させます。ま

た、障害児保育対象児の保護者と幼稚園・

保育園・学校等との連絡を密にし、就学相

談を行っていきます。 

教育センター 

活動指標 実績値 目標値 

就学支援委員会の意見と就

学先が合致した割合 

87.2% 90.0% 
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○2 学校教育の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

58 特別支援教育の充実 児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた

支援を行っていきます。特別支援学級や通

級指導教室等の多様な学びの場とインクルー

シブ教育を推進します。通常の学級の児童

生徒に対しては学級運営支援員や特別支

援教育支援員を配置し、きめ細やかな支援

を行います。 

教育センター 

活動指標 実績値 目標値 

特別支援学級設置率 83.3% 100.0% 

59 特別支援教育の理解・啓発の

促進 

特別支援教育推進委員会が作成した啓発

資料を小・中学校の児童生徒に配布して有

効活用することにより、特別支援教育の理

解・啓発を促進します。また、保護者向けの

啓発資料の作成やセミナーを開催し、特別

支援教育や特別支援学級、特別支援学

校、通級指導教室についての理解と啓発を

図ります。 

教育センター 

活動指標 実績値 目標値 

啓発資料発行部数 7,100 7,100 

60 特別支援教育研修の充実 児童生徒一人ひとりに応じた教育の充実を

図るため、教職員が特別支援教育に係る実

践的な指導力を高められる研修を実施しま

す。 

教育センター 

活動指標 実績値 目標値 

特別支援教育に係る教職員

研修達成度 
4.3 4.5 

61 教育相談体制の充実 教育センター第一分室において、面接相談、

電話相談及び適応指導の機能の充実を図

るとともに、総合的な相談体制の充実に努め

ます。 

教育センター 

活動指標 実績値 目標値 

リーフレット配付校数 56 56 
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No. 事業名 概要 担当課 

62 特別支援学校の整備・充実 学校教育目標「ひとりだちする生徒」の具現

化を目指すため、特別支援学校における教

育活動の充実と学習環境の整備を図りま

す。 

特別支援学校 

 

活動指標 実績値 目標値 

保護者アンケートで「入学させ

てかなりよかった」「入学させてよ

かった」と答えた割合 

95.8% 100.0% 

63 放課後児童健全育成事業の

充実 

学童保育室において、入室条件を満たした

入室を希望する障害のある児童を受け入れ

るために必要な環境を整え、保育の充実に努

めます。 

教育財務課 

活動指標 実績値 目標値 

入室を希望する障害のある児

童数に対し、実際に入室した

児童数の割合 

100.0% 100.0% 

64 特別支援学校のセンター的機

能の充実 

特別支援学校が、保護者に対する相談活

動や小・中学校等へのセンター的な役割を担

えるよう支援体制の充実を図ります。 

特別支援学校 

 

活動指標 実績値 目標値 

特別支援教育コーディネーター

等による学校訪問回数 
36 50 

 

  



第 5 章 事業の展開   

 

71 

 

施策分野５ 雇用・就労の促進 

◉1 雇用・就労環境の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

65 公共職業安定所等との連携

の推進 

 

障害のある人の就労機会の拡大や雇用の継

続を図るため、公共職業安定所等との連携

を推進します。 

雇用支援課 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

就職面接会実施回数 

川越市しごと支援事業担当者

会議開催回数 

2 

11 

2 

10 

66 雇用啓発活動の強化 川越地域雇用対策協議会において、障害の

ある人の雇用を啓発するように働きかけます。

また、「障害者雇用支援月間」（毎年９

月）に啓発資料の配布などの協力をし、障

害のある人の雇用啓発運動の強化に努めま

す。 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

就労支援セミナー参加者数 - 40 

67 市職員への障害のある人の雇

用促進 

障害者活躍推進計画に基づき、職域の拡

大等を進め、今後も障害のある人の市職員

としての雇用を推進します。 

職員課 

活動指標 実績値 目標値 

障害者雇用率 2.37% 3.00% 

68 就労支援事業の充実 障害のある人とその家族などからの相談を受

け、相談内容に応じた支援を行うことで、安

定した職場定着に向けた就労支援の充実に

努め、障害のある人の雇用を促進します。 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

新規就労者数 14 50 
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No. 事業名 概要 担当課 

69 障害者就業・生活支援センタ

ーの活用 

障害のある人の雇用、保健福祉、教育等の

関係機関の拠点として、就業面及び生活面

における一体的な支援を行う障害者就業・

生活支援センターの活用を促進します。 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

地域自立支援協議会仕事・

活動部会の開催 

1 1 

 

○2 就労施設での就労の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

70 多様な就労機会の拡充 一般就労が困難な障害のある人が適性に応

じて働けるように、就労継続支援事業所など

多様な就労機会の拡充に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

定員数/支給決定数 115.4%（R5.3.31 時点） 

(定員)1976／（支給決定者）1711 

100.0％ 

71 展示・販売コーナー設置の促

進及び販路拡大 

障害者施設等で障害のある人が製作した製

品を販売する展示・販売コーナーの設置を促

進するなど、販路拡大の支援に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

販売コーナー等の設置回数 13 50 

72 障害者就労施設等からの物

品調達等の充実 

障害者優先調達推進法に基づき、障害者

就労施設等の提供する物品・委託等サービ

スの優先調達に関する方針を策定し、障害

者就労施設等からの優先調達の拡大を図り

ます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

調達実績額 7,384,460 10,000,000 
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施策分野６ 福祉サービスの充実・向上 

◉1 地域生活支援体制の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

73 地域生活支援拠点等の推進 障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き

後」を見据えた居住支援のため、地域生活

支援拠点等の検証及び検討により取組を推

進します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

地域移行者数 0 18 

74 重度障害者に対応する事業

所への支援の促進 

地域で暮らす重度障害者または重度重複障

害者に対し適切な支援を提供するため、レス

パイトケアを実施することが可能な施設の拡

充、日中活動を支援する障害福祉サービス

事業所の拡充、医療的ケアの専門的知識を

有するコーディネーターの養成など、総合的な

支援の実施方法について検討を行います。ま

た、重度の障害のある人を受け入れる事業

所への支援に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

入所待機者数 81 70 

75 民間福祉施設の整備 障害がある人の生活の場や日中活動の場を

確保し、障害福祉サービスを充実させるた

め、社会福祉法人等が設置する施設の整備

費用を一部補助し、各種障害者施設等の

整備を促進します。 

 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

補助金交付件数 0 - 

76 障害者支援施設の整備 既存障害者支援施設の整備を支援するとと

もに、新規整備については、施設の必要性を

考慮し、国及び埼玉県と協議を行いながら検

討を進めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

定員数 260 260 
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No. 事業名 概要 担当課 

77 各種手当等の充実 障害のある人及び家族の経済的負担を軽

減するため、国・県の動向を勘案しながら、各

種手当等の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

①特別障害者手当・障害児

福祉手当・経過的措置として

の福祉手当受給者数 

②在宅心身障害者手当受給

者数 

③難病患者見舞金申請者数 

①延 5,833 

②延 64,310 

③2,415 

- 

78 ホームヘルプサービスの充実 家庭を訪問し障害のある人の日常生活を支

え、本人や家族の負担を軽減するため、サー

ビス等利用計画に基づいた適切な支援を提

供し、ホームヘルプサービスの充実を図りま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

利用者数 6,840 - 

79 巡回入浴サービスの充実 家庭での入浴が困難な障害のある人に巡回

入浴サービスの充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

実施回数 1,195 - 

80 短期入所等の充実 重度障害者等に対して一時的に介護が困

難な方のために、短期入所や日中一時支援

の充実を図ります。また、関係機関へ短期入

所整備に係る周知等総合的な支援を行いま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

事業所定員数 67 73 

81 緊急一時保護の推進 保護者または家族の冠婚葬祭等により、緊

急に保護を必要とする障害のある人を保護す

る緊急一時保護を継続して推進します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

緊急一時保護実施回数 0 10 
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No. 事業名 概要 担当課 

82 居宅介護サービスの充実 被保険者となった障害者が利用する居宅介

護サービスの充実を図るとともに、福祉サービ

スを総合的に提供する共生型サービスの推

進を図ります。 

介護保険課 

活動指標 実績値 目標値 

利用者数 13,911 - 

83 日常生活用具費支給事業の

推進 

重度障害者等の日常生活がより円滑に行わ

れるための用具の購入等に係る費用の支給

を充実します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

支給件数 6,937 - 

84 補装具費支給事業の推進 身体障害者等の機能障害を補い、日常生

活能力の向上を図るため、補装具の購入や

修理に係る費用の支給を充実します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

支給件数 651 - 

85 福祉施設の連絡調整会議の

支援 

地域福祉を促進するため川越市障害者福

祉施設連絡協議会を支援します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

支援件数 1 - 

86 自立支援協議会の充実 

 

地域における障害者等への支援体制に関す

る課題についての情報共有及び関係機関等

の連携の緊密化並びに地域の実情に応じた

体制整備に関する協議を実施します。 

障害者総合相談

支援センター 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

自立支援協議会（全体会及

び個別部会）の開催回数 

6 

 

10 
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No. 事業名 概要 担当課 

87 高次脳機能障害の地域支援

体制の整備 

高次脳機能障害により日常生活及び社会

生活への適応に困難を生じている人が、医療

と福祉の一体的な支援を受けられるよう、高

次脳機能障害者支援センターを含む関係機

関との連携を推進しネットワークの構築による

支援体制の整備に努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

自立支援協議会協議回数 0 1 

88 発達障害児（者）の地域支

援体制の整備 

 

発達障害児（者）のライフステージに応じた

切れ目のない支援体制の整備を推進するた

め、関係機関等の連携の緊密化を促進しま

す。また、支援ツールであるサポート手帳の普

及促進に引き続き努めます。 

障害者総合相談

支援センター 

障害者福祉課 

 

活動指標 実績値 目標値 

自立支援協議会こども部会開

催回数 

サポート手帳配付数 

1 

 

13 

3 

 

20 

89 地区別福祉プランの充実 

 

地区で抱える福祉課題を解決するための具

体的な方法や目標を定める地区別福祉プラ

ンを、22 地区すべてにおいて推進できるよう

支援します。 

社会福祉協議会 

福祉推進課 

活動指標 実績値 目標値 

地区別福祉プラン策定地区

数 

地区別福祉プランの取組状況 

 

22 

R3：67.84％ 

 

22 

前年度以上 

90 地区別福祉懇談会開催の支

援 

地区内の各種団体及び関係機関が一堂に

会し、地区における福祉に関する問題の把握

及びその解決のための地区別福祉懇談会を

設置し、当該地区内の相互理解と更なる地

区社協の基盤強化を図り、地域福祉の推進

を支援します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

実施地区社協数 8 22 
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No. 事業名 概要 担当課 

91 コミュニティソーシャルワーカー配

置事業の充実 

 

地域における福祉課題を改善・解決するため

の中心的な役割を担い、相談支援や地域づ

くりなどを一体的に行うコミュニティソーシャルワ

ーカーの活動の充実を図ります。 

社会福祉協議会 

福祉推進課 

活動指標 実績値 目標値 

支援回数 

CSW の配置人数 

2,633 

10 

 

 

92 コミュニティソーシャルワーク実

践者の養成 

 

要支援者を早期発見し、地域とのつながりを

活かしながら支援を行うために、支え合い活

動等の研修を実施しコミュニティソーシャルワー

クを推進します。 

社会福祉協議会 

福祉推進課 

活動指標 実績値 目標値 

養成講習開催回数 

養成研修累計受講者数 

1 

191 

 

 

93 ボランティア活動普及推進事

業の充実 

障害のある人を援助するボランティア組織の

強化及び地域住民による援助体制の確立を

支援します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

ボランティア登録者・団体数 152 団体 

223 人 

200 団体 

400 人 

94 ボランティアセンターの充実 ボランティアセンターにおける、ボランティア活動

を支援します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

マッチング数 2,333 5,000 
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○2 日中活動の場の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

95 通所サービス等の充実 生活介護、自立訓練、就労支援等の障害

福祉サービスを提供する事業所や地域活動

支援センターなど日中における機能訓練等の

活動の場を充実します。そのために事業者へ

必要な情報提供等総合的な支援を行いま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

定員数/支給決定数(%) 114.1% 

（障害福祉サービス定員数）2012 人 

/（支給決定数）1763 人 

100.0％ 

96 みよしの支援センター・職業セ

ンターの充実 

一般企業等での就労が困難な人に働く場を

提供するとともに、知識及び能力の向上のた

めの必要な訓練を行い、公設の就労継続支

援事業所として、整備充実を図ります。 

職業センター 

活動指標 実績値 目標値 

一般就労及び就労移行支援

や就労継続支援 A 型サービス

へステップアップする者 

1 - 

 

○3 相談支援体制の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

97 相談支援事業の充実 

 

障害者等が自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、障害者等からの相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言その

他の障害福祉サービスの利用支援等を行い

ます。 

障害者総合相談

支援センター 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

障害者等相談支援事業にお

ける相談支援件数 

相談支援専門員数 

 

7,576 

44 

 

8,000 

50 
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No. 事業名 概要 担当課 

98 計画相談・地域相談支援の

充実 

サービス等利用計画及びモニタリングによる計

画相談支援の充実並びに障害のある人の地

域への移行及び定着を支援する地域相談

支援の推進を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

相談支援専門員数（常勤換

算） 

38.4 50 

99 障害者相談員の充実 地域の気軽な相談窓口として、身体障害者

相談員、知的障害者相談員による相談体

制の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

身体・知的障害者相談員数 16 - 

100 障害者総合相談支援センター

の充実 

障害者等が、安心して充実した生活を送るこ

とができるよう、 障害者等に関するあらゆる

相談に応じ、 生活・就労の両面から総合的

な支援を行います 。 

障害者総合相談

支援センター 

活動指標 実績値 目標値 

障害者総合相談支援センター

における相談件数 
4,163 4,200 

 

○4 サービスの質の維持・向上 

No. 事業名 概要 担当課 

101 福祉サービス第三者評価制度

の周知 

サービス事業者が第三者の目で一定の基準

に基づいた評価を受けられるよう、埼玉県が

行っている第三者評価制度を周知します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

集団指導等での制度の周知

回数 
1 1 

102 障害福祉サービス等の質の確

保 

障害福祉サービス事業者等に対して指導を

行い、障害福祉サービス等の質の確保及び

自立支援給付等の適正化を図ります。 

指導監査課 

活動指標 実績値 目標値 

指導実施率 100% 100% 
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施策分野７ 社会参加の拡充 

○1 文化活動・余暇活動の充実 

No. 事業名 概要 担当課 

103 川越市総合福祉センターの充

実 

スポーツ活動や文化芸術活動をとおして余暇

活動の支援や健康づくりの支援を行うことによ

り、障害のある人の自立支援や生きがいづく

り、健康の維持増進等を推進します。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

講座の開催数 264 270 

104 障害者スポーツ大会の参加促

進 

市内の障害のある人に積極的に呼びかけ、ス

ポーツを通じて交流を図り、社会参加を促進

します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

開催回数 1 1 

105 文化芸術活動の推進 障害の有無にかかわらず、文化芸術を鑑賞・

参加することができる文化芸術事業を推進

し、障害のある人の社会参加を促進するよう

努めます。 

文化芸術振興課 

活動指標 実績値 目標値 

ホール公演における車イス等配

慮の必要な人の入場者数 
- 10 

106 スポーツ交流の促進 市で開催する各種スポーツ事業に障害のある

人が参加できるような環境整備を図り、障害

のない人とのスポーツ交流を図ります。 

スポーツ振興課 

活動指標 実績値 目標値 

スポーツ教室の参加人数に対

する障害のある人の参加割合 
9.5% 15.0% 

107 障害者対応事業を実施するた

めの研修会の充実 

公民館等社会教育に携わる市職員を対象

に、障害のある人を理解するため障害に関す

る専門の講師を依頼して研修会を実施しま

す。 

地域教育支援課 

活動指標 実績値 目標値 

研修会実施回数 1 1 
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No. 事業名 概要 担当課 

108 社会教育に関する講座・学級

の充実 

社会教育講座・学級を充実することで障害

のある人の社会参加を促進し、障害のある人

への理解及び交流の促進を図ります。 

中央公民館 

活動指標 実績値 目標値 

講座・学級等の延参加者数 18,846 23,000 

109 障害者の余暇活動支援の検

討 

障害のある人の余暇活動支援について、課

題及び先進事例等の情報を収集し、充実に

向けて検討を行います。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

川越市総合福祉センターの障

害者の延利用者数 

9,083 20,000 

 

◉2 外出や移動の支援 

No. 事業名 概要 担当課 

110 移動支援事業の充実 障害のある人の社会生活上不可欠な外出

及び余暇活動などの社会参加のための外出

支援を充実します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

延べ利用者数 1,410 - 

111 生活サポート事業の充実 障害のある人に送迎サービスや外出支援等

を行う団体に対し、補助を行います。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

生活サポート登録者数 1,047 - 

112 行動援護、同行援護の充実 自己判断能力が制限されている人や重度の

視覚障害者が行動するときの必要な支援、

外出支援を提供する行動援護、同行援護

の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

利用者数 

 行動援護 

 同行援護 

 

1,099 

865 
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No. 事業名 概要 担当課 

113 福祉タクシー等移動手段の充

実 

障害のある人の移動手段のために、福祉タク

シー及びガソリン購入費の助成制度の充実を

図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

利用登録者数 4,908 5,000 

114 自動車運転免許取得費・改

造費の助成 

自動車運転免許取得費、改造費の助成制

度の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

助成件数 7 10 

115 盲人ガイドヘルパー事業の充

実 

視覚障害者の社会参加を促進するため、盲

人ガイドヘルパー事業の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

派遣人数 713 840 

116 全身性障害者介護人派遣事

業の充実 

自立生活を目指す重度の全身性障害者に

対し、外出援助等を行う全身性障害者介護

人派遣事業の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

介護人登録者数 32 35 

117 福祉バスの貸し出し 障害者団体にバスを貸し出すことにより、障

害のある人の社会参加を促進します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

貸出回数 6 12 

118 福祉車両の貸し出し 障害のある人の社会参加を促進するため、

福祉車両の貸し出しを行います。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

貸出回数 27 30 

119 福祉有償運送の充実 障害のある人に対する移送サービスを確保す

るため、入間東地区福祉有償運送運営協

議会を通じて、非営利法人等が行う福祉有

償運送事業者を支援します。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

登録団体数 12 12 
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No. 事業名 概要 担当課 

120 バスの整備促進 障害のある人が安心して利用できるバスとす

るため、車両のバリアフリー化を促進します。 

交通政策課 

活動指標 実績値 目標値 

市内バス事業者ノンステップバ

ス導入割合 

90.6% 100.0% 

121 デマンド型交通の運行 障害のある人を含め、交通空白地域における

市民の移動を支援し、地域の利便性を向上

させるため、デマンド型交通の運行を実施しま

す。 

交通政策課 

活動指標 実績値 目標値 

デマンド型交通実施地区数 3 3 

122 駅施設の整備促進 障害のある人が安心して利用できる駅とする

ため、駅施設のバリアフリー化を促進します。 

交通政策課 

活動指標 実績値 目標値 

協議会への要望件数 2 2 

 

○3 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援 

No. 事業名 概要 担当課 

123 広報活動の充実 

 

「広報川越」及び「声の広報川越」「点字広

報川越」等を通じて、障害のある人に配慮し

た市政情報等の提供に努めます。 

広報室 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

声の広報・点字広報発行回

数 

12 12 

 

124 行政情報の充実 障害者のしおりや施設パンフレット等、行政情

報や福祉サービスに関する情報について、イン

ターネット等の活用の周知方法を含めて充実

させることにより、障害のある人の特性に応じ

た情報提供の充実を図ります。また、ホームペ

ージから、各種申請書をダウンロードできるよう

努めます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

障害者のしおり発行部数 1,000 1,000 
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No. 事業名 概要 担当課 

125 市ホームページにおけるウェブア

クセシビリティの推進 

市ホームページについて、障害のある人や高

齢者を含む誰もが利用しやすくなるよう、ウェ

ブアクセシビリティの維持に努めます。 

広報室 

活動指標 実績値 目標値 

JIS X 8341-3:20164適合

レベル AA 準拠 
準拠 準拠 

126 手話講習会の充実 初心者や手話通訳者養成等まで、それぞれ

のレベルに応じた多様なコースを開催し、手話

や聴覚障害者に関する市民への啓発、手話

通訳者の養成の充実を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

講習会開催回数 112 119 

127 登録手話通訳者の充実 登録手話通訳者の認定試験受験者に対

し、受験前のスキルアップ研修や試験後のフォ

ローアップ研修を実施し、認定試験合格者の

増員を図り、登録手話通訳者の充実に努め

ます。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

登録手話通訳者数 19 21 

128 手話通訳者派遣事業の充実 聴覚障害者の社会参加の支援及び生活の

基盤を支えるための手話通訳者派遣事業の

充実に努めます。また、外出先での緊急事態

に対応できるよう電子媒体の活用を推進しま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

手話通訳者派遣件数 1 1 

129 手話を使用しやすい環境の整

備 

手話通訳の資格を有する職員の配置や ICT

等の活用により、庁内のバリアフリーを推進

し、手話を使用しやすい環境の整備を図りま

す。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

手話通訳士配置人数 2 2 

 
4 高齢者や障害のある人を含む全ての利用者が、使用している端末、ウェブブラウザ、支援技術などに

関係なく、ウェブコンテンツを利用することができるようにすることを目的とした規格。 
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No. 事業名 概要 担当課 

130 点訳ボランティアの養成 点訳ボランティアや、市内小中学校が実施す

る点字体験を支援するボランティアを養成し、

視覚障害者への理解を深めるとともにコミュニ

ケーション手段の確保と充実を図ります。 

社会福祉協議会 

活動指標 実績値 目標値 

養成講座参加者数 9 15 

131 要約筆記講習会の充実 要約筆記講習会を開催し、要約筆記者を

養成します。また、中途失聴者・難聴者のコミ

ュニケーション支援を図ります。 

障害者福祉課 

活動指標 実績値 目標値 

講習会開催回数 25 25 

132 図書館の障害者サービスの周

知 

図書館の障害者サービス及び所蔵資料につ

いて広く周知するため、特別展示やバリアフリ

ー映画会等の事業を継続的に行います。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

事業実施数 - 8 

133 インターネットを利用したサービ

スの周知 

インターネットを利用してデイジー資料等を提

供するシステム（サピエ図書館等）や、市立

図書館で利用できる音声読み上げ機能等が

ある電子書籍の周知を図ります。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

サピエ図書館または音声読み

上げ機能付き電子書籍の周

知回数 

- 2 

134 アクセシブルな資料の充実 視覚障害者等の読書の機会を確保するた

め、デイジー図書や拡大文字資料などの

様々な形態のアクセシブルな資料の充実と提

供を進めます。当事者の自己啓発等の文化

的生活の促進に努めます。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

録音図書（所蔵資料）の作

成数 
6 14 
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No. 事業名 概要 担当課 

135 デイジー資料等を利用するため

の機器の情報提供 

デイジー再生機や、電子書籍を利用するため

の端末機器に関する情報提供及び使用方

法の支援を行い、デイジー資料や電子書籍

の利用促進に努めます。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

録音図書の年間貸出タイトル

数 
573 770 

136 音訳者等の育成 録音資料製作に携わる人材を確保するた

め、音訳者の養成講座を計画的に実施しま

す。また、資料製作の支援や音訳者等の質

の向上を図るため、定期的な研修を実施しま

す。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

音訳者向け研修の回数 1 2 

137 図書館職員の育成 図書館職員の資質の向上を図るため、障害

者サービスの理解を深める研修やデイジー再

生機等の使用方法に関する研修を実施しま

す。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

職員向け研修の年間回数 - 4 

138 図書館利用のバリアフリー化 利用者のニーズに応じて、段差の解消等の施

設の整備、アクセシブルな資料の棚の設置、

拡大読書機器等の整備、点字やピクトグラム

等を使った表示、インターネットを活用した情

報提供などに取り組み、図書館利用のバリア

フリー化を推進します。 

中央図書館 

活動指標 実績値 目標値 

図書館利用の障壁についての

点検回数 

- 1 
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第６章 障害福祉サービス等の見込量 

１ 数値目標 
 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・令 和 ４年 度 末 時 点 の施 設 入 所 者 数 の６％以 上 が地 域 生 活 へ移 行 することを基 本

とする。 

 ・令 和 ８年 度 末 時 点 の施 設 入 所 者 数 を令 和 ４年 度 末 時 点 の施 設 入 所 者 数 から

５％以 上 削 減 することを基 本 とする。 

 

埼玉県の考え方 

  地 域 移 行 者 数 は国 と同 様 ６％以 上 とするが、施 設 入 所 者 の削 減 数 の数 値 目 標 は

設 定 しない。 

 

 

  市の考え方 

〇 国基本指針に基づき、以下の目標を設定します。 

〇 国 基 本 指 針 の考 え方 にある施 設 入 所 者 の削 減 数 の数 値 目 標 については、埼 玉 県

の考 え方 及 び川 越 市 の状 況 を踏 まえ、設 定 しません。 

 

項目 数値目標（成果目標） 

地域移行者数 令和４年度末時点の施設入所者数２８８人のうち、令和８年度末までに

６％（１８人）以上の人を地域生活に移行する。 

 

【目標達成のための取組】 

・ 市 では、令 和 ６年 度 から令 和 ８年 度 まで、国 ・県 と同 様 に、令 和 ４年 度 末 時 点 の

施 設 入 所 者 数 の６%として、毎 年 度 ６人 （３か年 で合 計 １８人 ）が地 域 移 行 支

援 等 のサービスを利 用 するなどして地 域 生 活 へ移 行 することを目 標 値 とします。 

・ 目 標 値 の達 成 に向 け、住 まいの場 や日 中 活 動 の場 など地 域 生 活 の基 盤 充 実 に努 め

るとともに、障 害 者 支 援 施 設 の入 所 者 の地 域 生 活 への移 行 等 の支 援 やグループホー

ムの利 用 を促 進 することで、障 害 のある人 の地 域 生 活 への円 滑 な移 行 を目 指 します。 

・  重 度 重 複 障 害 者 等 の地 域 移 行 を円 滑 に進 めるための受 け皿 となる、「重 度 重 複 障

害 者 や医 療 的 ケアを必 要 とする重 度 の障 害 者 を受 け入 れることができるグループホーム」

の整 備 に努 めます。 
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《重 度 重 複 障 害 者 》 

主 に次 の３つの場 合 の障 害 を持 つ者 をいう。①盲 ・ろう・知 的 障 害 ・肢 体 不 自 由 ・病

弱 の各 障 害 を２つ以 上 あわせ持 つ者 。②発 達 的 側 面 からみて、精 神 発 達 の遅 れが著 し

い等 、自 他 の意 思 の交 換 及 び環 境 への適 応 が著 しく困 難 であって、日 常 生 活 において常

時 介 護 を必 要 とする者 。③行 動 的 側 面 からみて、多 動 傾 向 、自 傷 行 為 、自 閉 性 、その

他 の問 題 行 動 が著 しく、常 時 介 護 を必 要 とする者 。 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・精 神 障 害 者 の精 神 病 床 から退 院 後 １年 以 内 の地 域 における生 活 日 数 の平 均 を

325.3 日 以 上 とすることを基 本 とする。  

 ・令 和 ８年 度 末 の精 神 病 床 における１年 以 上 の長 期 入 院 患 者 数 （65 歳 以 上 ・未

満 ）の目 標 値 を、国 が提 示 する推 計 式 を用 いて設 定 する。  

 ・精 神 病 床 における早 期 退 院 率 に関 して、入 院 後 ３ヶ月 時 点 の退 院 率 については

68.9％以 上 、入 院 後 ６ヶ月 時 点 の退 院 率 については 84.5％以 上 及 び入 院 後 １

年 時 点 の退 院 率 については 91％以 上 とすることを基 本 とする。 

 

 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

 

  市の考え方 

〇 国基本指針に掲げられている数値目標は、広域の調整が必要なため、埼玉県が設定します。 

〇 埼玉県が設定した目標を達成するための取組の一環として、本市においては引き続き精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。 

 

項目 数値目標（成果目標） 

令和８年度までに保健、医療、福祉関係者によ

る協議の場の設置 
設置 

協議の場の開催回数 年１回以上 

 

【目標達成のための取組】 

・ 精 神 障 害 （発 達 障 害 及 び高 次 脳 機 能 障 害 を含 む。以 下 同 じ。）にも対 応 した地

域 包 括 ケアシステムの構 築 については、令 和 ８年 度 までに保 健 、医 療 、福 祉 関 係 者

による協 議 の場 を設 置 することを目 標 にします。 

・ 精 神 障 害 のある人 が安 心 して地 域 で生 活 を継 続 できるよう、保 健 ・医 療 ・福 祉 が連

携 した会 議 の場 において、地 域 で生 活 する上 で必 要 な資 源 やネットワークの在 り方 に

ついて検 討 していきます。 
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《精 神 障 害 にも対 応 した地 域 包 括 ケアシステム》 

住 み慣 れた地 域 でできる限 り継 続 して生 活 を送 れるように支 えるために、個 々の障 害 の

状 況 やその変 化 に応 じて、福 祉 サービスをはじめとするさまざまな支 援 （住 まい・医 療 ・介

助 ・就 労 支 援 ）を、継 続 的 かつ包 括 的 に提 供 する仕 組 みのこと。高 齢 者 福 祉 分 野 で始

まった取 組 を精 神 障 害 にも対 応 できるよう広 げていく考 え方 。 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・地 域 生 活 支 援 拠 点 等 について、令 和 ８年 度 末 までの間 、各 市 町 村 において整 備 す

るとともに、その機 能 の充 実 のため、年 １回 以 上 運 用 状 況 を検 証 及 び検 討 することを

基 本 とする。 

 

 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

 

  市の考え方 

〇 障害のある人の重度化・高齢化、「親亡き後」を見据えた地域生活支援への更なる充実が求めら

れます。地域生活支援拠点等の機能充実のため、年１回以上、運用状況を検証・検討すること

を基本とします。 

 

項目 数値目標（成果目標） 

地域生活支援拠点設置数 １箇所 

機能検証の実施回数 年 1 回以上運用状況の検証・検討を実施 

 

【目標達成のための取組】 

・ 平 成 29 年 9 月 に設 置 した地 域 生 活 支 援 拠 点 において、地 域 のニーズや課 題 等 を

踏 まえ、本 市 の実 情 に合 わせたネットワーク構 築 等 の体 制 の整 備 を検 討 します。 

・ 体 制 整 備 に向 けて、多 様 な日 中 活 動 の場 の確 保 、居 住 サービスの整 備 、医 療 との

連 携 の強 化 など、市 内 のさまざまな機 関 との連 携 をさらに推 進 します。 

・ 地 域 自 立 支 援 協 議 会 を中 心 に、市 内 の事 業 者 が連 携 し、より充 実 した機 能 を提 供

できるよう、地 域 生 活 支 援 拠 点 の機 能 充 実 を進 めます。 

 

 

《地 域 生 活 支 援 拠 点 》 

障 害 者 の重 度 化 ・高 齢 化 や「親 亡 き後 」を見 据 えた、居 住 支 援 のための機 能 をもつ場

所 や体 制 のこと。居 住 支 援 のための主 な機 能 は、①相 談 、②緊 急 時 の受 け入 れ・対 応 、

③体 験 の機 会 ・場 、④専 門 的 人 材 の確 保 ・養 成 、⑤地 域 の体 制 づくりの５つを柱 として

いる。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・一 般 就 労 への移 行 者 数 を令 和 ３年 度 の 1.28 倍 以 上 にする。 

うち 就 労 移 行 支 援 事 業 を通 じた移 行 者 数 ：1.31 倍 以 上  

就 労 継 続 支 援 Ａ型 を通 じた移 行 者 数 ：1.29 倍 以 上  

就 労 継 続 支 援 Ｂ型 を通 じた移 行 者 数 ：1.28 倍 以 上  

 ・就 労 定 着 支 援 事 業 利 用 者 を令 和 ３年 度 の 1.41 倍 以 上 にする。 

 ・就 労 定 着 率 7 割 以 上 の就 労 定 着 支 援 事 業 所 を２割 ５分 以 上 とする。 

 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

  市の考え方 

〇 国基本指針に基づき、以下の目標を設定します。 

項目 数値目標（成果目標） 

一般就労への移行

者数 

就労移行支援事業等※１を通じて一般就労に移行する者 

令和３年度実績の 1.28 倍以上かつ就労系サービスの目標の合計値以上 

【令和３年度実績】21 人   【令和８年度目標】27 人以上 

うち就労移行支援事業を通じて一般就労に移行する者 

令和 3 年度実績の 1.31 倍以上 

【令和 3 年度実績】  人  【令和 8 年度目標】  人以上 

うち就労継続支援Ａ型事業を通じて一般就労に移行する者 

令和 3 年度実績の 1.29 倍以上 

【令和 3 年度実績】 人  【令和 8 年度目標】 人以上 

うち就労継続支援Ｂ型事業を通じて一般就労に移行する者 

令和 3 年度実績の 1.28 倍以上 

【令和 3 年度実績】 人  【令和 8 年度目標】 人以上 

就労定着支援事

業利用者数 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち就労定着支援事業を利用

する者 令和 3 年度実績の 1.41 倍以上 

【令和３年度実績】84 人  【令和 8 年度目標】119 人以上 

就労定着率※２ 就労定着支援事業の就労定着率※２ 

【令和 8 年度目標】 就労定着率が 7 割以上の事業所を全体の 2 割 5 分以上 

※１ 生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 

※２ 過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち前年度末時点の就労定着者数の割合 
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【目標達成のための取組】 

・ 目 標 値 の達 成 に向 けては、障 害 者 福 祉 課 を中 心 として、関 係 課 及 びハローワーク等

の関 係 機 関 と連 携 し、雇 用 ・就 労 機 会 の拡 大 や職 場 定 着 の支 援 を行 い、福 祉 施

設 から一 般 就 労 への移 行 を促 進 します。 

・ 職 場 環 境 や仕 事 内 容 、人 間 関 係 、生 活 環 境 等 の要 因 で退 職 する人 も少 なくないこ

とから、多 様 な雇 用 の場 の創 出 や職 場 定 着 支 援 の充 実 とともに、就 業 面 だけでなく生

活 面 における支 援 も総 合 的 に行 われるよう、障 害 者 総 合 相 談 支 援 センターを中 心 に、

様 々な関 係 機 関 と連 携 を図 ります。 
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・令 和 ８年 度 末 までに、基 幹 相 談 支 援 センターを設 置 するとともに、相 談 支 援 体 制 の

強 化 を図 る体 制 を確 保 することを基 本 とする。  

 ・協 議 会 において、個 別 事 例 の検 討 を通 じた地 域 サービス基 盤 の開 発 ・改 善 等 を行 う。 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

 

  市の考え方 

〇 日常生活の悩みや不安、さまざまな制度やサービスの利用、申請の援助など、総合的なワンストッ

プ窓口として障害者総合相談支援センターを設置しています。様々な障害福祉サービスや資源と

も連携し、総合的・専門的な相談支援や地域の相談支援体制の充実を図ります。 

 

項目 数値目標（成果目標） 

総合的・専門的な相談支援 実施 

相談支援事業者への専門的な指導・助言 実施 

相談支援事業者の人材育成の支援 実施 

相談機関との連携強化の取組 実施 

総合相談支援センター等の体制整備 実施 

協議会における事例検討の実施 実施 

 

【目標達成のための取組】 

・ 障 害 者 総 合 相 談 支 援 センター相 談 機 能 、地 域 の相 談 支 援 機 関 の役 割 と連 携 方

法 を整 理 するとともに、適 切 に相 談 員 を配 置 し、相 談 支 援 体 制 の充 実 を図 ります。 

・ 様 々な相 談 機 関 がある中 で、アンケート結 果 からは、「どこに何 を相 談 したらよいかわか

らない」という声 も示 されています。各 機 関 の役 割 を明 確 にし、周 知 ・啓 発 を行 います。 

・ 地 域 の相 談 支 援 機 関 に対 しては、困 難 事 例 に対 するバックアップや研 修 等 による人

材 育 成 の支 援 等 を実 施 し、より相 談 支 援 体 制 の強 化 を図 ります。 

 

【提 供 体 制 の整 備 見 込 量 】 

項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談支援事業者に対する指導・助言件数 件 15 件 16 件 17 件 

人材育成の支援件数 件 2 件 2 件 2 件 
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項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

連携強化の実施回数 回 24 回 24 回 24 回 

 

（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・各 都 道 府 県 や各 市 町 村 において、サービスの質 を向 上 させるための体 制 を構 築 する。  

 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

 

  市の考え方 

〇 利用者にとって真に必要とされるサービスが提供できるよう、各種研修の活用や障害者自立支援

審査支払等システムによる審査結果の共有等を事業所に対して働きかけ、サービス等の質の向

上に継続的に取り組みます。 

 

項目 数値目標（成果目標） 

障害者総合支援法の具体的内容を理解するための取組 実施 

障害福祉サービス等の利用状況の把握・検証 実施 

障害福祉サービス等の質の向上へ向けた体制の構築 実施 

 

【目標達成のための取組】 

・ 利 用 者 一 人 ひとりの状 況 やニーズに的 確 に対 応 できるよう、質 の高 い支 援 を安 定 的 に

継 続 することが求 められています。 

・ 県 が実 施 する障 害 福 祉 サービス等 に係 る研 修 その他 の研 修 へ市 職 員 の参 加 に努 め

ます。 

・ 市 や県 が実 施 する障 害 福 祉 サービス等 に係 る研 修 その他 の研 修 へ市 内 サービス提 供

事 業 所 職 員 の参 加 を促 進 します。 

・ 障 害 者 自 立 支 援 審 査 支 払 等 システムによる審 査 結 果 を分 析 し、その結 果 を活 用 し

て事 業 所 と共 有 する機 会 を設 けます。 

・ 障 害 福 祉 サービス提 供 事 業 所 に対 し、定 期 的 ・継 続 的 に第 三 者 評 価 機 関 による評

価 を受 けるよう、普 及 啓 発 を行 います。 
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【提 供 体 制 の整 備 見 込 量 】 
項目 単位 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

県 が実 施 する障 害 福 祉 サービスに係 る

研 修 への参 加 人 数  
人 10 人以上 10 人以上 10 人以上 

障害者自立支援審査支払等システムによる

審査結果共有体制の指導・実施 
回 1 回以上 1 回以上 1 回以上 

 
 

《障 害 者 自 立 支 援 審 査 支 払 等 システム》 

障 害 者 総 合 支 援 法 等 における審 査 支 払 事 務 は、事 業 所 からの請 求 に対 し、市 町 村 、

都 道 府 県 、国 保 連 合 会 、国 保 中 央 会 の関 係 機 関 が連 携 ・協 力 を図 りながら行 われる。 

特 に審 査 事 務 については、障 害 福 祉 サービス等 が、障 害 者 総 合 支 援 法 ・児 童 福 祉

法 に定 めるルール（指 定 基 準 や単 位 数 表 等 、支 給 量 等 ）の枠 内 で提 供 されているかど

うかを確 認 しており、正 確 で円 滑 な審 査 支 払 事 務 を行 うためのシステム化 が行 われている。  
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２ 障害福祉サービス等の見込量と確保策 
 

・本 市 は、令 和 ８年 度 の目 標 値 の達 成 に向 けて、過 去 の障 害 福 祉 サービス等 の利 用

の伸び率等や、新たなサービス対象者等を勘案しつつ、令和６年度から令和８年度の各年度に

おける見込量を設定し、その確保に努めていきます。 

 

（１）訪問系サービス 
 

【サービスの概 要 】 

サービス名 内 容 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者及び重度の知的・精神障害者で常に介護を必要とす

る人に、自宅や病院等で入浴、排せつ、食事の介護・外出時における移動

支援などを総合的に行います。 

同行援護 
視覚障害により移動に著しい困難を有する人が外出するときに、必要な視

覚的情報の支援、外出先での排せつ、食事等の支援を行います。 

行動援護 
知的障害や精神障害により、行動に著しい困難を有する人が外出するとき

に、危険を回避するために必要な支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行

います。 

 

【サービス見 込 量 （１か月 あたり）】 

サービス名 単位 
令和４年度 
（実績値） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 
時間数 13,789 14,308 14,575 14,847 

人数 573 607 624 643 

重度訪問介護 
時間数 6,798 10,193 12,480 15,282 

人数 17 26 33 41 

同行援護 
時間数 1,698 2,045 2,244 2,462 

人数 72 79 83 86 

行動援護 
時間数 2,500 3,534 4,202 4,996 

人数 92 103 109 116 

重度障害者等包括

支援 

時間数 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 
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※各 年 度 のサービス見 込 量 について 

①「時間数」…過去の実績に基づく平均的な１か月あたりのサービス利用時間数を見込人数に乗じて算出しています。 

②「人数」  …令和元年度の実績値及び過去の実績値の伸び率等により算出した利用人数としています。 

 

【サービス見込量を確保するための方策】 

・ 訪 問 系 サービス（居 宅 介 護 、重 度 訪 問 介 護 、同 行 援 護 、行 動 援 護 、重 度 障 害 者

等 包 括 支 援 ）は、居 宅 における生 活 を支 える基 本 となるサービスであり、介 助 ・援 助

者 の高 齢 化 や入 院 中 の精 神 障 害 者 ・施 設 入 所 者 の地 域 移 行 等 から、利 用 意 向 は

ますます高 まっていくと考 えられます。 

・ 本 市 における訪 問 系 サービスの利 用 者 数 や利 用 量 は増 え続 けており、今 後 も増 加 傾

向 は続 くことが予 測 されます。 

・ 事 業 者 への説 明 会 等 により、サービス需 要 の増 大 についての情 報 提 供 に努 め、多 様

な事 業 者 の参 入 を促 進 し、継 続 的 にサービス提 供 事 業 者 の確 保 を図 ります。 

・ 訪 問 系 サービスにおける従 業 者 の資 質 向 上 に向 けて、介 護 福 祉 士 、実 務 研 修 修 了

者 等 の資 格 の取 得 を促 進 します。 

  



第６章 障害福祉サービス等の見込量 ２ 障害福祉サービス等の見込量と確保策 

99 

 

（２）日中活動系サービス 

 

【サービスの概 要 】 

サービス名 内 容 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うととも

に、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

自立訓練（機能訓練） 
身体的リハビリや歩行訓練、コミュニケーション、家事等の訓練、日常生活上の

相談支援等を行います。 

自立訓練（生活訓練） 
食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援、日常生活上の相談

支援等を行います。 

就労選択支援 

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセス

メントの手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等に合った選択支援

を行います。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能

力の向上のために必要な訓練を行います。雇用契約に基づいて労働の機会を

提供する就労継続支援Ａ型事業と雇用契約を結ばない就労継続支援Ｂ型

事業があります。 

就労定着支援 

一般就労へ移行した人に、就労や就労に伴う生活面の課題に対し、就労の

継続を図るために企業・自宅等への訪問等により必要な連絡調整や指導・助

言等を行います。（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支

援を利用して一般就労した方が対象） 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の支援を行います。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で入浴、

排せつ、食事の介護等を行います。 
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【サービス見 込 量 （１か月 あたり）】 

サービス名 単位 
令和４年度 
（実績値） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 
人日分 14,441 15,026 15,328 15,635 

人数 733 793 824 857 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日分 81 488 1,198 2,940 

人数 8 11 13 16 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日分 458 872 1,202 1,659 

人数 35 41 44 47 

就労選択支援 
人日分 -    

人数 -    

就労移行支援 
人日分 2,979 3,608 3,970 4,369 

人数 170 198 214 231 

就労継続支援 
（Ａ型） 

人日分 2,015 1,525 1,327 1,155 

人数 111 103 100 96 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人日分 7,322 8,171 8,632 9,119 

人数 460 520 553 588 

就労定着支援 人数 80 121 149 183 

療養介護 人数 38 39 40 40 

短期入所 

（福祉型） 

人日分 889 935 958 983 

人数 98 103 105 108 

短期入所 

（医療型） 

人日分 137 191 226 267 

人数 12 9 7 6 

※各 年 度 のサービス見 込 量 について 

①「人日分」…過去の実績に基づく平均的な１か月あたりのサービス利用時間数を見込人数に乗じて算出しています。 

②「人数」  …令和４年度の実績値及び過去の実績値の伸び率等により算出した利用人数としています。 

 

【サービス見込量を確保するための方策】 

・ 日 中 活 動 系 サービス（生 活 介 護 、自 立 訓 練 、就 労 移 行 支 援 、就 労 継 続 支 援 、療

養 介 護 、短 期 入 所 ）は、年 々利 用 者 が増 加 しています。 

・ 短 期 入 所 の拡 充 については、既存のグループホーム事業者及び医療機関等に対して、必 要

な情 報 の提 供 を行 い、整備が促進されるよう検討します。 

・  様 々なサービスの提 供 ができるように、従 来 の事 業 者 だけでなく、幅 広 く多 様 な事 業

者 が参 入 できるように努 めます。 
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・ 市 内 において各 種 サービスの提 供 が確 保 できるよう、事 業 者 等 への説 明 会 を開 催 し、

必 要 な情 報 を提 供 する等 の総 合 的 な支 援 を行 うことで連 携 ・協 力 を図 っていきます。 

・ 重 度 重 複 障 害 者 及 び重 症 心 身 障 害 児 者 （医 療 的 ケア児 者 ）が必 要 とする障 害

者 の日 中 活 動 の場 の確 保 については、車 椅 子 を使 用 している障 害 者 及 び医 療 的 ケ

アを必 要 とする障 害 者 に対 応 できる施 設 を充 実 させるために、施 設 等 の整 備 に係 る

既 存 制 度 を周 知 し、整 備 が促 進 されるよう努 めます。 

・  日 中 活 動 系 サービス事 業 所 定 員 数 や、各 事 業 所 の利 用 者 数 調 査 等 による各 種 サ

ービスの需 給 状 況 の把 握 に努 め、障 害 福 祉 サービス事 業 所 指 定 事 務 に反 映 させて

いきます。 
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（３）居住系サービス 
 

【サービスの概 要 】 

サービス名 内 容 

自立生活援助 

障害者支援施設や共同生活援助（グループホーム）等を利用していた障害のある

人で一人暮らしを希望する人に対し、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や

随時の対応により、一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために必要な助言

や医療機関等との連絡調整など、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。ま

た、入浴、排せつ、食事の介護等の必要がある方には、介護サービスも行います。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日における、入浴、排せつ、食事の介護等を行いま

す。 

 

【サービス見 込 量 （１か月 あたり）】 

サービス名 単位 
令和４年度 
（実績値） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 人数 0 0  0  0  

内、精神障害者の

自立生活援助 
人数 0 0  0  0  

共同生活援助 人数 294  390  449  518  

内、精神障害者の

共同生活援助 
人数 76  140  190  258  

施設入所支援 人数 288  281 277 274 

※各 年 度 のサービス見 込 量 について 

・「人数」  …令和４年度の実績値及び過去の実績値の伸び率等により算出した利用人数としています。 

 

【サービス見込量を確保するための方策】 

・ 自 立 生 活 援 助 及 び共 同 生 活 援 助 については、国 の基 本 指 針 に基 づき、精 神 障 害

者 の精 神 科 病 院 等 から地 域 生 活 へ移 行 する人 を考 慮 しています。 

・ 自 立 生 活 援 助 については、福 祉 施 設 から地 域 生 活 へ移 行 する人 を考 慮 しています。

（１  成 果 目 標 （１）「福 祉 施 設 の入 所 者 の地 域 生 活 への移 行 」を参 照 ） 

・ 今 後 も引 き続 き自 己 選 択 ・自 己 決 定 による地 域 移 行 を進 めていきます。そのためには、

住 まいの場 としてのグループホームが特 に重 要 であると考 えられることから、車 椅 子 を使

用 する身 体 障 害 者 や重 度 の知 的 障 害 者 、医 療 的 ケアを必 要 とする重 度 の障 害 者

が利 用 できるように、バリアフリー化 したグループホームの創 設 や医 療 的 ケアに対 応 する
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ための看 護 師 の配 置 を事 業 者 へ呼 びかけることで、障 害 者 が地 域 において共 同 して自

立 した生 活 を営 むことができるよう努 めます。 

・ 施 設 入 所 支 援 については、本 市 の入 所 待 機 者 数 の増 加 等 の実 情 を踏 まえ、国 基

本 指 針 に定 める施 設 入 所 者 数 の削 減 に係 る数 値 目 標 は設 定 していません。 

・  共 同 生 活 援 助 事 業 所 定 員 数 や、利 用 者 数 調 査 等 によるサービスの需 給 状 況 の把

握 に努 め、障 害 福 祉 サービス事 業 所 指 定 事 務 に反 映 させていきます。 
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（４）相談支援 
 

【サービスの概 要 】 

サービス名 内 容 

計画相談支援 
障害のある人が障害福祉サービス等を利用する際に、サービス等利用計画などを作

成し、サービス提供事業者との連絡・調整、モニタリングを行います。 

地域移行支援 
施設入所や入院等をしている障害のある人に対して、住居の確保や、地域生活へ

の移行等について、相談などの必要な支援を行います。 

地域定着支援 

居宅でひとり暮らしをしている障害のある人や、家庭の状況等により同居している家

族による支援を受けられない障害のある人に対して、常時の連絡体制を確保し、緊

急時における連絡・相談などの支援を行います。 

 

【サービス見 込 量 （１か月 あたり）】 

サービス名 単位 
令和４年度 
（実績値） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 人数 1765  1999  2127  2264  

地域移行支援 人数 3  3  3  3  

内、精神障害者の

地域移行支援 
人数 3  3  3  3  

地域定着支援 人数 8  16  23  32  

内、精神障害者の

地域定着支援 
人数 5  5  5  5  

※各 年 度 のサービス見 込 量 について 

・「人数」  …令和４年度の実績値及び過去の実績値の伸び率等により算出した利用人数としています。 

 

【サービス見込量を確保するための方策】 

・ 地 域 移 行 支 援 または地 域 定 着 支 援 については、国 の基 本 指 針 に基 づき、精 神 障 害

者 の精 神 科 病 院 等 から地 域 生 活 へ移 行 する人 を考 慮 しています。 

・ 計 画 相 談 支 援 を提 供 する指 定 特 定 相 談 支 援 事 業 者 及 び地 域 相 談 支 援 を提 供

する指 定 一 般 相 談 支 援 事 業 者 の確 保 に努 めます。 

・ 指 定 特 定 ・一 般 相 談 支 援 事 業 者 への情 報 提 供 等 により、相 談 支 援 従 事 者 の質 の

向 上 等 を図 ります。 

・ 提 供 体 制 の整 備 と併 せて、地 域 自 立 支 援 協 議 会 での検 討 を踏 まえ、相 談 支 援 体

制 の更 なる充 実 を図 ります。 
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（５）地域生活支援事業 
 

【事 業 の概 要 】 

事業名 内 容 

理解促進研修・啓発事業 
地域住民に対し、障害のある人に対する理解を深めるための研修や啓発

を行います。 

自発的活動支援事業 
障害者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援を

行います。 

相談支援事業 

障害のある人やその保護者等からの福祉に関する相談に応じ、必要な情

報提供等を行います。また、地域における相談支援事業者に対する専門

的な指導・助言等による相談支援機能の強化を行います。 

成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする知的障害者又は精神障

害者であり、補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難である人

について、後見人等の報酬等の経費の一部について助成を行います。 

成年後見制度法人後見支援事業 
市民後見人を活用した法人後見を支援するための研修等を実施しま

す。 

意思疎通支援事業 
障害により意思疎通を図ることに支障のある人に、手話通訳や要約筆記

等により、意思疎通を支援します。 

日常生活用具給付等事業 
障害のある人に対し、日常生活用具を給付することで、日常生活の便宜

を図ります。 

手話奉仕員養成研修事業 
手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得

した者を養成します。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を行い

ます。 

地域活動支援センター事業 
地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との

交流の促進等の便宜を供与します。 

障害児等療育支援事業 
在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）、身体障害児の

地域における生活支援を行います。 

専門性の高い意思疎通支援を行う

者の養成研修事業 
手話通訳者・要約筆記者等の養成研修を行います。 

専門性の高い意思疎通支援を行う

者の派遣事業 

市町村での派遣が困難な場合などの手話通訳者・要約筆記者等の派

遣を行います。 

精神障害者地域生活支援広域調

整等事業 
精神障害者の自立した地域生活に係る広域調整を行います。 
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【事 業 の量 の見 込 （年 間 ）】 

事 業 名 
令和４年度 

（実績値） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 実施 

自発的活動支援事業 実施 実施 実施 実施 

相談支援事業     

 障害者相談支援事業 実施 実施 実施 実施 

 基幹相談支援センター等機能強化事業 実施 実施 実施 実施 

 住宅入居等支援事業 実施 実施 実施 実施 

成年後見制度利用支援事業 
※実利用件数 

27 件 35 件 40 件 46 件 

成年後見制度法人後見支援事業 実施 実施 実施 実施 

意思疎通支援事業     

 
手話通訳者派遣事業 
※延べ利用件数 

847 件 2,925 件 5,437 件 10,104 件 

 
要約筆記者派遣事業 
※延べ利用件数 

25 件 15 件 12 件 9 件 

 手話通訳者設置事業 １箇所２人 １箇所２人 １箇所２人 １箇所２人 

日常生活用具給付等事業（給付等件数）     

 介護・訓練支援用具 27 件 53 件 74 件 104 件 

 自立生活支援用具 48 件 49 件 50 件 50 件 

 在宅療養等支援用具 50 件 55 件 58 件 61 件 

 情報・意思疎通支援用具 55 件 65 件 71 件 78 件 

 排泄管理支援用具 6,747 件 7,091 件 7,269 件 7,452 件 

 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 10 件 18 件 25 件 33 件 

手話奉仕員養成研修事業 
※養成講習修了人数 

21 人 14 人 0 人 0 人 

移動支援事業 
実利用者数 183 人 163 人 154 人 145 人 

延べ利用見込時間 13,408 時間 43,669 時間 78,809 時間 142,227 時間 

地域活動支援センター事業 

※実利用者数 

市内センター利用 4 箇所(97 人) 3 箇所(112 人) 3 箇所(120 人) 3 箇所(129 人) 

市外センター利用 1 箇所(1 人) 0 箇所(0 人) 0 箇所(0 人) 0 箇所(0 人) 

障害児等療育支援事業 実施 実施 実施 実施 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 ※実養成講習修了者人数 

 手話通訳者・要約筆記者養成研修事

業 
6 人 0 人 0 人 0 人 

 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事

業 
0 人 0 人 0 人 0 人 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 ※延べ利用件数 

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 0 件 0 人 0 人 0 人 

 盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 162 件 473 回 808 回 1,381 回 

精神障害者地域生活支援広域調整等事業 ― 0 回 0 回 0 回 
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【見込量を確保するための方策】 

・ 『理解促進研修・啓発事業』 

障 害 者 基 本 法 第 ４条 の「差 別 の禁 止 」の基 本 原 則 に基 づき、障 害 者 差 別 解 消

法 や障 害 者 虐 待 防 止 法 等 に関 した取 組 を行 っていくことが必 要 です。行 政 機 関 等 に

おける合 理 的 配 慮 や市 職 員 への研 修 、広 報 ・啓 発 活 動 の推 進 等 により理 解 の促 進

を図 ります。 

・ 『自発的活動支援事業』 

広 聴 活 動 の充 実 や、市 民 が市 の政 策 形 成 過 程 へ参 加 する機 会 の増 加 に努 めま

す。また、障 害 者 団 体 、家 族 会 等 が行 う自 主 的 な活 動 を支 援 します。 

・ 『相談支援事業』 

障 害 のある人 やご家 族 が安 心 して生 活 できるよう、川 越 市 障 害 者 総 合 相 談 支 援

センターにおいて、生 活 相 談 、就 労 相 談 、基 幹 相 談 を実 施 します。 

・ 『成年後見制度利用支援事業』 

判 断 能 力 の十 分 でない高 齢 者 や障 害 のある人 が地 域 で安 心 して暮 らしていくために

必 要 です。市 長 申 立 て等 により、成 年 後 見 制 度 利 用 支 援 事 業 の充 実 を図 ります。 

・ 『意思疎通支援事業』 

聴 覚 や言 語 機 能 などの障 害 や難 病 のため、意 思 疎 通 を図 ることに支 障 のある人 の

意 思 疎 通 を支 援 するため、手 話 通 訳 者 ・要 約 筆 記 者 派 遣 事 業 、手 話 通 訳 者 設 置

事 業 等 の充 実 を図 ります。 

・ 『日常生活用具給付等事業』 

重 度 障 害 者 等 の日 常 生 活 がより円 滑 に行 われるよう、用 具 の購 入 等 に係 る費 用

の支 給 を充 実 します。 

・ 『手話奉仕員養成研修事業』 

日 常 会 話 に必 要 な手 話 表 現 を習 得 する手 話 講 習 会 を開 催 し、手 話 に対 する理

解 の促 進 及 び手 話 を使 用 しやすい環 境 の整 備 を図 ります。 

・ 『移動支援事業』 

障 害 のある人 の社 会 生 活 上 不 可 欠 な外 出 及 び余 暇 活 動 などの社 会 参 加 のため

の事 業 として充 実 を図 ります。 

・ 『地域活動支援センター事業』 

障 害 のある人 の日 中 活 動 の場 を充 実 します。 

・ 『障害児等療育支援事業』 

より身 近 な地 域 での療 育 機 能 の充 実 を図 ります。 
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・ 『専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業』 

聴 覚 障 害 者 、言 語 機 能 障 害 者 等 のコミュニケーションを保 障 するため、手 話 通 訳

者 、要 約 筆 記 者 、盲 ろう者 向 け通 訳 ・介 助 員 の養 成 研 修 について充 実 を図 ります。 

・ 『専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業』 

聴 覚 障 害 者 、言 語 機 能 障 害 者 等 の意 思 疎 通 の円 滑 化 を図 るため、盲 ろう者 向

け通 訳 ・介 助 員 を派 遣 するとともに、専 門 性 の高 い手 話 通 訳 者 及 び要 約 筆 記 者 を

派 遣 します。 

・ 『精神障害者地域生活支援広域調整等事業』 

保 健 、医 療 、福 祉 の関 係 者 による協 議 の場 において、精 神 障 害 にも対 応 した地 域

包 括 ケアシステムの構 築 についての検 討 ・調 整 を行 います。 
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第 7 章 障害児福祉サービス等の見込量 
 

１ 数値目標 
 

（１）障害児支援の提供体制の整備等 

 

国の基本指針（考え方） 

 ・令 和 ８年 度 末 までに、児 童 発 達 支 援 センターや地 域 の障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 等

が保 育 所 等 訪 問 支 援 等 を活 用 しながら、障 害 児 の地 域 社 会 への参 加 ・包 容 （イン

クルージョン）を推 進 する体 制 を構 築 することを基 本 とする。 

 ・主 に重 症 心 身 障 害 児 を支 援 する児 童 発 達 支 援 事 業 所 及 び放 課 後 等 デイサービス

事 業 所 を各 市 町 村 に少 なくとも１箇 所 以 上 確 保 することを基 本 とする。 

 ・各 市 町 村 において、保 健 、医 療 、障 害 福 祉 、保 育 、教 育 等 の関 係 機 関 等 が連 携

を図 るための協 議 の場 を設 けるとともに、医 療 的 ケア児 等 に関 するコーディネーターを配

置 することを基 本 とする。 

 

埼玉県の考え方 

 国 基 本 指 針 のとおり 

 

 

  市の考え方 

〇 平成 31 年４月に開設した川越市児童発達支援センターにおいて、地域における療育支援体制

の充実に努めます。また、保育所等訪問支援及び重症心身障害児に対応した児童発達支援や

放課後等デイサービスは市内に２箇所あり、引き続き提供体制の確保及び安定に努めます。 

〇 医療的ケア児支援について、引き続き検討していきます。 

項目 数値目標（成果目標） 

児童発達支援センターの設置 １箇所 

保育所等訪問支援の実施 実施 

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所 
３箇所 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関

等が連携を図るための協議の場の設置 
設置 

医療的ケア児等に対するコーディネーターの配置 ５人 
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【目標達成のための取組】 

・ 児 童 発 達 支 援 センター、子 育 て支 援 センター、地 域 自 立 支 援 協 議 会 とも連 携 しなが

ら、保 健 、医 療 、障 害 福 祉 、保 育 、教 育 等 の関 係 機 関 等 が連 携 を図 るための協 議

の場 について検 討 します。またその中 で、医 療 的 ケア児 等 に関 するコーディネーターの配

置 についても検 討 していきます。 

・ 子 どもの発 達 に課 題 や不 安 を持 つ保 護 者 が増 えていることから、ペアレントトレーニング

やペアレントプログラム等 の支 援 体 制 を確 保 していきます。 

 

項目 活動指標（令和 8 年度） 

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム受講者数及

び実施者数 
人 

 

 

 

《ペアレントトレーニング》 

保 護 者 が子 どもの行 動 を観 察 して特 徴 を理 解 したり、子 どもの特 徴 をふまえたほめ方 や

しかり方 等 を学 ぶことにより子 どもの問 題 行 動 を減 少 させることを目 標 とするトレーニング。 

 

《ペアレントプログラム》 

育 児 に不 安 がある保 護 者 、仲 間 関 係 を築 くことに困 っている保 護 者 などを、地 域 の支

援 者 （保 育 士 、保 健 師 、福 祉 事 業 所 の職 員 等 ）が効 果 的 に支 援 できるよう設 定 され

たグループ・プログラム。  
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２ 障害児通所支援等の見込量と確保策 

 

・本 市 は、令 和 ８年 度 の目 標 値 の達 成 に向 けて、過 去 の障 害 児 通 所 支 援 サービス

等 の利 用 の伸び率等や、新たなサービス対象者等を勘案しつつ、令和６年度から令和８年度

の各年度における見込量を設定し、その確保に努めていきます。 

 

【事 業 の概 要 】 

事業名 内 容 

児童発達支援 
障害のある未就学児に対して、日常生活における基本動作の指導や、知識技能の付

与、集団生活への適応のための訓練等を行います。 

医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹機能に障害のある子どもに対して、日常生活における基本動作の

指導や、知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練等の支援や治療を行いま

す。 

放課後等デイサービス 

学校通学中の障害のある子どもに対して、放課後や夏休み等の長期休暇中に生活能

力向上のための訓練等を継続的に提供し、学校教育と相まって自立を促進するとともに、

放課後等の居場所を提供します。 

保育所等訪問支援 
障害のある子どもが通う保育所等に訪問し、子どもや職員に対して、保育所等における集

団生活の適応のための専門的な支援を行います。 

居宅訪問型児童発達

支援 

重度障害のある子どもで、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難

な場合に、居宅を訪問して日常生活における基本動作の指導や、知識技能の付与、集

団生活への適応のための訓練等の支援を行います。 

福祉型障害児入所支

援 

障害児（発達障害を含む）が入所し保護を受けながら、地域・家庭での生活に必要な

日常生活の指導などを受けます。 

医療型障害児入所支

援 

障害児（発達障害を含む）が入所し保護を受けながら、地域・家庭での生活に必要な

日常生活の指導などを受けます。「医療型」では福祉サービスに併せて治療も行います。 

障害児相談支援 
障害のある子どもが障害児通所支援等を利用する際に、障害児支援利用計画等を作

成し、サービス提供事業者との連絡・調整、モニタリングを行います。 

医療的ケア児等に対す

るコーディネーターの配

置 

地域における医療的ケア児等のニーズ等を勘案し、医療的ケア児に対する関連分野の支

援を調整するコーディネーターを配置します。 
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【サービス見込量（１か月 あたり）】 

サービス名 単位 
令和４年度 
（実績値） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 
人日分 2,805 3,230 3,466 3,719 

人数 295 333 354 377 

医療型児童発達支

援 

人日分 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人日分 8,603 9,850 10,540 11,278 

人数 683 838 928 1,028 

保育所等訪問支援 
人日分 28 220 615 1,721 

人数 11 26 40 61 

居宅訪問型児童発

達支援 

人日分 0 0 0 0 

人数 0 0 0 0 

福祉型障害児入所

支援 
人数 4 4 4 4 

医療型障害児入所

支援 
人数 1 0 0 0 

障害児相談支援 人数 368 614 794 1,026 

医療的ケア児に対す

る関連分野の支援を

調整するコーディネータ

ーの配置人数 

実人数 3 4 4 5 

※各 年 度 のサービス見 込 量 について 

①「人日分」…過去の実績に基づく平均的な１か月あたりのサービス利用時間数を見込人数に乗じて算出しています。 

②「人数」  …令和４年度の実績値及び過去の実績値の伸び率等により算出した利用人数としています。 

 

【サービス見込量を確保するための方策】 

・ 市 内 で支 援 が受 けられ、どの障 害 にも対 応 できるようにするとともに、引 き続 き、障 害 特

性 に応 じた専 門 的 な支 援 が提 供 されるよう、相 談 支 援 事 業 等 との連 携 を図 り、基 盤

の整 備 、質 の確 保 に努 めます。 

・ 障 害 児 通 所 支 援 や障 害 児 入 所 支 援 から障 害 福 祉 サービスへの支 援 の移 行 にあたっ

ては、円 滑 な移 行 が行 われるよう、市 と県 との緊 密 な連 携 を図 っていきます。 

・ 発 達 障 害 のある児 童 に対 しては、保 育 所 や認 定 こども園 、障 害 児 通 所 支 援 等 にお

いて適 切 な支 援 ができるよう連 携 し、支 援 体 制 の強 化 を図 ります。 

・ 障 害 児 のニーズに応 じて、「第 ２期 川 越 市 子 ども・子 育 て支 援 事 業 計 画 」と連 携 を

図 り、子 ども・子 育 て支 援 等 の利 用 を希 望 する障 害 のある児 童 が希 望 に沿 った利 用

ができるよう、保 育 所 や認 定 こども園 、放 課 後 児 童 健 全 育 成 事 業 等 における障 害 児

への支 援 に努 めます。
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３ 障害児の子ども・子育て支援等 
 

（単位：人数） 

施 設 名 

令和４年度 

（実績値） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障害児 

実人数 
見込量 提供体制 見込量 提供体制 見込量 提供体制 

幼稚園 (１) 45 57 57 64 64 72 72 

保育所 124 133  133  138  138  142  142  

認定こども園 29 34  34  37  37  40  40  

特定地域型保育事業 (２) 10 6  6  5  5  4  4  

放課後児童健全育成事業 (３) 21 17 17 15 15 14 14 

(１)私学助成の対象である幼稚園を含む。 

(２)小規模保育、家庭的保育、事業所内保育、居宅訪問型保育。 

(３)子ども・子育て支援法第 59 条に定める当該事業の「実人数」を記載。 
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第８章 計画の推進 
 

第１節 計画の推進のために 
 

 本 計 画 を推 進 していくためには、市 と市 民 、事 業 者 、関 係 機 関 の協 働 が欠 かせないも

のとなります。また、計 画 に基 づいて各 種 施 策 を実 施 していくだけでなく、実 施 後 の評 価 ・

改 善 を行 い、さらに次 の計 画 に反 映 していく仕 組 みを整 えていくことが必 要 です。 

 

１ 障害のある人のニーズの把握と反映 

 各 種 の施 策 やサービスを効 果 的 に実 行 するため、施 策 の内 容 や提 供 方 法 等 について、

障 害 のある人 との意 見 交 換 の場 を設 け、当 事 者 やその家 族 、関 係 団 体 の意 見 やニーズ

の把 握 と反 映 に努 めます。 

 

２ 地域社会の理解促進 

 社 会 福 祉 協 議 会 とも連 携 し、市 民 に対 する広 報 ・啓 発 を積 極 的 かつ継 続 的 に行 うと

ともに、各 種 の交 流 事 業 の充 実 や地 域 住 民 の参 加 を得 た福 祉 活 動 を促 進 していきます。 

 また、庁 内 においても、すべての職 員 が障 害 のある人 に配 慮 し、適 切 に対 応 できるよう、

障 害 者 差 別 解 消 法 の趣 旨 を踏 まえ、職 員 の障 害 福 祉 に関 する知 識 と意 識 を高 めてい

きます。 
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第２節 推進体制の整備 
 

１ 川越市障害者施策審議会の運営 

 学 識 経 験 者 、社 会 福 祉 関 係 団 体 の代 表 者 、障 害 者 団 体 の代 表 者 、市 民 の代 表

者 等 によって構 成 される川 越 市 障 害 者 施 策 審 議 会 において、本 計 画 の進 捗 状 況 や関

連 の情 報 を把 握 ・評 価 しながら計 画 の推 進 を図 っていきます。 

 

２ 庁内体制の整備 

 庁 内 においては、関 係 各 課 における川 越 市 障 害 者 計 画 等 幹 事 会 及 び各 課 の実 務

担 当 者 による川 越 市 障 害 者 計 画 等 策 定 プロジェクトチームを組 織 し、全 庁 的 な体 制 の

もとで本 計 画 の進 捗 状 況 や関 連 情 報 の把 握 と評 価 を行 いつつ、計 画 の推 進 を図 ってい

きます。 

 

３ 地域ネットワークの強化 

 市 民 や関 連 機 関 との連 携 により、計 画 の実 現 に向 けて取 り組 んでいきます。特 に、医

療 機 関 、教 育 機 関 、雇 用 関 係 、施 設 関 係 、市 民 等 のさまざまな立 場 からの参 画 を得 て

開 催 されている川 越 市 地 域 自 立 支 援 協 議 会 と連 携 し、地 域 ネットワークの強 化 や市 内

の地 域 資 源 の改 善 ・活 用 、地 域 関 係 機 関 の連 携 の在 り方 等 について検 討 していきます。  

 

４ 国・県との連携 

 障 害 のある人 の地 域 生 活 を支 えるさまざまな施 策 は、国 や県 の制 度 に基 づき運 営 され

ているものが少 なくありません。このため、国 や県 の新 しい動 向 を注 視 しつつ、密 接 な連 携

を図 りながら施 策 の推 進 に努 めます。 
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第３節 計画の進捗状況の点検と評価 
 

計 画 策 定 後 は各 年 度 において、各 種 施 策 及 びサービスの見 込 量 等 の進 捗 状 況 を点

検 、評 価 し、その結 果 に基 づいて次 期 計 画 を策 定 していくＰＤＣＡのサイクルが必 要 です。 

令 和 ３年 度 以 降 の見 込 量 については、適 切 に実 績 を把 握 し、進 捗 状 況 等 の分 析

及 び評 価 を行 います。なお、市 においては、川 越 市 障 害 者 計 画 等 策 定 プロジェクトチーム

等 を組 織 し、計 画 の進 捗 状 況 の点 検 と評 価 を行 います。また、進 捗 状 況 の評 価 に際 し

ては、施 策 ごとの指 標 及 び実 施 状 況 と問 題 点 を参 考 に把 握 していきます。 

 

 

 

＜PDCA サイクルのイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN （計画） 

計画に基づき、目標を達成するため 
の各種取組を立てます。 

川越市 

障害者支援計画 

DO （実施・運用） 

目標達成に向けて各種取組を 
実施します。 

CHECK （点検） 

障害者施策 を詳細に検証 し、目標 の 
進捗状況の 把握、評価を行います 。 

ACTION （見直し） 

評価に基づき、必要に応じて 
計画の見直しを図ります。 
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資料編 
 

１ 障害者に関係するマークの一例 
（内閣府のチラシ『知って「障害者に関係するマーク」』を参考に作成） 

 

障害者のための国際シンボルマーク 

 障害のある人々が利用できる建築物や公共輸送機関であることを示す、世界共通の国

際シンボルマークです。 

 

 

盲人のための国際シンボルマーク 

 世界盲人連合(Wbu)が定めた世界共通の国際シンボルマークです。 

 

 

 

耳マーク 

 聴覚障害を示す耳が図案化されたもので、一般社団法人全日本難聴者・中途失聴者

団体連合会などが提唱しています。 

 

 ヒアリングループマーク 

 補聴器や人工内耳に内蔵されているＴコイルを使って利用できる施設・機器であることを

表示するマークです。 

 

「ハート・プラス」マーク 

 心臓疾患などの内部障害があることを示すシンボルマークです。 

 

 

オストメイトマーク 

 オストメイト（人工肛門・人工膀胱を保有する方）を示すシンボルマークです。 
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身体障害者補助犬（ほじょけん）啓発マーク 

 補助犬を啓発するために、補助犬を受け入れる店の入り口などに貼るマークです。補助犬

とは、身体障害者補助犬法で定められた「盲導犬」「介助犬」「聴導犬」の３種類を言いま

す。 

 

 

身体障害者標識（身体障害者マーク） 

 肢体不自由者が運転する自動車に貼る標識で、道路交通法に定められています。 

 

 

聴覚障害者標識（聴覚障害者マーク） 

 政令で定める程度の聴覚障害者が運転する自動車に貼る標識で、道路交通法に定め

られています。 

 

 

 

手話マーク 

 手話や筆談で対応可能な窓口であることを知らせるためのマークです。施設の窓口等に

掲示することで「手話で対応する」、「筆談でコミュニケーションできる人がいる」ことを示すもの

です。また、ろう者等から提示する場合は「手話で対応をお願いします」ということを示すもの

です。  

 
筆談マーク 

 施設の窓口等に掲示することで「筆談で対応します」ということを示すものです。当事者か

ら提示する場合は「筆談で対応をお願いします」ということを示すものです。  

 
ヘルプマーク 

 障害や疾患などがあることが外見からは分からない人が、支援や配慮を必要としていること

を周囲に知らせることができるマークです。 

 「白杖ＳОＳシグナル」普及啓発シンボルマーク 

 白杖を頭上 50cm 程度に掲げてのＳОＳシグナルを示している視覚障害者を見かけた

ら、進んで声をかけて支援しようという「白杖ＳОＳシグナル」運動の普及啓発シンボルマー

クです。 
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２ 川越市障害者施策審議会条例 

 

（設置） 

第一条 本市は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第三十六条第四項の規定に基づき、川越市

障害者施策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第二条 審議会は、委員二十人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

一 学識経験者 

二 社会福祉関係団体の代表者 

三 障害者団体の代表者 

四 前三号に掲げる者のほか、市内に住所を有し、市内に存する事務所若しくは事業所に勤務し、又は市内に存す

る学校に在学する者 

（任期） 

第三条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第四条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第五条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

４ 審議会は、必要があるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第六条 審議会の庶務は、福祉部障害者福祉課において処理する。 

（委任） 

第七条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。（※） 

２ この条例の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第三条第一項の規定にかかわらず、平成二十七年七月三

十一日までとする。 

 

（※平成 26 年６月 25 日公布）
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３ 川越市障害者施策審議会への諮問、同審議会からの答申 

 

川 障 発 第 ３ ４ ０ 号 

令 和 ５ 年 ５ 月 ２ ４ 日 

 

川越市障害者施策審議会  

会長  佐藤  陽  様  

 

川越市長  川合  善明  

 

 

   川越市障害者支援計画について（諮問）  

 

障害者基本法第１１条第６項、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第８８条第１０項及び児童福祉法

第３３条の２０第１０項の規定に基づき、下記の事項について諮

問します。  

記  

川越市における障害者のための施策に関する基本的な計画とし

ての第７次川越市障害者計画、障害福祉サービスの提供体制の確

保その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画としての第７期川

越市障害福祉計画並びに障害児通所支援及び障害児相談支援の提

供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な

実施に関する計画としての第３期川越市障害児福祉計画を定める

ことについて  
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令和６年   月   日  

 

川越市長  川合  善明  様  

 

川越市障害者施策審議会  

会長  佐藤  陽   

 

 

川越市障害者支援計画について（答申）  

 

令和５年５月２４日付、川障発第３４０号で諮問のあった標記の

件について、下記のとおり答申します。  

 

             記  

 

本審議会は、次期川越市障害者支援計画案を基に、延べ５回にわ

たり審議会を開き、慎重に検討を重ねてまいりました。  

その結果、第六次川越市障害者計画及び第六期川越市障害福祉計

画並びに第二期川越市障害児福祉計画からなる別添「川越市障害者

支援計画（最終案）」は、本市の障害者施策の指針である次期川越

市障害者支援計画として、概ね妥当であるとの結論に至りました。 

市長におかれましては、この答申を十分踏まえて、次期川越市障

害者支援計画を策定されるよう要望します。  

また、策定後は、各委員の意見・要望を尊重しながら進行管理に

努めるとともに、計画を着実に達成されるよう要望します。
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４ 川越市障害者施策審議会名簿 

 

（任期：令和３年８月～令和６年７月）  ※令和５年10月１日現在 

◎会長  ○副会長 

No 区分 所属・職 氏名 

１ 学識経験者 川越市医師会会長 ○ 齊 藤  正 身 

２ 川越市歯科医師会理事  大 塚  一 彦 

３ 十文字学園女子大学人間生活学部教授 ◎ 佐 藤  陽 

４ 東京国際大学人間社会学部教授  松 本  す み 子 

５ 尚美学園大学総合政策学部准教授  大 西  麗 衣 子 

６ 社会福祉関係団体 川越公共職業安定所統括職業指導官  相 澤  秀 一 

７ 埼玉県立川越特別支援学校教頭  峯 島  浩 

８ 川越市社会福祉協議会事務局長  佐 藤  敦 弘 

９ 川越市民生委員児童委員協議会連合会理事  大 野  一 美 

10 川越市障害者福祉施設連絡協議会会長  大 畠  宗 宏 

11 社会福祉法人ともいき会理事長  大 野  操 

12 特定非営利活動法人サポートあおい理事長  樫 村  千 寛 

13 障害者団体 川越市障害者団体連絡協議会会長  山 田  誠 次 

14 川越市やまぶき会副会長  野 沢  桂 子 

15 障害者の生活と権利を守る川越市民の会会長  長 谷 部  浩 子 

16 川越市視覚障害者福祉協会会計監査  岡 村  淳 子 

17 川越市聴覚障害者協会福祉対策部長  速 水  千 穂 

18   市民代表 

 

公募  増 野  秀 夫 

19 公募  森 田  一 幸 

20 公募  柳 井  扶 美 子 
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５ 川越市障害者計画等幹事会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 川越市障害者計画等（以下第５条において「計画等」という。）の策定及び推進に関し、総合的な検討を

行うため、川越市障害者計画等幹事会（以下第２条及び第３条第１項において「幹事会」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第２条 幹事会は、次に掲げる事項を調査、検討する。 

(1) 障害者計画の策定及び推進に関する事項 

(2) 障害福祉計画の策定及び推進に関する事項 

(3) その他市長が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 幹事会は、座長、副座長及び幹事をもって組織する。 

２ 座長は、福祉部長の職にあるものを、副座長は、福祉部障害者福祉課長の職にあるものをもって充てる。 

３ 幹事は、別表に掲げる職にある者の職員をもって組織する。 

 （会議） 

第４条 会議は、座長が招集する。 

２ 座長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 座長は、必要があるときは、関係者の出席を求めて、説明または意見を聴くことができる。 

 （川越市障害者計画等策定プロジェクトチーム） 

第５条 計画等の策定についての具体的な事項を検討するため、川越市障害者計画等策定プロジェクトチームを置

く。 

２ プロジェクトチームに関し、必要な事項は別に定める。 

（庶務） 

第６条 会議の庶務は、福祉部障害者福祉課において処理する。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

   附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要綱は、平成 31 年４月１日から適用する。 

 

別表（第３条関係） 

広報室長、防災危機管理室長、政策企画課長、財政課長、職員課長、広聴課長、防犯・交通安全課長、文化

芸術振興課長、スポーツ振興課長、福祉推進課長、指導監査課長、地域包括ケア推進課長、高齢者いきがい課

長、介護保険課長、こども政策課長、こども家庭課長、保育課長、療育支援課長、保健医療推進課長、高齢・障

害医療課長、保健予防課長、健康管理課長、健康づくり支援課長、雇用支援課長、都市計画課長、都市景観

課長、交通政策課長、公園整備課長、建築指導課長、道路環境整備課長、建築住宅課長、教育財務課長、

地域教育支援課長、中央公民館長、中央図書館長、教育センター所長、選挙管理委員会事務局長 
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６ 川越市障害者計画等策定プロジェクトチーム要綱 

 

 （設置） 

第１条 川越市障害者計画等の策定及び推進に関し、具体的な事項を検討するため、川越市障害者計画等策定

プロジェクトチーム（以下「プロジェクトチーム」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 プロジェクトチームは、次に掲げる事項を検討する。 

(1) 障害者計画の障害福祉施策に関する事項 

(2) 障害福祉計画の障害福祉施策に関する事項 

 （組織） 

第３条 プロジェクトチームは、別表に掲げる川越市障害者計画等の策定に関し施策を担当する課の職員をもって組

織する。 

 （リーダー等） 

第４条 プロジェクトチームのリーダーは福祉部障害者福祉課長とし、サブリーダーは、リーダーが指名する。 

２ リーダーはプロジェクトチームを掌理し、サブリーダーはリーダーを補佐し、リーダーに事故があるとき又はリーダーが欠け

たときは、その職務を代理する。 

 （グループ） 

第５条 プロジェクトチームは、障害者計画に定める基本目標に関する事項を協議するため、基本目標ごとにグループを

置く。 

２ グループは、障害者計画に定める基本目標ごとに施策を担当する課の職員をもって組織する。 

 （会議） 

第６条 プロジェクトチーム会議は、リーダーが招集する。 

２ リーダーは、必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、説明を求め、又は意見を聴取することができる。 

 （庶務） 

第７条 プロジェクトチームの庶務は、福祉部障害者福祉課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、プロジェクトチームの運営に関し必要な事項は、リーダーが定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成 25 年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年６月 26 日から適用する。 

 

別 表 （第 ３条 関 係 ） 

広 報 室 、防 災 危 機 管 理 室 、政 策 企 画 課 、財 政 課 、職 員 課 、広 聴 課 、防 犯 ・交 通 安 全 課 、文 化

芸 術 振 興 課 、スポーツ振 興 課 、福 祉 推 進 課 、指 導 監 査 課 、障 害 者 福 祉 課 、地 域 包 括 ケア推 進

課 、高 齢 者 いきがい課 、介 護 保 険 課 、こども政 策 課 、こども家 庭 課 、保 育 課 、療 育 支 援 課 、保 健

医 療 推 進 課 、ふれあい歯 科 診 療 所 、高 齢 ・障 害 医 療 課 、保 健 予 防 課 、健 康 管 理 課 、健 康 づくり

支 援 課 、雇 用 支 援 課 、都 市 計 画 課 、都 市 景 観 課 、交 通 政 策 課 、公 園 整 備 課 、建 築 指 導 課 、

道 路 環 境 整 備 課 、建 築 住 宅 課 、教 育 財 務 課 、地 域 教 育 支 援 課 、中 央 公 民 館 、中 央 図 書 館 、

教 育 センター、選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局  
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７ 策定経過 

 

№ 開催日等 会議名等 協議内容 

１   

２   

３    

４   

５    

６    

７    

８    

９    

10    

11    

12   

13    

14    

15   
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８ 用語説明 
 

 あ  

ICT 

情報通信技術。パソコンだけでなくスマートフォンやスマートスピーカーなど、さまざまな形状のコンピュータを使った情

報処理や通信技術の総称。「IT（情報技術）」に「C（コミュニケーション）」の要素を含めたもの。 

アクセシビリティ 

年齢や障害の有無に関係なく、誰でも求める場所や情報に簡単にたどり着け、利用できること。 

意見公募手続（パブリック・コメント手続） 

市において施策等（基本的な計画、市民の権利義務に関する条例、規則など）を定める際に、施策等の案につ

いて広く市民から意見を求め、提出された意見を考慮して施策等を定める手続。 

意思疎通支援事業 

障害により意思疎通を図ることに支障のある人に、手話通訳や要約筆記等により、意思疎通を支援する事業。 

移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害のある人について、外出のための支援を行う事業。 

医療型障害児入所支援 

障害児（発達障害を含む）が入所し保護を受けながら、地域・家庭での生活に必要な日常生活の指導などを

受けること。「医療型」では福祉サービスに併せて治療も行う。 

医療型児童発達支援 

上肢、下肢または体幹機能に障害のある子どもに対して、日常生活における基本動作の指導や、知識技能の付

与、集団生活への適応のための訓練等の支援や治療を行うこと。 

医療的ケア 

医師の指導のもとに、保護者や看護師が日常的･応急的に行っている経管栄養、たんの吸引等の医療行為。 

医療的ケア児に対するコーディネーター 

医療的ケア児のニーズ等を勘案し、医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター。 

インクルーシブ 

すべての人々を援護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支え合うという理念

のこと。 

ウェブアクセシビリティ 

ウェブ（インターネット上で標準的に用いられている、文書の公開・閲覧システム）を利用するすべての人が、年齢

や身体的制約、利用環境等に関係なく、ウェブで提供されている情報に問題なくアクセスし、機能を利用できること。 

 か  

川越市就学支援委員会 

幼児児童生徒の特性や障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見等を踏まえ、総合的な観点か

ら就学先や支援の仕方について助言する委員会。 

川越市手話言語条例 

手話が言語であるとの認識に基づき、手話の普及に努め、ろう者とろう者以外の方が共に暮らしやすい社会の実現

を目指す条例。平成 30 年６月 29 日に公布・施行。 

  



資料編 ８ 用語説明 

127 

 

川越地域雇用対策協議会 

川越地域の事業主団体及び事業主、川越公共職業安定所管内の各市、商工会議所などから構成されている

協議会。地域の雇用経済の安定確保を図ることを目的としており、一般雇用対策及び若年者、新規学校卒業者

の雇用対策などを事業として行っている。 

共生型サービス 

高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉の制度の両方に位置

付けられた制度。 

共生社会 

これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等が、積極的に参加・貢献していくことができ、

誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会。 

共同生活援助（グループホーム） 

障害のある人が共同生活を行う住居で、主に夜間において相談や日常生活上の援助を行うこと。 

居宅介護（ホームヘルプ） 

居宅において入浴や排せつ、食事などの介護などを行うこと。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度障害のある子どもで、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な場合に、居宅を訪問し

て日常生活における基本動作の指導や、知識技能の付与、集団生活への適応のための訓練等の支援を行うこと。 

緊急通報システム 

急病や災害時の緊急時に迅速かつ適切な対応を図るため、一人暮らしの重度身体障害者等に貸与する機器。

身につけることも可能で、簡単な操作で緊急事態を自動的に消防本部などの受信センター等に通報できるもの。 

計画相談支援 

障害福祉サービス等の申請に係る支給決定前に、サービス等利用計画案を作成し、支給決定後に、サービス事

業者等との連絡調整等を行うとともに、サービス等利用計画の作成を行う。また、支給決定されたサービス等の利用

状況の検証（モニタリング）を行い、サービス事業者等との連絡調整などを行う。 

高次脳機能障害 

脳の一部が損傷を受けたことで脳に生じた後遺症のこと。記憶障害や注意障害といった認知障害や、社会的行動

障害などをきたす。 

行動援護 

知的障害や精神障害により行動が困難で常に介護が必要な人に、行動するときに生じるおそれのある危険を回避

するために必要な援助や外出時の移動中の介護などを行うこと。 

校内就学支援委員会 

校内における全体的な支援体制を整備するための組織。特別な教育的支援が必要な児童生徒の実態把握を

行い、学級担任の指導への支援方策を具体化したり、専門家チームに判断を求めるかどうかを検討したりする。 

合理的配慮 

行政機関等及び事業者が、その事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から現に社会的障壁の

除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、社会的障

壁を除去するための必要かつ合理的な取組であり、その実施に伴う負担が過重でないもの。 

コミュニティソーシャルワーク 

地域において、支援を必要とする人の生活圏や地域とのつながり等を重視した援助を行うとともに、地域を基盤とす

る支援活動を発見し、又は創出して、支援を必要とする人に結びつけたり、公的制度との関係調整を行ったりする活

動。 
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 さ  

埼玉県福祉のまちづくり条例 

ノーマライゼーション、バリアフリーの理念のもと福祉のまちづくりを進め、高齢者、障害者をはじめとするすべての県民

が安心して生活し、かつ、等しく社会参加することができる豊かで住みよい地域社会の実現に寄与しようということを目

的とする、埼玉県の条例。福祉のまちづくりを進める具体的な方策として、高齢者、障害者等が円滑に利用できる生

活関連施設の整備の促進等を図るため、施設のバリアフリー化整備の基準（整備基準）の遵守を定めるとともに、

生活関連施設の整備に当たっての届出の手続きなどを定めている。 

自主防災組織 

災害に対して地域住民が、自分たちの地域は自分たちで守るという連帯感に基づき、住民の自発的意思により結

成された組織。 

施設入所支援 

施設に入所する障害のある人に、主として夜間において入浴、排せつ、食事の介護などを行うこと。 

指定難病医療給付 

指定難病の治療を受けている人が、指定医療機関で保険診療を受けた際の自己負担分の医療費の一部または

全部を、県が公費負担する制度。 

児童発達支援 

障害のある未就学児に対して、日常生活における基本動作の指導や、知識技能の付与、集団生活への適応の

ための訓練等を行うこと。 

自発的活動支援事業 

障害者等やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援を行う事業。 

自閉症・情緒障害特別支援学級 

自閉症やそれに類するものや心理的な要因により、他人との意思疎通及び対人関係の形成や社会生活への適

応が困難である児童生徒を対象とした学級。 

社会福祉協議会 

民間の社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない民間組織。それぞれの都道府県、市区町

村で、地域住民のほか、民生委員・児童委員、社会福祉施設・社会福祉関係者、保健・医療・教育等関係機関

の参加・協力のもと、地域の人々が住み慣れたまちで安心して生活する「福祉のまちづくり」の実現を目指したさまざま

な活動を行っている。 

社会モデル 

障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、個人の心身の機能に起因するものではなく、社会にお

ける様々な障壁と相対することによって生ずるものとする考え方。 

重症心身障害 

重度の肢体不自由と重度の知的障害とが重複した状態。 

重度障害者等包括支援 

常に介護が必要な人で、介護の必要度が著しく高い人に、居宅介護などのサービスを包括的に提供すること。 

重度重複障害者 

主に次の３つの場合の障害を持つ者をいう。①盲・ろう・知的障害・肢体不自由・病弱の各障害を２つ以上あわ

せ持つ者。②発達的側面からみて、精神発達の遅れが著しい等、自他の意思の交換及び環境への適応が著しく困

難であって、日常生活において常時介護を必要とする者。③行動的側面からみて、多動傾向、自傷行為、自閉性、

その他の問題行動が著しく、常時介護を必要とする者。 

重度訪問介護 

重度の障害があり常に介護が必要な人に、自宅で入浴や排せつ、食事などの介護や外出時の移動中の介護を総

合的に行うこと。 
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就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定の期間、生産活動などを通じ、就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練を行うこと。 

就労継続支援（A 型、B 型） 

一般企業等での就労が困難な人に、就労の機会を提供するとともに、生産活動などを通じ、知識及び能力の向

上のために必要な訓練を行うこと。雇用契約を結ぶ A 型と結ばない B 型がある。 

就労定着支援 

就労支援を受けて一般就労した人に、一定の期間、就労の継続を図るために事業所の事業主、福祉サービス事

業者、医療機関等との連絡調整などを行うこと。 

手話奉仕員養成研修事業 

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者を養成する事業。 

障害児相談支援 

障害のある子どもが障害児通所支援等を利用する際に、障害児支援利用計画等を作成し、サービス提供事業

者との連絡・調整、モニタリングを行うこと。 

障害児通所支援サービス 

児童福祉法に基づき、主に施設などへの通所によって、日常生活における基本的な動作の指導、生活能力の向

上のために必要な訓練、知識技能の付与、集団生活への適応訓練、社会との交流の促進などの支援を行うサービ

ス。 

障害児等療育支援事業 

在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）、身体障害児（者）の地域における生活を支えるため、

身近な地域で療育指導が受けられる療育機能の充実を図るとともに、療育機能を支援する圏域における療育医機

関等との連携を図り、障害児（者）の福祉の向上を図ることを目的とした事業。 

障害者支援施設 

施設に入所する障害者に対し、入浴や排泄、食事などの介護、また、生活などに関する相談や助言、その他の必

要な日常生活上の支援（生活介護、自立訓練、就労移行支援など）を行う施設。 

障害者週間 

障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第９条に定められた、国民の間に広く障害への理解を深め、障害者

が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加することを促進するために設けられた期間（12/３～12/９）。 

障害者就業・生活支援センター 

障害のある人の職業的自立を図るために、地域の関係機関と連携しながら、就職に向けた準備や職場に適応・

定着するための支援、日常生活や地域生活に関する助言などを行う施設。 

障害者総合相談支援センター 

障害のある人が、安心して充実した生活を送ることができるよう、障害者に関するあらゆる相談に応じ、生活・就労

の両面から総合的な支援を行う機関。 

障害者相談支援 

障害のある人の福祉に関する様々な問題について、障害のある人等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障

害福祉サービスの利用支援等を行うほか、権利擁護のために必要な援助を行う。 

障害者のしおり 

障害のある人の川越市における福祉施策の概要を紹介し、日常生活での制度・サービス等の手引きとして活用す

るために作成されたしおり。 
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障害者優先調達推進法 

正式名称は「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」といい、国や地方公共

団体、独立行政法人などが、物品やサービスを調達する際、障害者就労施設等から優先的・積極的に購入すること

を推進することにより、障害者就労施設等で就労する障害者や在宅で就業する障害者の経済面の自立を進めるこ

とを目的として制定された法律。 

小児慢性特定疾病医療給付 

小児の慢性疾病のうち、国が指定した特定疾病について病気の治療研究を推進し、家族の経済的負担を軽減

するために行われる必要な医療の給付。 

ジョブコーチ支援事業 

職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業は、障害者の職場適応に課題がある場合に、職場に出向いて、障害

特性を踏まえた専門的な支援を行い、障害者の職場適応を図るもの。 

自立訓練（機能訓練、生活訓練） 

自立した日常生活や社会生活ができるよう、一定の期間、身体機能や生活能力の向上のために必要な訓練など

を行うこと。 

自立支援医療（更生・育成・精神通院） 

心身の障害を除去・軽減するために、指定医療機関で行われた医療について、医療費の自己負担額の軽減を図る

制度。 

自立支援協議会 

障害者相談支援事業の適切な運営及び地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす

定期的な協議の場として、設置された協議会。 

自立生活援助 

障害者支援施設やグループホームから居宅での自立した日常生活へ移行する人に、一定の期間、定期的な巡回

訪問や随時の対応により、相談や必要な情報の提供及び助言などを行うこと。 

身体障害者相談員 

身体障害者福祉法に基づいて、身体障害者の福祉の増進を図るため、身体障害者の相談に応じるとともに必要

な援助を行う民間の協力者。 

身体障害者手帳 

身体障害者福祉法の別表に掲げる一定程度以上の障害がある人に対し、申請に基づいて障害程度を認定し、

法に定める身体障害者であることの証明として都道府県知事等が交付するもの。 

生活介護 

常に介護が必要な人に、主として昼間において施設で入浴、排せつ、食事の介護や創作的活動または生産活動の

機会の提供などを行うこと。 

生活サポート事業 

在宅の心身障害者又は障害児の地域生活を支援し、福祉の向上及び介護者の負担軽減を図るための事業。 

精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

精神障害者の自立した地域生活に係る広域調整を行う事業。 

精神障害者保健福祉手帳 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に規定されたもので、精神障害者の自立と社会参加の促進を図る

ことを目的としている。精神疾患（機能障害）の程度、能力障害の程度で判定され、１級から３級までの等級があ

る。申請窓口は市で、県知事が交付する。認定期間は２年。 

成年後見制度 

認知症、知的障害、精神障害等によって物事を判断する能力が十分ではない方について、本人の権利を守る援

助者（成年後見人等）を選ぶことで、財産管理や身上監護について、本人を法律的に支援する制度。 
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成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適切に行うことができる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民

後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援する事業。 

成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる障害者で成年後見

制度の利用に要する費用について補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められるものに対して、

成年後見制度の申立てに要する経費及び後見人等の報酬の全部又は一部を助成する事業。 

全身性障害者 

肢体不自由の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第５号の１級に該当する者であって両上肢及び両下

肢の機能の障害を有する者又はこれに準ずる者。 

相談支援事業 

障害のある人やその保護者等からの福祉に関する相談に応じ、必要な情報提供等を行う事業。また、地域におけ

る相談支援事業者に対する専門的な指導・助言等による相談支援機能の強化を行う。 

 た  

ダウン症 

正式名は「ダウン症候群」。特性として、筋肉の緊張度が低く、多くの場合、知的な発達に遅れがみられる。 

短期入所（ショートステイ） 

居宅において障害のある人を介護している人が病気の場合などに、施設において短期間の入所により、入浴、排せ

つ、食事の介護などを行うこと。 

地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している人または精神科病院に入院している人が、地域生活に移行するための住居の

確保や活動に関する相談などを行うこと。 

地域活動支援センター 

地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与する事業。 

地域共生社会 

高齢者介護・障害福祉・児童福祉・生活困窮者支援等の制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という

関係を超えて、人と人、人と社会とがつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことの

できる地域や社会。 

地域生活支援拠点 

障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機能をもつ場所や体制のこと。居住支援

のための主な機能は、①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤

地域の体制づくりの５つを柱としている。 

地域定着支援 

居宅でひとり暮らしの障害のある人などに、常時の連絡体制を確保し、障害の特性によって生じた緊急の事態など

に相談や訪問などの支援を行うこと。 

地域包括ケアシステム 

介護等が必要になっても、地域の実情に応じて、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活し続けることができるよ

うに、医療・介護・住まい・介護予防・生活支援が切れ目なく、一体的に提供される体制のことをいう。 

地区別福祉プラン 

市内 22 地区で抱える福祉課題を解決するための具体的な方法や目標を定めたもの。 

知的障害学級 

知的発達に遅れがあり、他人との意思疎通に軽い困難があり、日常生活を営む上で一部の援助を必要とする児

童生徒を対象にした学級。 
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知的障害者相談員 

知的障害者福祉法に基づいて、知的障害者の福祉の増進を図るため、知的障害者又はその保護者の相談に応

じるとともに必要な援助を行う民間の協力者。 

通級 

小・中学校の通常の学級に在籍している言語障害、難聴、自閉症、情緒障害、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ

（注意欠如/多動性障害）等の児童生徒に対して、各教科の指導は主として通常の学級で行いつつ、一人一人

の障害に応じた特別の指導（「自立活動」等）を特別な教育の場で行う教育形態。 

デイジー図書 

デジタル録音図書の国際標準規格。視覚障害等により、普通の印刷物を読むことが困難な方々のために、カセッ

トテープに代わるものとして開発された。１枚の CD にカセットテープ約 50 巻分の録音が可能。 

同行援護 

視覚障害により移動が著しく困難な人に、外出時に同行して必要な情報の提供や移動の援護などを行うこと。 

登録手話通訳者 

川越市の行う認定試験に合格した川越市登録手話通訳者。手話通訳者派遣事業において、手続・相談などの

生活全般及び教育関係、医療関係、職業関係に関する、市内在住の聴覚障害者等の日常生活上必要な場面

に派遣される。 

特別支援学級 

①知的障害者②肢体不自由者③身体虚弱者④弱視者⑤難聴者⑥その他障害のあるものに対して、児童生

徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、特別

な教育課程を作成し、小集団の中で適切な指導及び必要な支援を行う学級。 

特別支援学校 

障害のある幼児児童生徒に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害

による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的とする学校。 

特別支援教育 

障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生

徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切

な指導及び必要な支援を行うもの。 

 な  

内部障害 

身体障害者福祉法に定める、体の内臓の障害。同法では心臓機能障害、腎臓機能障害、肝臓機能障害、呼吸

機能障害、膀胱・直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウィルスによる免疫機能障害の７つを規定している。 

難病患者 

「難病」とは、発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかか

ることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるもの。 

日常生活用具 

在宅の重度の障害者及び難病等（対象疾患）による障害がある人に対し、日常生活を容易にするために給付

又は貸与する用具。 

ノーマライゼーション 

障害のある人を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件を整えるべきであり、共に

生きる社会こそノーマルであるという考え。 
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 は  

ハザードマップ 

被害想定に基づき、災害の危険度や、災害時の指定緊急避難場所や主な防災関係機関等の場所が記載され

ている地図。川越市では、地震・洪水・内水・土砂災害のハザードマップを作成し、ホームページ等で公表している。 

８０５０問題 

「80 代」の親が「50 代」の子どもを経済的に支える必要がある状態を指す。背景には「引きこもり」問題等、複合

的な課題との関連が指摘されている。 

発達障害 

発達障害者支援法における「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群（ASD）その他の広汎性発達障害、

学習障害（LD）、注意欠如/多動性障害（ADHD）その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常

低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。 

バリアフリー 

障害のある人が社会生活をしていく上で障害（バリア）となるものを除去すること。 

ピアグループ 

peer は、同僚・仲間の意で、年齢・社会的立場・境遇などがほぼ同じ人たちで構成されるグループ。 

ピアサポート事業 

同じ立場の者同士が悩みや不安を共有し、互いに支え合う活動のこと。障害福祉の分野では特に精神障害者の

分野で多くみられる。 

PDCA サイクル 

計画（PLAN）→実行（DO）→評価（CHECK）→改善（ACTION）という手順を繰り返すことにより、効

率的・効果的に事業等を推進していくこと。 

福祉型障害児入所支援 

障害児（発達障害を含む）が入所し保護を受けながら、地域・家庭での生活に必要な日常生活の指導などを

受けること。 

福祉サービス利用援助事業 

認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人に対して、福祉サービスの利用援助や日常的な

金銭管理を行う事業。 

福祉資源 

福祉に関して有効な制度、サービス、施設、公的機関、医療機関、人的資源等の総称。 

福祉タクシー利用券 

申請により、タクシーの初乗運賃相当額の補助券として、重度心身障害者福祉タクシー利用券が交付される制度。

対象は身体障害者手帳１・２級、療育手帳○A ・A、精神保健福祉手帳１級の交付を受けている人で、施設入所

者は対象外。利用券は１回の乗車につき１枚使用でき、手帳を提示することで受けられる乗車運賃の１割引の制

度と併用できる。 

福祉的就労 

一般企業での就労が困難な障害のある人が、各種の就労支援施設等で職業訓練等の支援を受けながら就労す

るための福祉サービス。 

福祉避難所 

一般の避難所で生活することが困難な高齢者、障害者その他配慮を要する方を対象に、一般の避難所とは別に

開設する二次避難所。 
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福祉有償運送 

タクシー等の公共交通機関によっては要介護者、身体障害者等に対する十分な輸送サービスが確保できない場

合に認められ、NPO 法人や社会福祉法人等が、実費の範囲内（営利とは認められない範囲）の対価により、乗

車定員 10 人以下の自家用自動車を使用して当該法人等の会員に対して行う個別の輸送サービス。 

ペアレントトレーニング 

保護者が子どもの行動を観察して特徴を理解したり、子どもの特徴をふまえたほめ方やしかり方等を学ぶことにより

子どもの問題行動を減少させることを目標とするトレーニング。 

ペアレントプログラム 

育児に不安がある保護者、仲間関係を築くことに困っている保護者などを、地域の支援者（保育士、保健師、福

祉事業所の職員等）が効果的に支援できるよう設定されたグループ・プログラムで、発達障害やその傾向のある子ど

もをもつ保護者だけでなく、さまざまな悩みをもつ多くの保護者に有効とされている。 

ヘルプカード 

緊急連絡先や必要な支援内容等が記載されたもので、障害のある人等が災害時や日常生活の中で困ったときに、

周囲に自己の障害への理解や支援を求めるためのもの。 

ヘルプマーク 

障害や疾患等があることが外見からは分からない人が、支援や配慮を必要としていることを周囲に知らせることがで

きるマーク。 

保育所等訪問支援 

保育所等に通う障害のある児童に対して、集団生活への適応のための専門的な支援を行うこと。 

放課後児童健全育成事業 

共働き家庭など留守家庭の児童に対して、放課後、学校の余裕教室等において適切な遊びや生活の場を与え、

健全育成を図るもの。 

放課後等デイサービス 

学校通学中の障害のある子どもに対して、放課後や夏休み等の長期休暇中に生活能力向上のための訓練等を

継続的に提供し、学校教育と相まって自立を促進するとともに、放課後等の居場所を提供すること。 

法人後見事業 

社会福祉法人や社団法人、NPO などの法人が成年後見人、保佐人もしくは補助人（以下、「成年後見人等」

という。）になり、親族等が個人で成年後見人等に就任した場合と同様に、判断能力が不十分な人の保護・支援

を行うこと。 

法定雇用率 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、民間企業や国、地方公共団体等の事業主は、一定の割合

以上の障害者を雇用しなければならないとされており、この割合のことを、法律で定められていることから「法定雇用率」

という。 

補装具 

障害者については、職業その他日常生活の能率の向上を図ることを目的として、障害児については、将来社会人

として独立自活するための素地を育成・助長すること等を目的として、それぞれ使用されるもので、義肢、車椅子、歩

行器、歩行補助つえ、重度障害者用意思伝達装置などがある。 

ボランティアセンター 

ボランティアに係る各種調整を行うとともに、ボランティア活動を支援するために設置される機関。本市では、川越市

社会福祉協議会が川越市総合福祉センター内に設置。 
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 ま  

盲人ガイドヘルパー 

社会生活上必要な外出をする場合で、付添者がいないために支障がある際の移動を支援する事業。対象は視覚

障害１級に該当する身体障害者手帳の交付を受けている人。ただし、通勤や営業活動等、政治活動、宗教活動、

個人の娯楽にかかる外出や社会通念上適当でない外出は対象外。 

 や  

ユニバーサルデザイン 

年齢や性別、障害のあるなしにかかわらず、デザインの最初から、できるだけ多くの人が利用可能な環境をつくろうと

いう考え方。 

要約筆記 

音声で話されている内容を正確に聞き取り、要点をつかんで短い文にまとめ、その内容を紙に書いて提示したり

OHP 等を使って投影したりして、文字で伝えるもの。 

 ら  

理解促進研修・啓発事業 

地域住民に対し、障害のある人に対する理解を深めるための研修や啓発を行う事業。 

リハビリテーション 

障害のある人の身体的、精神的、社会的な適応能力回復のための技術的訓練プログラムにとどまらず、障害のあ

る人のライフステージのすべての段階において、主体性、自立性、自由といった人間本来の生き方の回復、獲得を目

指す障害者施策の理念。 

療育手帳 

一定程度以上の知的障害がある人に対し、申請に基づいて障害程度を判定し、療育手帳制度要綱に定める知

的障害者であることの証票として県知事が交付するもの。 

療養介護 

医療が必要で、常に介護を必要とする人に、主として昼間において病院等で機能訓練、療養上の管理、看護、

医学的管理下での介護や日常生活上の世話などを行うこと。 

レスパイトケア 

重症心身障害児者を自宅で介護する家族の負担は大きいものがあるため、休息（レスパイト）を取ることができる

ようにすることを目的とした福祉サービス等の支援。 

ろう者 

聾者、聾唖者。聴覚障害者の一区分。ろう者の意味内容は多義的であるが、主に手話言語でコミュニケーションを

取って日常生活を送る人々をいう。 
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川越市障害者支援計画 

＜第七次 川越市障害者計画・第七期 川越市障害福祉計画・第三期 川越市障害児福祉計画＞ 

 

発 行 令和６年３月 

川越市 福祉部 障害者福祉課 

〒350-8601 埼玉県川越市元町１丁目３番地１ 

電 話 049-224-5785（直通） 

ＦＡＸ 049-225-3033 

メール shogaisha★city.kawagoe.lg.jp 

        （上記★は＠にお読み替えください。） 

ＵＲＬ https://www.city.kawagoe.saitama.jp/ 

 


